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１ 検討の背景等 

⑴ 検討の背景 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月２日閣議決定）において、「事

業者によるＧＸの取組の環境を整備するため、水素等のＧＸ新技術に関連する危険物規

制の調査・見直し検討に取り組む」こととされた。 

このことを踏まえ、水素等のＧＸ新技術に関連する危険物規制の課題を把握するため、

消防庁では、水素等の製造・輸送・利用に関連する業界団体、関連企業が立地する地方

公共団体に対してヒアリング調査を実施した。その結果、以下の課題が明らかになった。 

 

＜水素等のＧＸ新技術に関連する危険物規制の課題＞ 

① 危険物規制に係る技術基準の合理化 

ア リスクに応じた柔軟な対応が可能な技術基準の整備 

 （ｱ） 危険物施設と高圧ガス施設等の間に設ける離隔距離（保安距離） 

 （ｲ） 危険物施設の周囲に設ける空地（保有空地） 

 （ｳ） 危険物を長距離移送するための配管の最小厚さ 

イ ガソリンスタンドにおける MCH 関連設備（脱水素装置等）の設置 

② 危険物規制に係る手続きの合理化 

  変更工事に係る手続きの簡略化 

③ その他 

  消防本部における専門的な審査・検査業務の支援 

 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた水素等の GX 新技術等に関連する産業

界等の動向を踏まえ、一律の規制ではなく、リスクに応じた柔軟な対応が可能な規制に

移行していくことが求められている。また、危険物保安を取りまく様々な環境変化や高度

な保安の実現を可能とする DX 新技術等の動向を踏まえ、事業所の自律的・主体的な保

安に関する取り組みを促進していくことが求められている。 

このような状況を踏まえ、本検討会では、①～③を検討項目として、危険物規制のあり

方について検討した。 

なお、検討は、水素等のＧＸ新技術に関連する危険物規制の課題を踏まえて実施する

ものであるが、これらの課題は、必ずしも水素関連物質のみに限ったものではないと考え

られることから、検討に当たっては、水素関連物質に限らず、全ての危険物を対象として、

安全の確保を大前提に危険物規制のあり方について検討した。 

 

※ 火災等の危険性のある物質のうち、消防法の危険物規制の対象となるものは、常温・常圧

で固体又は液体の物質（ガソリン、トルエンなど）が該当する。水素キャリア（水素貯蔵

体）として用いられるメチルシクロヘキサン（MCH）は、消防法上の危険物に該当する。 
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⑵ 検討の体制等 

検討会の委員及びスケジュールは次のとおり。 

 

＜検討会の委員＞（敬称略、委員以下は五十音順） 

座長  三宅 淳巳  横浜国立大学 総合学術高等研究院 上席特別教授 

委員  金子 正和  川崎市消防局 予防部 保安課長 

宍戸 洋平  東京消防庁 予防部 危険物課長 

辻  佳子  東京大学 環境安全研究センター長・教授 

土橋 律   東京理科大学 創域理工学研究科 教授 

西  晴樹  消防大学校 消防研究センター 技術研究部長 

 

＜オブザーバー＞（敬称略） 

（関係団体） 

南條 敦   石油連盟 技術委員会 ＣＮ技術開発専門委員会 

福島 洋   一般社団法人水素バリューチェーン推進協議会 事務局長 

杉山 章   危険物保安技術協会 企画部長 

（関係省庁） 

岡田 直也  経済産業省 産業保安グループ 産業保安企画室長 

 

＜検討スケジュール＞ 

第１回検討会（令和６年６月６日） 

第２回検討会（令和６年 11月 25日） 

第３回検討会（令和７年２月 14日） 

第４回検討会（令和７年２月 26日） 
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２ 危険物規制に係る技術基準の合理化について 

⑴ リスクに応じた柔軟な対応が可能な技術基準のあり方 

ア 危険物施設と高圧ガス施設等の間に設ける離隔距離（保安距離） 

（ｱ） 現行の技術基準 

現行の技術基準では、危険物施設（製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋

外貯蔵所、一般取扱所）の位置は、高圧ガス施設から 20ｍ以上の保安距離を保つ

ことを求めている（危険物の規制に関する規則第 12 条）。 

基準の趣旨は次のとおり。 

 

＜基準の趣旨＞ 

① 危険物施設の火災が高圧ガス施設に延焼するのを防止すること 

② 高圧ガス施設における事故（火災、爆発）の影響が危険物施設に及ぶのを防

止すること 
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（ｲ） 技術基準の合理化のあり方 

技術基準の趣旨を踏まえ、耐火構造の塀の設置その他の措置を講ずることによ

り、次の①要件１及び②要件２を満たす場合には、危険物施設と高圧ガス施設との

離隔距離を 20ｍ未満とすることができることとするのが適当である。 

 

＜要件＞ 

① 要件１ 

次のア及びイを満たすこと。 

ア 危険物施設で火災が発生するものとした場合において、当該危険物施設に

隣接する高圧ガス施設の状態が次の（ｱ）及び（ｲ）を満たすこと。 

（ｱ） 当該火災の輻射熱により当該高圧ガス施設の外壁等の構造材が燃焼せ

ず、かつ、防火上又は構造耐力上支障のある損傷を生じないこと。 

（ｲ） 当該火災の輻射熱により高圧ガスの保安に関する設備がその機能に支

障を生じず、かつ、高圧ガスの温度又は圧力に過度な上昇が生じないこ

と。 

イ 危険物施設のうち、危険物の爆発のおそれが想定される施設（製造所、一般

取扱所等）の建築物は、爆発の影響が周囲に及ばない構造（屋根を軽量な不

燃材料でふくことで爆風圧を逃がす構造）とすること。 

 

 

 

  

危険物施設 高圧ガス施設耐火構造
の塀

輻射熱

・外壁等の燃焼・損傷
・保安設備の機能に支障
・高圧ガスの温度・圧力に
過度な上昇

が生じない

火災

危険物施設で火災が発生することを想定した場合の措置の例(ｲﾒｰｼﾞ)
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② 要件２ 

危険物施設に隣接する高圧ガス施設で火災又は爆発が発生するものとした場

合において、当該危険物施設の状態が次のア及びイを満たすこと。 

ア 当該火災の輻射熱により当該危険物施設の外壁等の構造材が燃焼せず、

かつ、当該火災の輻射熱又は当該爆発の爆風圧により防火上又は構造耐力

上支障のある損傷を生じないこと。 

イ 当該火災の輻射熱又は当該爆発の爆風圧により危険物の保安に関する設

備がその機能に支障を生じず、かつ、危険物の温度又は圧力に過度な上昇

が生じないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

危険物施設 高圧ガス施設
耐火構造
の塀

輻射熱
爆風圧

火災・爆発

・外壁等の燃焼・損傷
・保安設備の機能に支障
・危険物の温度・圧力に
過度な上昇

が生じない

高圧ガス施設で火災が発生することを想定した場合の措置の例(ｲﾒｰｼﾞ)
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要件１及び要件２中の「外壁等の構造材が燃焼せず」には、外壁等に設けられた

開口部から建物内部へ延焼しないことを含むこととするのが適当である。 

 

また、輻射熱や爆風圧の値やその影響に係る評価に当たっては、個々の現場の

具体的な状況等に応じて、適切な評価方法等の内容は異なるものと考えられる。こ

のため、実際の運用に当たっては、個々の現場の具体的な状況等に応じて、輻射熱

や爆風圧の値やその影響に係る評価方法等の妥当性を判断することとするのが適

当である。当該妥当性の判断には、高度な専門的知見等が必要であると考えられる

ことから、事業者自らの検討のみならず、専門的知見を有する第三者機関の評価を

参照することが適当である。 
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イ 危険物施設の周囲に設ける空地（保有空地）

（ｱ） 現行の技術基準

現行の技術基準では、危険物施設（製造所、屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋

外貯蔵所、一般取扱所）の周囲に、当該危険物施設において貯蔵し又は取り扱う危

険物の数量に応じた一定幅の保有空地を設けることを求めている（危険物の規制に

関する政令第９条第１項第２号ほか）。 

基準の趣旨は次のとおり。 

＜基準の趣旨＞ 

① 危険物施設の火災が周囲の建築物等に延焼するのを防止すること

② 周囲の建築物等の火災が危険物施設に延焼するのを防止すること

③ 消防活動に使用するための空地を確保すること
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（ｲ） 技術基準の合理化のあり方

技術基準の趣旨を踏まえ、耐火構造の塀の設置その他の措置を講ずることによ

り、次の①要件１～③要件３を全て満たす場合には、危険物施設の周囲に設ける空

地の幅を減じ、又は空地を設けないことができることとするのが適当である。 

＜要件＞ 

① 要件１ 

次のア及びイを満たすこと。 

ア 危険物施設で火災が発生するものとした場合において、当該火災の輻射熱

により当該危険物施設に隣接する建築物等の外壁等の構造材が燃焼せず、

かつ、防火上又は構造耐力上支障のある損傷を生じないこと。

イ 危険物施設のうち、危険物の爆発のおそれが想定される施設（製造所、一般

取扱所等）の建築物は、爆発の影響が周囲に及ばない構造（屋根を軽量な不

燃材料でふくことで爆風圧を逃がす構造）とすること。

② 要件２ 

危険物施設に隣接する建築物等で火災が発生するものとした場合において、

当該火災の輻射熱により当該危険物施設の外壁等の構造材が燃焼せず、かつ、

防火上又は構造耐力上支障のある損傷を生じないこと。 

③ 要件３ 

次のア及びイを満たすこと。 

ア 危険物施設の主要な出入口の周囲には、消防活動に必要な空地が確保さ

れること。

イ 危険物施設の周囲のうち、空地が確保できない面には、有効な消火又は冷

却のための設備（放水設備等）を設けるとともに、当該設備による放水活動

等に必要な空地が確保されること。
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要件１及び要件２中の「外壁等の構造材が燃焼せず」には、外壁等に設けられた

開口部から建物内部へ延焼しないことを含むこととするのが適当である。 

 

「危険物施設に隣接する建築物等」が危険物施設である場合には、当該建築物

等に係る危険物施設についても、要件１～要件３を満たす必要があることに留意が

必要である。 

 

また、輻射熱の値やその影響に係る評価に当たっては、個々の現場の具体的な

状況等に応じて、適切な評価方法等の内容は異なるものと考えられる。このため、実

際の運用に当たっては、個々の現場の具体的な状況等に応じて、輻射熱の値やそ

の影響に係る評価方法等の妥当性を判断することとするのが適当である。当該妥当

性の判断には、高度な専門的知見等が必要であると考えられることから、事業者自ら

の検討のみならず、専門的知見を有する第三者機関の評価を参照することが適当で

ある。 
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ウ 危険物を長距離移送するための配管の最小厚さ 

（ｱ） 現行の技術基準 

現行の技術基準では、移送取扱所の配管は、その外径に応じ、「最小厚さ」（例え

ば、外径が 508mm以上の場合は 9.5mm）を定めている（危険物の規制に関する規則

第 28 条の５ほか）。 

基準の趣旨は次のとおり。 

 

＜基準の趣旨＞ 

移送取扱所の配管は、その一部又は全部が施設の所有者、管理者又は占有者

の管理する場所以外の場所（道路、山林等の第三者が所有、管理又は占有する場

所）に設置される｡ 

このため、移送取扱所の関係者が関与しない工事によって誤って移送取扱所の

配管に衝撃が加えられるリスクを考慮し、強度計算に加え、工事に用いる重機（バッ

クホー）による衝撃でも破損のおそれが生じないよう、配管の外径に応じて一律に

「最小厚さ」を定めている。 
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（ｲ） 技術基準の合理化のあり方 

事業所敷地内の配管（地上配管、地中配管）及び事業所敷地外の海上配管につ

いては、当該配管の周囲で工事等が行われることにより当該配管が破損するおそれ

が生じないような管理体制が認められる場合には、配管の外径に応じて定める「最小

厚さ」の基準を適用せず、強度計算によって安全が確認された厚さとすることができ

ることとするのが適当である。 

ただし、事業所敷地外の地中配管及び海中配管については、移送取扱所の管理

者等による確実な管理は現実的に困難であるため、引き続き、配管の外径に応じて

定める「最小厚さ」を求めることが適当である。 

事業所敷地外の地上配管については、移送取扱所の管理者等による確実な管理

は現実的に困難な場合が多いと考えられるため、原則として、引き続き、配管の外径

に応じて定める「最小厚さ」を求めることが適当である。ただし、個々の現場の具体的

な状況等により、関係者以外の者が立ち入らないことが明確であるなど、移送取扱所

の管理者等による確実な管理が可能なことが評価できるエリアが明確な場合に限っ

ては、配管の外径に応じて定める「最小厚さ」の基準を適用せず、強度計算によって

安全が確認された厚さとすることができることとして差し支えないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

地上配管※２
地中配管
海中配管

確実な管理は
現実的に困難

引き続き、配管の外径に応じて定める
「最小厚さ」を求める

海上配管

事業所
敷地内

地中配管

当該配管の周囲で工事等が行われることにより当該配管が破損す
るおそれが生じないような管理体制が認められる場合には、配管の外
径に応じて定める「最小厚さ」の基準を適用せず、強度計算によって
安全が確認された厚さとすることができる

地上配管

事業所
敷地外

地上配管

地中配管・海上配管

→ 工事管理等に係る一定の体制

→ 工事管理等に係る高度な体制
⑴ 工事に係る管理（事前のリスクアセス
メント、掘削作業等の工事中の管理等）

⑵ 工事以外での管理（配管保護
その他の配管への損傷防止等）

地上配管※１

※1 関係者以外の者が立ち入らないことが明確など、移送取扱所の管理者等による確実な管理が可能と認められる場合に限る。
※2  移送取扱所の管理者等による確実な管理が可能と認められる場合を除く。
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なお、移送取扱所の配管に係るリスク要因は、重機や車両、船舶等による衝撃荷

重のほか、地震、風圧、地盤沈下、温度変化による伸縮等の外力、配管内外の腐

食、地域特性による積雪や凍結の影響などが存在すると考えられる。 

また、配管を地上、地下、海上、海中のどこに設置するかによって、事故のリスク要

因や管理の容易さは複雑に変化するものと考えられる（例：地下配管は車両の衝突

による損傷の危険性や温度変化の影響は小さいが、重機の掘削による損傷の危険

性や地盤沈下の影響は大きい。）ことから、配管をどのような形態で設置し、管理す

べきかについては、事業所の特性や当該事業所が立地する地域特性によって異な

るものと考えられる。 

 

このため、配管の外径に応じて定める「最小厚さ」の基準を適用せず、強度計算に

よって安全が確認された厚さとすることができることとする場合については、当該配管

が破損するおそれを生じさせないための管理体制の具体的な内容について、消防

法第 14 条の２に基づき事業所が作成する予防規程に定めることを求めることが適当

である。 

 

※ 予防規程の内容については、市町村長等の認可を受けなければならず、危険

物施設の関係者及び従業者は、予防規程を遵守しなければならない。 

 

また、当該管理体制の内容については、事業所の特性や当該事業所が立地する

地域特性に応じ、事故のリスク要因が網羅的に検討されたものとなっているか等を評

価することが適当である。当該評価の妥当性の判断には、高度な専門的知見等が必

要であると考えられることから、事業者自らの検討のみならず、専門的知見を有する

第三者機関の評価を参照することが適当である。 
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なお、地上配管と地中配管の区分は、次の①～④によることとするのが適当であ

る。 

 

＜地上配管と地中配管の区分＞ 

① 地上配管とは、配管を支持する支持物が、水中を通過せず、直接地盤面に固定

されている配管をいうものとする。ただし、地中配管を除く。 

② 地中配管とは、地盤面下に設置された配管をいうものとする。 

③ 地上配管と地中配管の区分を切り替える部分は、より安全側の基準とするため、

地上側に分岐点を設定するものとする。 

④ 地下室内の架空配管又は地下ピット内の配管で容易に点検することができる場

合にあっては、地上配管と同様の取り扱いとする。 

 

 

 

 

 

 

 

また、地上配管と海上配管、海中配管の区分は、次の①～③によることとするのが

適当である。 

 

＜地上配管と海上配管、海中配管の区分＞ 

① 海上配管とは、配管の直下が水面であるか、又は配管を支持する支持物が水

面上の構造物に固定されている配管をいうものとする。 

② 海中配管とは、常時水中に存する配管をいうものとする。 

③ 地上配管と海上・海中配管の区分を切り替える部分は、より安全側の基準とする

ため、地上側に分岐点を設定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

地上配管

地中配管

地中

事業所敷地内
地上

事業所敷地内
地上

地下ピット
(容易に点検できる)

地中

地上側分岐点

凡例

海上配管

地上配管

海中配管

堤防

桟橋

海上
海中

事業所敷地外事業所敷地内 事業所敷地外事業所敷地内
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⑵ ガソリンスタンドにおける MCH 関連設備（脱水素装置等）の設置のあり方 

ア 現行の技術基準 

現行の技術基準では、電気自動車等に水素を充塡するための設備を設ける給油取

扱所（ガソリンスタンド）の規定を設け、当該給油取扱所に設けることができる設備とし

て、「危険物から水素を製造するための改質装置」を定めている。 

ただし、当該装置は、ガソリン等の自動車燃料から水素を製造するためのものを想定

しており、MCH 関連設備（脱水素装置等）を想定したものとなっていない。 

また、水素を製造するための危険物（MCH）の取扱量は、「１日あたり指定数量の 10

倍未満」、副生物であるトルエンのタンクの容量は、「10kL 以下」としている（危険物の

規制に関する規則第 27 条の５）。 
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イ 過去の検討経過等 

電気自動車等に水素を充塡するための設備を設ける給油取扱所に MCH 関連設備

（脱水素装置）を設けること等については、既に平成 30 年度に開催した有識者検討会

において、脱水素装置で使用する危険物、副生物であるトルエン及び水素が漏えいし

た場合に脱水素装置の運転を自動的に停止させる装置を設けること等の一定の安全

対策を講じる場合には、「危険物から水素を製造するための改質装置」として想定して

いるガソリン等の自動車燃料から水素を製造するためのものと同様の設備として取り扱

うこと等として差し支えない旨の結論を得ている。 

ただし、当時は実際の水素スタンドにおける実例がなかったことから、当該時点にお

いて想定されていた MCH 関連設備（脱水素装置）等を前提に検討を行ったものであ

り、検討結果を踏まえた技術基準の改正等には至っていない。 

 

本検討では、平成 30 年度の有識者検討会においてとりまとめた安全対策を基本と

して、改めて、現在想定されている MCH 関連設備（脱水素装置）等の具体的な設計

等に照らし、必要な安全対策のあり方を検討した。 

具体的には、平成 30 年度の有識者検討会では、JPEC（カーボンニュートラル燃料

技術センター（注））がとりまとめた「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準

案」（平成 30 年 2 月）が参照されていた。また、平成 30 年度の有識者検討会におい

て、MCH 関連設備（脱水素装置）等における 1 日の危険物取扱量は指定数量が 150

倍となる場合を、廃油タンク（トルエンタンク）の容量は 3 万リットルとなる場合を、それぞ

れ想定した安全対策が検討された。 

その後、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」（平成 30 年 2 月）

は、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準」（JPEC-S 0010（2020）、令和２

年 3 月 30 日制定）に更新されているが、電気自動車等に水素を充塡するための設備

を設ける給油取扱所に MCH 関連設備（脱水素装置）を設けること等に関しては、特段

の設計等の変更はなされていない。また、現時点で想定されている MCH 関連設備

（脱水素装置）等については、1 日の危険物取扱量が指定数量の 150 倍を超えること

はなく、廃油タンク（トルエンタンク）の容量は 3 万リットルを超えることはないと考えられ

る。 

このため、平成 30 年度の有識者検討会における結論については、引き続き有効で

あると考えられる。 

 

（注） 平成 30 年 2 月時点での名称は「石油エネルギー技術センター」（令和６年４月に「カ

ーボンニュートラル燃料技術センター」へ名称変更） 
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ウ 技術基準の合理化のあり方 

脱水素装置で使用する危険物、副生物であるトルエン及び水素が漏えいした場合

に脱水素装置の運転を自動的に停止させる装置を設ける等の安全対策を講じる場合

には、MCH 関連設備（脱水素装置等）を給油取扱所に設けることができることとするの

が適当である。 

また、MCH 関連設備（脱水素装置等）を給油取扱所に設ける場合の水素を製造す

るための危険物（MCH）の取扱量は「１日あたり指定数量の 150 倍未満」、副生物であ

るトルエンのタンクの容量は「30kL 以下」とするのが適当である。 
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３ 危険物規制に係る手続きの合理化について 

⑴ 変更工事に係る許可手続き 

危険物施設の位置、構造又は設備を変更しようとするときは、市町村長等の許可を受

けなければならないこととされている（消防法第 11 条第１項）。 

ただし、当該変更工事が、次の①～③のいずれかに該当する場合は、変更の許可を

要しない軽微な変更工事と取り扱う旨の技術的助言を示している（平成 14 年消防危第

49 号）。 

 

＜軽微な変更工事と取り扱う場合＞  

① 危険物施設の位置、構造又は設備に係る技術基準の内容と関係が生じないもの

であるとき 

② 保安上の問題を生じさせないものであることが明白であるとき 

③ 資料等の確認により消防本部が保安上の問題を生じさせないものであると判断し

たとき 
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⑵ 手続きの合理化のあり方 

保安上の問題を生じさせるリスクが高いと考えられるものを除く一定の変更工事のうち、

個々の事業所の保安体制を評価し、当該事業所の保安体制によって保安上の問題が生

じないと認められる特定の変更工事については、許可を要しない軽微な工事として取り扱

うことについて、引き続き議論を深めていくことが適当である。  

ただし、次の①～③のいずれかに該当する変更工事については、事業所の保安体制

にかかわらず、保安上の問題を生じさせるリスクが高いと考えられることから、対象としない

こととするのが適当である。 

 

＜対象としない変更工事＞ 

① 大規模な危険物施設に係る変更工事（容量 500 キロリットル以上のタンク本体の工事

等） ※ 

② ①以外の変更工事のうち、次のいずれかに該当するもの  

ア 当該事業所で取り扱う危険物の品名や数量の変更を伴うもの 

イ 危険物施設の周囲に設ける空地等が確保できなくなるもの 

ウ 危険物施設の建物の防火構造等に変更を伴うもの 

エ 危険物の製造プロセス等（圧力、温度等）の変更を伴うもの 

③ ①②以外の変更工事のうち、管轄の市町村長等又は消防本部が特に指定するもの

（例えば、市町村長等が特例として認めた経緯等のある部分の変更を伴うもの） 

 

例えば、配管の一部を同じ部材の配管に取り替える工事について、当該工事に伴う保

安上の問題を生じさせないような事故防止対策等を十分に講じることができる保安体制

（工事手順、実績、消防署との連携等）が認められる事業所については、許可を要しない

軽微な変更工事と取り扱うことが考えられる。 

 

※ 「危険物施設の変更工事に係る完成検査等について」（平成 11 年消防危第 22 号）

では、同通知による運用の対象としない工事として、「容量 1,000 キロリットル以上のタ

ンク本体の工事」が掲げられているが、軽微な変更工事として取り扱う工事の範囲に係

る検討に当たっては、「容量 500 キロリットル以上のタンク本体の工事」を対象としない

変更工事として、引き続き、議論を深めていくことが適当である。 
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軽微な変更工事として取り扱うことができる工事の具体的な範囲については、当該工

事の内容及び事業所の保安体制により、評価することが考えられる。 

この場合、個々の事業所の保安体制の評価に当たっては、次の①及び②の視点が重

要と考えられる。 

 

＜保安体制の評価の視点＞ 

① 「高度なリスク管理体制」に、それを実際に動かしていくための「マネジメント体制」（組

織の目的を達成するため可能な資源を最適化する仕組み） 

② 「自主的」な保安にとどまらず、さらに「自律的」かつ「主体的」に保安を確保していくた

めの取組 
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このような視点を踏まえ、評価については、以下の着眼点が考えられる。 

 

＜変更工事及び保安体制の評価の着眼点＞ 

① 変更工事の内容の評価の着眼点 

ア 工事が特定されていること 

(ｱ) 事業所において想定される変更工事として、当該変更工事の内容が明確化・類

型化されていること 

(ｲ) 当該変更工事の内容が保安上の問題を生じさせない類型に該当するか否かに

係る判断プロトコルが明確化されていること 

イ 当該変更工事に伴う事故防止が可能なこと 

（ｱ）  変更工事に伴う事故とその要因が特定されていること 

（ｲ）  要因ごとにリスクに応じて適切な対策が明確になっていること 

② 事業所の保安体制の評価の着眼点 

ア 変更工事に係る高度なリスク管理体制が確保されていること 

（ｱ）  社内手続きの確立 

ⅰ 判断プロトコルの運用及び継続的な改善を行う体制 

ⅱ 変更工事の進捗状況及び履歴を記録し管理する体制 

（ｲ）  事故防止体制 

ⅰ 変更工事のリスクに応じた事故防止対策が実行できる体制 

ⅱ 近隣施設の事故が当該変更工事に及ぼすリスクに応じた事故防止対策が実行

できる体制 

ⅲ 上記の対応を周知徹底できる体制 

（ｳ）  事故発生時の応急対応等 

ⅰ 事故発生時の応急対応計画の整備とそれに基づいた教育訓練の実施体制 

ⅱ 公設消防隊と施設情報や災害情報等を共有できる連携体制 

イ 自律的・主体的な保安確保に係るマネジメント体制が確保されていること 

（ｱ）  自律的な保安確保に係るマネジメント体制 

ⅰ 保安確保に対する経営トップの明確なコミットメント 

ⅱ 十分なコンプライアンス体制・コーポレートガバナンスの確保 

（ｲ）  主体的な保安確保に係るマネジメント体制 

ⅰ 関連するリスクの適切な洗い出しとその対応のための取組 

ⅱ 保安の高度化に係る取組（最新テクノロジーの導入等） 

（ｳ）  事故防止その他の優れた実績・検証体制 

ⅰ 事故防止・法令遵守に係る実績とその検証 

ⅱ 自律的・主体的な取組に係る実績とその検証  
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なお、自律的・主体的な保安確保に係るマネジメント体制に係る評価については、例

えば、東京証券取引所が策定している「コーポレートガバナンス・コード」（※）に準拠して

いるかといった観点が考えられるが、この場合、軽微な変更工事に係る保安体制として、

どこまでの範囲を求めることとするのかについては、引き続き、議論を深めていくことが適

当である。 

 

※ 「コーポレートガバナンス・コード」では、例えば、「上場会社は、社会・環境問題をはじ

めとするサステナビリティを巡る課題について、適切な対応を行うべきである。」（原則２

-２）、「取締役会は、気候変動などの地球環境問題への配慮、人権の尊重、従業員の

健康・労働環境への配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、自然災

害等への危機管理など、サステナビリティを巡る課題への対応は、リスクの減少のみな

らず収益機会にもつながる重要な経営課題であると認識し、中長期的な企業価値の向

上の観点から、これらの課題に積極的・能動的に取り組むよう検討を深めるべきであ

る。」（補充原則）とされている。 

 

また、高圧ガス保安法における認定高度保安実施者制度における考え方も参考とし、

新たな制度の運用開始に際して、事業者や市町村等（消防機関）が混乱等を生じること

のないような制度の内容や円滑な運用方法等について、引き続き、議論を深めていくこと

が適当である。 
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現時点で想定される高度な取組の例は、以下のとおり。 

 

 

＜事業所の体制の評価の着眼点と高度な取組の例＞ 

 事業所の体制の評価の着眼点 高度で自律的・主体的な取組の例 

高度なリ

スク管理

体制 

a．社内手続きの確立 

(a)判断プロトコルの運用及び継

続的な改善を行う体制 

(b)変更工事の進捗状況及び履歴

を記録し管理する体制 

・PDCA サイクルを活用した判断プロト

コルの継続的な改善 

・工事内容や記録のデータベース化 

b．事故防止体制  

(a)変更工事のリスクに応じた事

故防止対策が実行できる体制 

(b)近隣施設の事故が当該変更工

事に及ぼすリスクに応じた事故

防止対策が実行できる体制 

(c)上記の対応を周知徹底できる

体制 

・事故データの DX管理により、変更工

事の内容に応じたリスクと対策の抽出 

・プラント設備の運転状況をモニタリ

ングすることによるリスクの一元管理 

・DXを活用したリスクの周知体制 

・サイバーセキュリティ関連リスクへ

の対応 

c．事故発生時の応急対応等 

(a)事故発生時の応急対応計画の

整備とそれに基づいた教育訓練

の実施体制 

(b) 公設消防隊と施設情報や災害

情報等を共有できる連携体制 

・災害対応シミュレーションを活用し

た応急対応計画の整備 

・第三者機関の評価を活用した教育訓

練体制 

・DXを活用した公設消防との情報共有 

自律的・

主体的な

保安確保

のための

マネジメ

ント体制 

d.自律的な保安確保に係るマネジ

ント体制 

(a)保安確保に対する経営トップ

の明確なコミットメント 

(b)十分なコンプライアンス体

制・コーポレートガバナンスの

確保 

e.主体的な保安確保に係るマネジ

メント体制 

(a)関連するリスクの適切な洗い

出しとその対応のための取組 

(b) 保安の高度化に係る取組（最

新テクノロジーの導入等） 

f. 事故防止その他の優れた実

績・検証体制 

(a) 事故防止・法令遵守に係る実

績とその検証 

(b) 自律的・主体的な取組に係る

実績とその検証 

・取締役等の明確な責任体制、監査役

等の適切な関与 

・社内監視体制の整備とその責任者の

明確化 

・法令遵守に関する組織体制・社内通

報・第三者関与の仕組み 

・法適合性確認能力・環境変化等によ

る新たなリスク認識能力の確保・向上

の仕組み 

・保安確保に資するテクノロジー導入

に向けたビジョンの策定と実行、検証

の取組 
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今後、事業所の DX が進展することで、データの組織横断的な活用やデジタルツイン

など各種のシステム連携の事例が出現してくると考えられる。 

 

 

こうした事業所の取組を適切に評価することで、日常の危険物保安のみならず、高度

な応急対応や公設消防機関との高度な連携体制の構築が可能な仕組みについて、議論

を深めていくことが適当である。 

  

CMMS
設備基盤データ
工事履歴

リアルタイム運転波形時系列データ

エンジニアリングドキュメント
P＆ID・配置図
機器図面

VR
点群データ
ストリートビュー
（360°画像）

非財務データ
不具合一覧・詳細 設備管理システム

配管・機器データ
静機器検査履歴

巡回点検記録
工事管理・巡回情報

APM
静機器・回転機・計装・
電気 リスク管理と戦略

（検査管理・状態監視）

入出荷データ
陸上出荷制御・
監視データ

予兆保全 振動センサー
振動上昇検知の無線
モニタリングデータ

ロボット・ドローン
巡回データ/計器データ

帳票電子化システム
タブレット入力点検検査記録

ヒストリアン
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デジタルツインとの連携のイメージ
⇒最適な保全計画の立案、トラブルシューティングの迅速化

アイソメ図出力

P&ID連携

日常の危険物保安の高度化の例（ｲﾒｰｼﾞ）

応急対応・消防機関との連携の高度化の例（ｲﾒｰｼﾞ）
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４ その他 

危険物規制における技術基準の合理化（性能規定化）などにより、一律の規制ではなく、リ

スクに応じた柔軟な対応を認めていくためには、消防本部における審査業務等に更なる高度

な専門性が求められる。 

また、バイオマス燃料、合成燃料、二酸化炭素回収・有効利用（CCU）などの動向も踏ま

え、危険物規制のあり方について、引き続き、議論を深めていくことが適当である。 

新しい技術で判断が難しい場合の安全性の評価については、専門知識を有する第三者

機関を活用していくことが有効と考えられる。 

ただし、手続きが煩雑になると、事業の迅速性の観点から、事業者にとっては使いにくい

制度となることから、消防本部における支援の観点のほか、事業者にとってのメリットを考慮し

た制度としていくことが有効と考えられる。 

このような点を踏まえ、専門知識等を有する第三者機関の活用などについて、引き続き議

論を深めていくことが適当である。 

 

 

 

 

 

（以下余白） 

事業者 第三者機関

危険物施設の設置（変更）計画
安全対策の内容及びその効果等に関する技術資料を含む。

管轄の市町村等

⑤許可申請
※④を添付 ⑦審査結果（許可） ⑥必要に応じて

意見聴取

①提案 ③評価

②評価申請

④評価結果

〈第三者機関の活用のイメージ〉

事業者 第三者機関

危険物施設の設置（変更）計画
安全対策の内容及びその効果等に関する技術資料を含む。

管轄の市町村等

⑤認定の申請
※④を添付

⑧認定

⑥意見聴取

①提案 ③評価

②評価申請

④評価結果

〈大臣認定制度のイメージ〉

大臣
⑦意見

⑨申請
⑩許可
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国EEZ内の深海底に賦存が確認されているレアアースの供給体制実現に向
け、その揚泥技術等の開発・実証に向けた機器の整備等を支援する。

フュージョンエネルギーについては、 ITER計画 34の着実な実施に加え
て、世界最大の超伝導トカマク装置(JT-60 SA) 35の運転開始に向けた機

器の整備を支援する。

施策例

• JAXAの戦略的かつ弾力的な資金供給機能の強化（内閣府、文部科学省、経済産業省、

総務省）

・基幹ロケットの開発及びロケット打上げ能力の強化、人工衛星の研究開発等（文部科学省）

•月での有人活動等を行うアルテミス計画の推進（文部科学省）

・衛星開発•利用実証等の宇宙開発利用の加速推進（内閣府）

・高精度な位置・時刻情報の活用のための「準天頂衛星システムの開発加速等」（内閣府）

・大深度AUVの技術開発（文部科学省）

・AUVの社会実装等のための「海洋開発重点戦略に基づく海洋政策の緊急加速化事業」

（内閣府）

．我が国EEZ内のレアアース供給体制確保に向けた「大水深採鉱技術の開発に向けた技

術的実証」（内閣府）

•海洋観測データの充実による気象予測精度の向上等に資する海洋デジタルツインの構築
に向けた全球海洋観測（文部科学省）

・フュージョンエネルギーの実現に向けた基幹技術の開発（文部科学省） 等

(3) GX • DXの推進及びAlの開発力強化・利用促進に資する基盤整備

GX・DX分野の国内投資を拡大することは、持続的な経済成長を実現す
る観点から重要である。そして、 AIは、 GX・DXのみならず、様々な領
域でイノベーションを起こす可能性を秘めたツールとなる。社会課題解決と

経済成長を同時に実現する「新しい資本主義」の確立に向け、 GX・DX分
野の国内投資を拡大するとともに、 GX・DXを含むあらゆる分野での社会
変革を推進するため、我が国のAI開発力の強化やAIに係る］レール整備に

取り組む。

34 世界 7 極（日・欧・米・韓・中・露•印）の国際協力に基づき、核融合実験炉 ITER （国際熱核

融合実験炉）の建設・運転を通じて、フュージョンエネルギーの科学的・技術的実現性の確立を目指

す国際プロジェクト。

35日欧協力によるBA活動（幅広いアプローチ活動）の中で、原型炉に向けたITER計画の補完及び

支援、人材育成等を目的として、建設された世界最大の超伝導トカマク型核融合実験装置。
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GXでは、省エネを更に進める。家庭については、くらし分野のGX加速

に向けて、省エネ性に優れた住宅の普及を促進するため、住宅の断熱窓改修

への補助や高効率給湯器の導入支援をワンストップの窓口を設置して行うと

ともに、住宅金融支援機構のグリーンボンドに対する政府保証を措置する。

企業については、業務用施設のZE B36化に資する設備機器の導入や工場・事

業場の設備更新、省エネ性能の高い次世代パワー半導体や蓄電池のサプライ

チェーン構築等を複数年度にわたり支援するとともに、中小企業向けの省エ

ネ診断を推進する。変動性再生可能エネルギーの最大限の導入や効果的な活

用のため、太陽光発電、蓄電池、クリーンエネルギー自動車や充電・水素充

てんインフラ等の導入を支援する。意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体

を交付金等によって支援する。

事業者によるGXの取組の環境を整備するたぬ、水素等のGX新技術に関
連する危険物規制の調査・見直し検討に取り組むとともに、独占禁止法 37の

運用における予見可能性の向上等の課題に対応する。電気自動車の普及を促

進するため、生産時のリチウムイオン蓄電池に係る消防法 38上の規制に対す へ

る特例基準を検討する。電気自動車用の充電器の設置スペースについて、大

規模小売店舗の駐車場台数への算入可否を明確にする措置を検討する。蓄電

池の導入促進を目指し、 FI T39 • F I P40の認定を受けた再エネ発電設備に

併設される蓄電池への電力系統からの充電を認めることに加え、発電設備由

来の電気量について、 FIT買取•FI Pプレミアム交付の対象とするため、
運用上の課題を検討する。蓄電池の低圧での電力系統への連系に係る認証制

度(JET認証“)等の在り方を見直す。

サーキュラーエコノミーの実現を目指し、地方創生の観点も踏まえつつ、

産官学連携のパートナーシップの活動、資源循環に係る研究開発から実証・

実装までの投資支援の拡充、動静脈連携の加速に向けた制度整備、 2024年夏

36 Net Zero Energy Buildingの略。建物で消費する年間のエネルギー収支をゼロにすることを目指し

た建物。

37私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）。

38昭和23年法律第186号。

39 Feed-in Tariff（固定価格買取制度）の略。再生可能エネルギーで発電した電気を、一定価格で一定

期間買い取ることを電力会社に義務づける制度。

40 Feed-in Premiumの略。再生可能エネルギーで発電した電気を市場で売電する際、その売電価格に対

して一定のプレミアム（補助額）を上乗せする制度。

41 JET認証とは、蓄電池等について、電力系統に連系するための技術要件に適合する機能を確保して

いることを証する認証制度を指す。一般財団法人電気安全環境研究所(JET)が提供する認証制度

であり、正式名称は「系統連系保護装置等認証」。
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を目途とした「循環型社会形成推進基本計画町の見直しの検討に取り組む。

食品ロス削減、サステナブル・ファッション等の推進及び新たな国民運動「デ

コ活」によるライフスタイル変革に取り組む。

「アジア・ゼロエミッション共同体 (AZEC)43」構想の実現のため、ト

ランジション関連投資支援や二国間協力及び国際機関を活用した政策協調を

通じて、アジアヘの日本の脱炭素技術の導入等を促進する。

DXについては、 5Gシステムやデータセンター等に必要な先端半導体等

の国内生産拠点整備や研究開発を支援する。 Beyond5Gの実現と我が国発の

技術確立に向けて、社会実装•海外展開を目指した研究開発及び国際標準化

活動を支援する基金を拡充し、企業等による投資を促す。

光ファイバー整備の円滑化のため、道路や河川における収容空間等の情報

について、新たに地方公共団体も含め集約・統一し、インターネット上で公

開するとともに、収容空間等の使用に伴う許認可手続について、様式の統一

やWEBによるオンライン化を行う。

我が国独自のAI開発力の強化のため、 AI分野に挑戦する若手研究者・

博士後期課程学生に対する支援金給付制度を創設する。特に、生成AIにつ

いては、次世代半導体の研究開発に必要な設備の新規導入や計算資源の整備

を支援することに加え、学習用データの整備、基盤モデルの開発・共用・高

度化に資する研究開発への支援を行う。生成 AIの懸念やリスクヘの対応と

して、新たに、悪意によるデータ改変の影響を抑制する技術など、生成AI

の透明性・信頼性の向上に資する研究開発を支援する。

がん・難病の治療薬開発に生成AIの活用を開始するなど、様々な分野で

のAIの利用を促進するとともに、中小企業等におけるAIの導入を促す。

生成AIに関する国際的なルール形成を主導するため、GPAI“における

42循環型社会形成推進基本法（平成 12年法律第 110号）に基づき、循環型社会の形成に関する施策の

基本的な方針、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策等を定めるもの。現行の計画は、第四次循環

型社会形成推進基本計画（平成30年6月19日閣議決定）。

43 Asia Zero Emission Communityの略。水素等の日本の脱炭素に係る技術や制度、ノウハウを活かし、

アジアの国々と連携しながら、アジアの実情に即した脱炭素化の実現を目指す枠組み。

44 The Global Partnership on AI (A Iに関するグローバル・パートナーシップ）の略。「責任あるA

I 」の開発•利用を推進するために設立された、官民による国際連携イニシアティブ。 28 か国と EU

が参加。
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議論を支援する専門家支援センター45の日本での立ち上げを、当初予定の

2024年4月から年明けに前倒しする。

施策例

・断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業（環境省） ＜再掲＞

・高効率給湯器導入を促進する「家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」（経済産業省）

く再掲＞

．既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業（経済産業省） ＜再掲＞

・質の高い住宅ストック形成に関する省エネ住宅への支援（国土交通省） ＜再掲＞

・省エネ性能の高い住宅に低利で融資しやすくするための住宅金融支援機構による政府保

証債の発行（国土交通省）【その他】

・建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業（環境省）

・工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業 (SHI FT事業） （環境省）

・エネルギー消費効率の高い設備への更新を促進する「省エネルギー投資促進支援事業費

補助金」（経済産業省） ＜再掲＞及び「省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費

補助金」（経済産業省） ＜再掲＞

・中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費（経済産業省） ＜再掲＞

・再エネ設備の導入を促進する「民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進

事業」（環境省） ＜再掲＞

・需要家主導太陽光発電等導入促進事業（経済産業省）

・家庭用蓄電池等の分散型エネルギーリソース導入支援事業（経済産業省）

・クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金（経済産業省） ＜再掲＞

・商用車の電動化促進事業（環境省） ＜再掲＞

・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（環境省）

・地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備

等導入推進事業（環境省）

・地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業（環境省）

・廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（環境省）

•水素等のGX新技術に係る危険物規制の調査（総務省）

・GX実行に向けた複数社連携における独占禁止法に関する課題への対応（公正取引委員

会・経済産業省）【制度】

・電気自動車の生産円滑化のためのリチウムイオン蓄電池に係る規制の合理化（内閣府・

総務省）【制度】

・電気自動車の普及に向けた駐車場の台数規制に関する解釈の明確化（内閣府・経済産業

省）【制度】

45現在、専門家支援センターは、モントリオール（カナダ）とパリ（フランス）の2か所に設置。
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消防法（昭和二十三年法律第百八十六号） 消防法 

危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号） 危政令 

危険物の規制に関する規則（昭和三十四年総理府令第五十五号） 危規則 

石油コンビナート等災害防止法（昭和五十年法律第八十四号） 石災法 
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第１章 調査業務の概要 

 

我が国では、2020 年 10月の 2050 年カーボンニュートラル宣言や世界情勢の変化など

を受けて、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換す

る「グリーントランスフォーメーション（以下「ＧＸ」という。）」の重要性がますます高

まっている。これを受けて、水素基本戦略は 2023 年に改訂され、新たに 2040 年水素導

入目標を定めたほか、サプライチェーン構築・供給インフラ整備に向けた支援制度の整備

を掲げるなど、GXが強力に推進されている。 

水素基本戦略の中でも、「既存法令を活用しつつ、現行の保安を含む適用法令全般の関

係の整理・明確化に加えて、大規模な水素利活用に向けて必要な保安規制の合理化・適正

化を図るなどの環境整備を、スピード感をもって行う。」とされており、GX 推進に係る

法的な課題の把握は急務である。 

そのため、総務省消防庁は令和５年度に水素等の製造・輸送・利用に関連する業界団

体、関連企業が立地する地方公共団体に対してヒアリング調査を実施した。 

  当該調査で抽出した課題の合理化を検討するため、総務省消防庁は令和６年度、水素等

の GX新技術に係る危険物規制に関する調査分析業務の公募を行った。 

本報告書は、危険物保安技術協会が前記の調査分析業務を受諾し消防本部や関係企業

から実態調査等を行い分析を行った結果をまとめたものである。 
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１ 調査項目  

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、総務省消防庁では水素等のGX新技術

に関連する危険物規制について、安全の確保を前提とした合理的な技術基準のあり方を

検討することを目的に「水素等のＧＸ新技術に係る危険物規制に関する検討会」を開催

した。当該検討会の検討項目について危険物施設や自治体等の実態を調査し、評価方法

等を検討に資する基礎資料を作成するため、以下の事項について調査分析を行った。 

 

■危険物施設の技術基準に関する事項 

 １ 製造所等の保安距離 

   ２ 製造所等の保有空地 

   ３ 移送取扱所の配管 

   ４ 給油取扱所における MCH関連設備（脱水素設備）等 

  ■危険物規制の手続きに関する事項 

   １ 更新手続きや検査等の合理化の運用事例 

      ２ 危険物規制に関する手続きの合理化 

   ３ 消防本部に対する審査・検査支援業務 
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第２章 危険物施設の技術基準に関する事項 

    

１ 製造所等の保安距離  

 現行基準（別紙１）では、危険物施設の周囲に高圧ガス施設を設ける場合は 20ｍ以上

の保安距離を設けることを求めている。 

 危険物施設と高圧ガス施設との間に設ける保安距離は、危険物施設の火災が高圧ガス

施設に延焼するのを防止するとともに、高圧ガス施設において事故が発生した場合に、そ

の影響が危険物施設に及ぶのを防止するための距離として定められている。 

 保安距離について、「水素等の GX 新技術に係る危険物規制に関する検討会（第１回）」

（以下、「第１回検討会）という。）において、危険物施設の火災が高圧ガス施設に延焼す

るのを防止するとともに、高圧ガス施設において事故が発生した場合に、その影響が危険

物施設に及ぶのを防止するための措置が講じられている場合には合理化することが可能

ではないかとされた。 

具体的には、当該措置の内容に応じて、危険物施設の火災が高圧ガス施設に延焼するお

それや、高圧ガス施設において火災事故又は爆発事故が発生した場合に、その影響が危険

物施設に及ぶおそれが生じないような距離を評価し、その結果に応じて、安全確保を前提

に、合理的な保安距離を決めることが考えられるとされた。 
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⑴ 保安距離の緩和措置事例 

石油コンビナート等特別防災区域を所管する消防本部を対象に危険物施設と高圧ガ 

ス施設との間に設ける保安距離の緩和事例について実態調査を行った。調査の内容を

表 2-1-1 に示す。 

 

表 2-1-1 実態調査の内容 

 

 

実態調査の結果、以下のような回答が得られた。調査結果を図 2-1-1に示す。 

 

 

 

 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 保安距離の緩和措置事例の調査結果 

 

項目 詳細 備考 

調査方法 アンケート方式（自由記載） 回答状況 

回   答：７８本部 

（内、事例のあった本部：２２本部） 

（緩和事例の件数：３６件） 

※複数回答可 

 

未回答： ８本部 

 

調査対象 

石油コンビナート等特別防災区域を所管

する消防本部 

計８６消防本部（別紙２） 

【アンケートの内容】 

製造所等と高圧ガス施設等との間に設ける保安距離について危政令第 23 条を適用して緩和した事例につ

いて 

（件） 
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消防本部が保安距離を緩和した事例として、 

・耐火構造の塀を設ける措置 

・水幕設備を設ける措置 

・危険物施設の外壁を耐火構造とする措置 

以上の措置によるものが多数確認できた。 

これら３つの措置の実例を以下に示す。 

 

 

事例１ 

【耐火構造の塀を設ける措置により緩和した事例】 

 

   ➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

エタノール（第四類アルコール類）を取扱う指定数量の倍数が 45 倍の一般取扱所 

を増築するにあたり、同一敷地内の高圧ガス施設との間に設ける保安距離について 

本来 20m 必要だが 12mしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

危政令第９条 1 項第 1 号のただし書き（別紙１）の運用として自治体独自に認め 

ている耐火構造の塀(ALC 厚さ 75 ㎜、2 時間耐火)を設ける措置により緩和した。 

一般取扱所と高圧ガス施設の位置関係について図 2-1-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 位置関係（耐火構造の塀を設ける措置）  
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事例２ 

【水幕設備を設ける措置により緩和した事例】 

 

   ➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

 アセトン(第四類第一石油類)を取扱う指定数量の倍数が 25 倍の一般取扱所を設置

するにあたり、同一敷地内の高圧ガス施設との間に設ける保安距離について、本来

20m 必要だが 15メートルしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

    保安距離の不足する一般取扱所の西側部分に、 昭和 55 年 7 月 1 日付け消防危第

80 号「屋外タンク貯蔵所に係る防火へい及び水幕設備の設置に関する運用基準につ

いて」（別添１）を参考に、100L/min.mの水幕設備を設ける措置により緩和した。 

一般取扱所と高圧ガス施設の位置関係について図 2-1-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-3 位置関係（水幕設備を設ける措置） 
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事例３ 

【危険物施設の外壁を耐火構造とする措置により緩和した事例】 

 

   ➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

 高圧ガス施設（不活性ガス貯蔵設備）を設置するにあたり、同一敷地内の重油（第

四類第三石油類）を取扱う指定数量の倍数が 5 倍の一般取扱所との間に設ける保安

距離について、本来 20m必要だが 10ｍしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

    平成 13年 3 月 19 日付け消防危第 40 号「製造所及び一般取扱所に係る保安距離及

び保有空地について」（別添２）を参考に、高圧ガス施設に面した一般取扱所の外壁

を開口部の無い耐火構造（ALC 厚さ 50mm）とする措置により緩和した。 

一般取扱所と高圧ガス施設の位置関係について図 2-1-4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-4 位置関係（危険物施設の外壁を耐火構造とする措置） 

 

 

 

消防本部が危政令第 23 条を適用して緩和した措置について、消防庁から発出された運

用通知を準用などして認めたものが確認できた。 

一方、実態に応じて定量的な評価を行うなどして緩和した事例は確認できなかった。 
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⑵ 危険物施設の火災により高圧ガス施設が受ける放射熱強度等の算出 

合理的な保安距離を決めるためには、危険物施設の火災や高圧ガス施設の爆発等の

影響が相互に生じないような距離について定量的な評価を行うことが適当と考えられ

る。 

「石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成 25 年３月 消防庁特殊災害室）」 

（以下「アセスメント指針」という。）では、危険物の火災による影響の評価は放射熱

により行うことが適当とされている。 

 そこで、危険物施設の火災により高圧ガス施設が受ける放射熱強度又は温度の算出

を行い影響を調査した。あわせて、１⑴の消防本部の緩和措置事例を参考に「耐火構造

の塀を設ける措置」及び「水幕設備を設ける措置」を設けた場合についても危険物施設

及び高圧ガス施設が相互に受ける影響の調査を行った。 

   また、危険物施設の火災について、危険物施設は様々な形態が存在することから、実

態に応じた火災想定とすることが適当と考えられる。今回、危険物タンクからの全量流

出による「防油堤火災」と危険物配管からの継続流出による「少量流出火災」の２例に

ついて検討し算出を行った。  

放射熱強度の算出について、アセスメント指針で示されている方程式を使用した

（式１参照）。また、主な可燃性液体の放射熱発散度の例を表 2-1-2 に示す。 

     

 𝐸 = 𝜑𝑅𝑓    

E：放射熱強度 (kW/m2) 

𝜑：形態係数…火炎と受熱面との位置関係を表す係数（0～1） 

𝑅𝑓：液体の放射発散度 (kW/m2) …表 2-1-2 のとおり 

 

表 2-1-2 主な可燃性液体の放射発散度の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（式１） 
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形態係数𝜑の算出に使用した方程式を以下に示す（式２参照）。 

 

𝜑＝
1

πｎ
tan−1 (

𝑚

√𝑛2 − 1
) +

𝑚

π
[
(𝐴 − 2𝑛)

𝑛√𝐴𝐵
tan−1 (√

𝐴(𝑛 − 1)

𝐵(𝑛 + 1)
) −

1

𝑛
tan−1 (√

(𝑛 − 1)

(𝑛 + 1)
)] 

𝐴 = (1 + 𝑛)2 + 𝑚2 

𝐵 = (1 − 𝑛)2 + 𝑚2 

𝑚 = 𝐻/𝑅 

𝑛 = 𝐿/𝑅 

 

 

H：火炎高さ(m) 

R：火炎底面半径(m) ※消防庁指針では、m=H/R=3 の円筒形火炎を想定 

L：火炎中心から受熱面までの距離(m) 

 

 

 

放射熱による高圧ガス施設の温度上昇の算出について、「水素スタンドの多様化に対

応した給油取扱所等に係る安全対策のあり方に関する検討報告書（平成 31 年 3 月）」 

で使用された方程式を使用した（式３参照）。算出に際し、放射熱として受けた熱量が

すべて鋼材の温度上昇に寄与するものと仮定した。 

 

         𝐸 = 𝜌𝑥𝑐 (
𝑇 − 𝑇0

𝑡 − 𝑡0
) 

 

E：放射熱強度 (kW/m2) T：受熱終了時の温度（℃） 

ρ：鋼板の密度（kg/m3） T0：受熱開始時の温度（℃） 

x：鋼板の板厚（m)  t：受熱終了時間（s） 

c：鋼板の比熱（J/kg･K） t0：受熱開始時間（s） 

 

 

 

 

 

 

（式２） 

（式３） 

 

円筒形  

火   炎  

Ｒ  

Ｈ  

Ｌ  受熱面  
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ア 危険物の「防油堤火災」における放射熱強度と高圧ガス施設の受熱温度の算出 

危険物の防油堤火災について、表 2-1-3に示した条件により算出を行った。 

算出について、「措置設備なしの場合」、「耐火構造の塀を設置した場合」、「水幕

設備を設置した場合」の３パターンで算出を行った。 

「措置設備なしの場合」、「耐火構造の塀を設置した場合」の算出は「輻射熱 

計算ソフトウェア（消防庁危険物保安室）」を用いて行った。 

「水幕設備を設置した場合」の算出は消防防災科学センター作成プログラム

を用いて行った。 

 

表 2-1-3 算出条件（危険物の防油堤火災） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物質：メチルシクロヘキサン（𝑅𝑓=83kW/m2） 

火炎形状：直径 10m、高さ 15ｍの円筒形火炎 

受熱対象物の位置・形状等：火炎外面から 10m、半径 2m、高さ５m の円筒形    

表面材質 SUS316L 

燃焼継続時間：60 分 

気温：20℃ 

防火塀の設置位置・形状：火炎外面から 5m、高さ 5m、厚み 0.2m 

水幕設備の設置位置・透過率：火炎外面から５m、高さ 5m、放射透過率 0.3 

黒煙の発生による放射発散度の低減を考慮 

   r=0.5 より、83kW/m2⇒45.5kW/m2 

黒煙の発生による放射発散度の低減率（r）については次式により算出 

r＝exp (－0.06D)  r：低減率 D：火炎直径  

※ただし、r=0.3 を下限とした。 

 

（出典）石油公団･危険物保安技術協会：石油タンク等の災害想定について, 2002 
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(ｱ) 「措置設備なしの場合」の算出結果 

図 2-1-5 のとおり放射熱が火炎外面から放射状に広がっていることが確認で

きた。受熱対象物の最高温度は 765℃程度と示された。（下右図より読み取った

値）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-5 放射熱強度と受熱対象物の温度（措置設備なしの場合） 

 

(ｲ) 「耐火構造の塀を設置した場合」の算出結果 

図 2-1-6 のとおり措置設備なしの場合と比べると耐火構造の塀により放射熱

強度が軽減されていることが確認できた。受熱対象物の最高温度は 463℃程度と

措置設備なしの場合と比べ 300℃程度低減していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-6 放射熱強度と受熱対象物の温度（耐火構造の塀を設置した場合） 
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(ｳ) 「水幕設備を設置した場合」の算出結果 

図 2-1-7 のとおり水幕設備により放射熱強度が低減されていることが確認で

きた。 

※使用した水幕設備設置のシミュレーションは受熱対象物の温度設定がない

ため、火炎外面からの放射熱強度と水幕設備による低減効果のみ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-7 放射熱強度と水幕設備による低減効果（水幕設備を設置した場合） 
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イ 危険物の「少量流出火災」における放射熱強度と高圧ガス施設の受熱温度の算出 

危険物の少量流出火災について、表 2-1-4 に示した条件により算出を行った。 

算出については、防油堤火災と同様に「措置設備なしの場合」、「耐火構造の塀を

設置した場合」、「水幕設備を設置した場合」の３つのパターンで算出を行った。 

放射熱強度及び放射熱による高圧ガス施設の温度上昇の算出に使用した方程式

は、「防油堤火災」と同様とした。 

措置設備なしの場合、防火塀設置の場合は「輻射熱計算ソフトウェア（消防庁

危険物保安室）」を用いて算出を行った。 

水幕設備設置の場合は消防防災科学センター作成プログラムを用いて算出を行

った。 

 

表 2-1-4 算出条件（危険物の少量流出火災） 

  

物質：ガソリン（𝑅𝑓=58kW/m2） 

火炎形状：直径 3.6m、高さ 5.5ｍの円筒形火炎（配管からの危険物の流出を想定） 

受熱対象物の位置・形状等：火炎外面から 10m、半径 1.2m、高さ５m の円筒形   

表面材質 SUS316L 

燃焼継続時間：30 分  

気温：20℃ 

防火塀の設置位置・形状：火炎外面から 5m、高さ 5m、厚み 0.2m 

水幕設備の設置位置・透過率：火炎外面から５m、高さ 5m、放射透過率 0.3 

黒煙の発生による放射発散度の低減を考慮 

   r=0.8 より、58kW/m2⇒47kW/m2 

黒煙の発生による放射発散度の低減率（r）については次式により算出 

r＝exp (－0.06D)  r：低減率 D：火炎直径  

※ただし、r=0.3 を下限とした。 

 

（出典）石油公団･危険物保安技術協会：石油タンク等の災害想定について, 2002 
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(ｱ) 「措置設備なしの場合」の算出結果 

図 2-1-8 のとおり火炎外面から放射熱は放射状に広がっていることが確認でき

た。受熱対象物の最高温度は 106℃程度と示された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-8 放射熱強度と受熱対象物の温度（措置設備なしの場合） 

 

 

 

(ｲ) 「耐火構造の塀を設置した場合」の算出結果 

図 2-1-9 のとおり軽減措置なしの場合と比べると耐火構造の塀により放射熱強 

度が低減されていることが確認できた。受熱対象物の最高温度は 87℃程度と措置

設備なしの場合と比べ 20℃程度低減していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-9 放射熱強度と受熱対象物の温度（耐火構造の塀を設置した場合） 
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(ｳ) 「水幕設備を設置した場合」の算出結果 

図 2-1-10 のとおり水幕設備による放射熱強度の低減が確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-10 放射熱強度と受熱対象物の温度（水幕設備を設置した場合） 
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⑶ 高圧ガス施設の爆発事故により危険物施設が受ける爆風圧の算出 

アセスメント指針では、可燃性ガスによる災害は、ジェット火災やフラッシュ火災、

爆発など、条件により様々な形態をとることが示されている。このような災害現象を解

析するためのモデルのうち、比較的簡易なものがアセスメント指針に示されている。ま

た、コンビナート等保安規則においては、爆発による爆風圧の影響距離に基づき、保安

距離（製造施設と保安物件との間に設けなければならない距離）が定められている。 

そこで、高圧ガス施設の爆発事故により危険物施設が受ける爆風圧を算出し、影響を

調査することとした。 

   なお、高圧ガス施設には様々な形態が存在することから、高圧ガス施設の爆発事故の

条件は一律の想定とするのではなく、実態に即したものとする必要があると考えられ

る。今回、高圧ガスの「全量瞬間流出」による爆発事故と「少量流出」による爆発事故

の２ケースについて算出を行った。 

爆風圧の算出については、アセスメント指針で示されている TNT等価法を使用した

（式４参照）。 

爆風圧 P と換算距離λの関係を図 2-1-11 に示す。この図をもとに、式 5に示す数式

が作成されている。 

方程式で使用するＫについて、高圧ガス保安法コンビナート等保安規則・別表第２に

掲げる数値の例を表 2-1-5 に示す。 

 

 

          𝐿 = 0.04𝜆 √𝐾𝑊𝐺
3  

 

L：爆発中心からの距離(m) 

λ：換算距離（m/kg1/3） 

K：コンビナート等保安規則の別表第 2 に掲げる数値 

WG：可燃性ガスの流出量(kg) 

※）換算距離λは図 2-1-11 により爆風圧と対応する。 

 

  

（式４） 
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P＝4.21 λ－1.3988   （Ｐ<0.035 の場合） 

P＝3.2333 λ－1.321 （0.035≦Ｐ<0.2 の場合） 

P＝6.9064 λ－1.6875  （0.2≦Ｐ<0.65 の場合） 

P＝11.535 λ－2.0597 （Ｐ≧0.65 の場合） 

（出典）安全工学協会編：安全工学講座２・爆発, 1983 

 

  

表 2-1-5 コンビナート等保安規則・別表第２に掲げる数値の例 

図 2-1-11 爆風圧 Pと換算距離λの関係 

（式 5） 
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ア 高圧ガスの「全量瞬間流出」による爆発事故によって危険物施設が受ける爆風圧の

算出 

水素貯槽からの全量瞬間流出を想定し、表 2-1-6に示した条件により算出を行っ 

た。 

表 2-1-6 算出条件（高圧ガスの全量流出火災） 

 

      

 

 

 

 

 

上記条件を TNT等価法に当てはめて、離隔距離 15m の危険物施設が受ける爆風 

圧について算出した。 

 

           15 = 0.04𝜆 √2860 × 3162
3

 

 

 

 

 

 

         
     
 

    爆発中心から 15m における爆風圧 ⇒ 約 337kPa となった。 

 

 

  

・設備：液化水素貯槽（貯蔵能力 10t） 

・物質：水素（K=2860） 

・爆発ガス量(WG) ：3162kg 

（コンビナート等保安規則に基づき、貯蔵能力の平方根の数値を使用した。） 

・高圧ガス施設と危険物施設の離隔距離(L)を 15m とした。 
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イ 高圧ガスの「少量流出」による爆発事故よって危険物施設が受ける爆風圧の算出 

高圧ガス容器の破損による小口径の穴からの継続流出を想定し、表 2-1-7 に示し

た条件により算出を行った。 

 

表 2-1-7 算出条件（高圧ガスの少量流出火災） 

 

 

上記条件を TNT等価法に当てはめて、離隔距離 15mの危険物施設が受ける爆風

圧について算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    爆発中心から 15mにおける爆風圧   ⇒ 約 8kPaとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・物質：水素（K=2860） 

・流出率：0.007kg/s（流出口直径 1cm からのガス流出を想定） 

・流出時間：10分間 

・爆発ガス量(WG)：4.4kg 

・高圧ガス施設と危険物施設の離隔距離(L)を 15m とした。 
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⑷ 危険物施設や高圧ガス施設の実態に応じた保安距離の評価方法 

ア 危険物施設の火災が高圧ガス施設に影響を及ぼさない距離の評価方法 

危険物タンクからの全量流出による「防油堤火災」と危険物配管からの継続流出に

よる「少量流出火災」の想定において、「措置設備なしの場合」、「耐火構造の塀を設

置した場合」、「水幕設備を設置した場合」の３つのパターンでそれぞれ算出を行った。

結果として、火災想定により放射熱強度は異なり、耐火構造の塀や水幕設備を設置す

ることにより放射熱強度の低減が確認できた。 

一方、危険物施設の火災による高圧ガス施設の受熱温度や部材温度については距

離によって一律に定まるものではなく、高圧ガス施設の構造や材質等施設の実態に

応じて異なることが考えられる。したがって、危険物施設や高圧ガス施設の実態に応

じた保安距離の評価として、次のような方法が一案として考えられる。 

①保安距離を設定する、②危険物の流出量を設定する、③放射熱量を算出する、 

④高圧ガス施設が受ける放射熱強度又は温度を算出する、⑤高圧ガス施設が受ける

放射熱強度又は温度が許容範囲であるか否かを検討する。検討の結果、許容範囲外で

あれば、防火塀等の低減措置を検討し、④に戻る。施設の実態に応じた保安距離の評

価方法のイメージを図 2-1-12に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-12 危険物施設や高圧ガス施設の実態に応じた 

 保安距離の評価方法のイメージ 

①保安距離の設定 ②流出量の設定 ③放射熱量の算出
④高圧ガス施設が受け

る放射熱強度又は温度の算出

⑤高圧ガス施設が受ける

放射熱強度又は温度が

許容範囲であるか否かの検討
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イ 高圧ガス施設の爆発事故が危険物施設に影響を及ぼさない距離の評価方法 

水素貯槽からの「全量瞬間流出」による爆発事故と高圧ガス容器の破損による小口

径の穴からの「少量流出」による爆発事故の２つの想定で算出を行った。結果として、

想定によって危険物施設が受ける爆風圧は異なることが確認できた。 

一方、危険物施設は様々な形態が存在し、構造や材質等も様々であることから、爆

風圧による影響の評価の条件は一律に定まるものではなく、危険物施設の実態に応

じて異なることが考えられる。したがって、高圧ガス施設や危険物施設の実態に応じ

た保安距離の評価として、次のような方法が一案として考えられる。 

①保安距離を設定する、②高圧ガスの流出量を設定する、③爆風圧を算出する、 

④危険物施設が受ける爆風圧を算出する、⑤危険物施設が受ける爆風圧が許容範囲

であるか否かを検討する。検討の結果、許容範囲外であれば、防爆壁等の措置を検討

し、④に戻る。施設の実態に応じた保安距離の評価方法のイメージを図 2-1-13 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-13 高圧ガス施設や危険物施設の実態に応じた 

保安距離の評価方法のイメージ 

  

①保安距離の設定 ②流出量の設定 ③爆風圧の算出
④危険物施設が受け

る爆風圧の算出

⑤危険物施設が

受ける爆風圧が許容範囲で

あるか否かの検討
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⑸ 海外の評価方法 

アセスメント指針では、定量的な評価が技術的に難しい場合、災害発生危険度や災害 

の影響度の推定を行うことにより総合的な災害危険性（リスク）を評価し、防災対策を

検討することとされている。アセスメント指針に示すリスク評価の基本概念を図 2-1-

14に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-14アセスメント指針に示すリスク評価の基本概念 

 

 

英国は災害危険性（リスク）を一定の発生確率まで落とすことで危険物施設の安全

性を評価するといったリスクベース型の規制を行っている。 



 

 

23 

 

英国の危険物プラント等に適用される法律「The Control of Major Accident Hazards 

Regulations 2015」では、一定以上の危険物等を保有する施設について、主要な設備

設計や操業管理上で想定されるリスクが許容可能であること（ALARP※）を証明する

セーフティレポートの作成を事業者に義務づけている。放射熱や爆風圧などによる評

価が難しい場合、海外のリスクベース型の評価方法を参考にすることができると考え

られる。 

英国のセーフティレポートのフレームワークを図 2-1-15 に示す。 

※「ALARP」～As Low As Reasonably Practicable の略称。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-15 英国のセーフティレポートのフレームワーク 

  

ALARPの証明 
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２ 製造所等の保有空地 

現行基準（別紙３）では、危険物施設の周囲に危険物量に応じた保有空地を設けること

を求めている。 

保有空地は、危険物施設が火災になった場合、又は隣接建築物等が火災になった場合に

相互に延焼を防止するための空地であり、かつ、消防活動に使用するための空地として定

められている。 

第１回検討会において、危険物施設が火災になった場合、又は隣接建築物等が火災にな

った場合に相互に延焼を防止するとともに、消防活動上の支障を生じさせないための措

置が講じられている場合には、保有空地の幅を合理化することが可能ではないかとされ

た。 

具体的には、当該措置の内容に応じて、危険物施設が火災になった場合、又は隣接建築

物等が火災になった場合に相互に延焼するおそれや、消防活動上の支障が生じないよう

な距離を評価し、その結果に応じて、安全確保を前提に、合理的な保有空地の幅を決める

ことが考えられるとされた。 

 

 

⑴ 保有空地の緩和措置事例 

石油コンビナート等特別防災区域を所管する消防本部を対象に危険物施設の周囲に 

危険物量の応じて設ける保有空地の緩和事例について、実態調査を行った。 

調査の内容を表 2-2-1 に示す。 

 

表 2-2-1 実態調査の内容 

 

 

項目 詳細 備考 

調査方法 アンケート方式（自由記載） 回答状況 

回   答：７８本部 

（内、事例のあった本部：２７本部） 

（緩和事例の件数：３６件） 

※複数回答可 

 

未回答： ８本部 

 

調査対象 

石油コンビナート等特別防災区域

を所管する消防本部 

計８６消防本部（別紙２） 

【アンケートの内容】 

危険物施設の周囲に危険物量に応じて設ける保有空地について危政令第 23 条を適用して緩和した

事例について 
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危険物施設の周囲に設ける保有空地について、危政令第 23 条を適用して緩和した事

例の調査結果を図 2-2-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 2-2-1 保有空地の緩和措置事例の調査結果 

 

 

消防本部が保有空地を緩和した事例として 

・水幕設備を設ける措置 

・危険物施設の外壁を耐火構造とする措置 

・保有空地内の建築物等を耐火構造とする措置 

以上３つの措置によるものが多数確認できた。 

これら３つの措置について、消防本部が認めた実際の措置事例を以下に示す。 

 

  

（件） 
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事例１ 

【水幕設備を設ける措置により緩和した事例】 

 

  ➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

トルエン（第四類第一石油類）を製造する指定数量の倍数が 20 倍の製造所を設置す

るにあたり、作業工程上、隣接建屋との間に庇を設けなければならず、当該庇から隣接

建屋までの間に設ける保有空地について本来 5m必要だが 1mしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

昭和 55 年 7 月 1 日付け消防危第 80 号「屋外タンク貯蔵所に係る防火へい及び水幕

設備の設置に関する運用基準について」を参考に、隣接建屋との間に 80L/min.mの水

幕設備を設ける措置により緩和した。 

製造所と隣接建屋との位置関係を図 2-2-2 に示す。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-2 位置関係（水幕設備を設ける措置） 
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事例２ 

【危険物施設の外壁を耐火構造とする措置により緩和した事例】 

 

   ➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

 軽油（第四類第二石油類）を取扱う指定数量の倍数が 40 倍の一般取扱所を設置

するにあたり、既設の変圧器室との間に設ける保有空地について本来 5m必要だが

4mしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

 政令第 9 条第 1 項第 2 号ただし書きを参考に、保有空地が不足する面の外壁を耐

火構造（ALC厚さ 50mm）とする措置により緩和した。 

一般取扱所と既設の変圧器室との位置関係を図 2-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3 位置関係（危険物施設の外壁を耐火構造とする措置） 
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事例３ 

【保有空地内の建築物を耐火構造とする措置により緩和した事例】 

    

➢危険物施設の概要と保安距離の状況 

有機過酸化物（第五類）を貯蔵する指定数量の倍数が 500 倍の屋内貯蔵所の保有 

空地内に別施設用の粉末消火設備の設備棟を設置するにあたり、設備棟との間に設

ける保有空地について本来 10ｍ必要だが 4ｍしか確保できない。 

 

➢措置の内容  

 粉末消火設備の設備棟を出入口以外の開口部を有しない耐火構造とする措置によ

り緩和した。 

屋内貯蔵所と設備棟との位置関係を図 2-2-4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-4 位置関係（保有空地内の建築物を耐火構造とする措置） 

 

 

 

 

 

消防本部が危政令第 23 条を適用して緩和した措置について、消防庁から発出された運

用通知を準用などして認めたものが確認できた。 

一方、実態に応じて定量的な評価を行うなどして緩和した事例は確認できなかった。 
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⑵ 消防活動の制限を受けない放射熱強度 

総務省消防庁が平成 23年 5月に策定した「消防隊員用個人防火装備に関するガイド

ライン」では、身体が受ける放射熱が 1.0～4.0kW/m2程度の火災環境下（Hazardous）

であれば、消火活動の制限は受けないとされている。「消防隊員用個人防火装備に関す

るガイドライン」より抜粋した内容及び「消火活動時に受ける熱環境と皮膚・呼吸器へ

の影響（図 2-5-5）」を以下に示す。 

 

 

第５ 活動時の熱環境及び身体的負荷 

1 消火活動における熱環境 

   図 3-5（ここでは図 2-2-5）は、消防隊員が受ける熱的な環境を、温度と放射強度の観点から

模式的に示したものである。それぞれ囲まれた領域は、消防隊員が消火活動時に受ける熱環境を、

火災初期での消火活動のような低い熱環境から、フラッシュオーバー時の消火活動のような高い熱

環境まで、4 つの領域に分けたものである。Routine は、火災初期及び残火処理時の消火活動に

相当し、最も低い熱環境での消火活動にあたる。Hazardous は、消火活動の制限は受けない

が、雰囲気温度が100~160℃程度で、身体が受ける熱放射が1.0~4.0kW/m2程度の火

災環境下での消火活動にあたる。Extreme は、消火活動が制限されると考えられる、火災が拡大

した環境であり、雰囲気温度は 160~235℃、熱放射強度が 4~10kW/ m2 の熱環境である。

Critical は、雰囲気温度や熱放射の範囲が広く、フラッシュオーバーが発生し、短時間で避難しなけ

ればならないような状況又は火災に巻き込まれたときの環境にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-5 消火活動時に受ける熱環境と皮膚・呼吸器への影響 

「消防隊員用個人防火装備に関するガイドライン」24 ページより抜粋 
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⑶ 危険物施設や隣接建築物等の実態に応じた距離の評価方法 

危険物施設が火災になった場合又は隣接建築物等が火災になった場合、相互に受け

る放射熱強度又は受熱温度の算出は１⑵保安距離の場合と同様とすることが適当であ

る。 

一方、危険物施設又は隣接建築物等は様々な形態が存在し、放射熱による受熱温度や 

部材温度について一律に定まるものではなく、施設等の構造や材質等、実態に応じて異

なることが考えられる。 

危険物施設や隣接建築物等の実態に応じた距離の評価について、次のような方法が一

案として考えられる。 

①保有空地を設定する、②危険物施設・隣接建築物等の放射熱量を算出する、③危 

険物施設・隣接建築物等が受ける放射熱強度又は温度を算出する、④危険物施設・隣接

建築物等が受ける放射熱強度又は温度が許容範囲か否かを算出する。検討の結果、許容

範囲外であれば、防火塀等の低減措置を検討し、③に戻る。危険物施設や隣接建築物等

の実態に応じた距離の評価方法のイメージを図 2-2-6 に示す。 

また、消防活動の制限を受けない距離について、危険物施設が火災になった場合に周

囲に生じる放射熱は危険物施設の構造や開口部の位置等により異なることが予想され

る。危険物施設の実態に応じて、別途、評価することが適当と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-6 危険物施設や隣接建築物等の実態に応じた距離の評価方法のイメージ 

①保有空地の設定
②危険物施設・隣接建物等の

放射熱量の算出

③危険物施設・隣接建物等が

相互に受ける放射熱強度

又は温度の算出

④危険物施設・隣接建物等受ける

放射熱強度又は温度が許容範囲

であるか否かの検討
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３ 移送取扱所の配管 

  現行基準（別紙４）では、移送取扱所の配管等の構造は、主荷重及び応力に対して安全

なものとすべきこととされているほか、配管の強度計算の方法等を規定している。さらに、

配管の外径に応じ、配管の最小厚さ（例えば、外径が 508mm 以上の場合、配管の最小厚

さは 9.5mm）を定めており、強度計算によって求めた厚さであっても、当該「最小厚さ」

未満とすることはできないこととしている。ただし、工事に用いる重機（バックホー）に

よる衝撃を想定した破損試験によっても破損しない配管については、「最小厚さ」を考慮

する必要はない（強度計算によって求めた厚さで足りる）こととしている。 

移送取扱所の配管は、その一部又は全部が施設の所有者、管理者又は占有者の管理する

場所以外の場所（道路、山林等の第三者が所有、管理又は占有する場所）に設置されるこ

とから、移送取扱所の関係者が関与しない工事によって誤って移送取扱所の配管に衝撃

が加えられるリスクを考慮し、主荷重及び応力に対して安全なものとするための強度計

算によって求めた厚さでは足りず、工事に用いる重機（バックホー）による衝撃を想定し

た場合であっても破損のおそれが生じないよう「最小厚さ」を定めている。 

第１回検討会において、移送取扱所の関係者が管理する場所（敷地内）の工事において、

重機（バックホー）による衝撃が配管に加えられるおそれが生じない場合には、主荷重及

び応力に対して安全なものとするための強度計算によって求めた厚さを基本として、配

管の「最小厚さ」を合理化することが可能ではないかとされた。 
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⑴ 移送取扱所の配管の状況、事故状況及び工事管理体制の実態 

移送取扱所の関係者が管理する場所（敷地内）の工事について、重機（バックホー）

による衝撃が配管に加えられるおそれが生じない対策として、事業所が独自で行って

いる安全対策や移送取扱所の配管の設置状況について実態調査を行った。調査の内容

を表 2-3-1に示す。 

 

 

表 2-3-1 実態調査の内容 

 

その他、実態調査対象事業所のうち、１事業所に対してヒアリング調査を行った。 

  

項目 詳細 備考 

   

調査方法 アンケート方式（自由記載）  

調査対象 
移送取扱所を有する事業所 

計 18 事業所（別紙５） 

回答状況 

回   答：10 件 

未回答： ８件 

アンケート項目 

１．移送取扱所の敷地内における各種工事について、事業所独自で実施している安全対策等について 

２．配管を誤って壊さないような工事対策について 

３．事業所構内の移送取扱所の配管の設置状況（地上・埋設）等について 

⑴ 設置許可年月日 

⑵ 設置完成年月日 

⑶ 配管の設置状況（全長のうち地上部・地下部の割合） 

⑷ 設置状況の詳細 
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調査結果から、工事管理に関する事業所の回答例を図 2-3-1に示す。 

F 事業所では、工事する設備を所管する課、設備管理を担当する部署、協力会社の３者 

間の管理体制をフロー図で示している。 

特徴として、工事計画段階、着工前、工事終了時に３者で確認する体制を取っており、 

情報共有や必要項目の抜け・漏れ防止を確実に行う仕組みとなっている。 

その他、工事作業許可票により、その日の工事内容や安全対策の確認を行った後に工事 

許可を与える仕組みとなっている。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-1 F事業所の工事管理フロー 

3者による確認

図 F事業所の工事管理フロー
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次に D事業所の回答例を図 2-3-2 に示す。 

事業所、工事会社のそれぞれでリスク評価を行い、着工前の段階で、工事安全ミーティ

ングを実施することが明記されている。工事前の安全確認は先のＦ事業所でも実施して

いるが、リスク評価の実施をしている点や、工事安全ミーティングの結果を工事計画にフ

ィードバックしている点が特徴的である。また、配管図や平面図により埋設部分を把握し

ているほか（図 2-3-3 参照）、埋設配管の損傷に対して「安全対策要領書」を用いてリス

クアセスメントを実施している（図 2-3-4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-2 D事業所の工事管理フロー 



 

 

35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-3 埋設配管の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-4 リスクアセスメントの実施状況 
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⑵ 移送取扱所の関係者が管理する場所における工事の管理体制等 

事業所独自で実施している工事の管理体制や安全対策について実態調査及びヒアリ 

ング結果から得られた対策を表 2-3-2 に示す。 

 

 

 

表 2-3-2 工事の管理体制・安全対策 

対策項目 管理体制・安全対策一覧 

【社内規程等の遵守】 

・自社の変更管理規程にそって、関係者で討議した結果により移送停止、内液抜き取り、パージ、管内ガス検知等を実施する。 

・漏洩時の対策として仕切り弁を設置する。 

・掘削等を行い補修を行う際の要領等に定められた規則に則り工事を実施する。 

・配管、弁等の工事に際し、設備標準にて移送取扱所用スペックを規定し工事対応を実施する（シームレス管使用など）。 

・小口径（1/2B）配管については、JIS マイナス公差であった場合、最小厚さを満足できないため施工前に肉厚測定を行った後に使用する。 

・配管切込みに関し、工場社則 に「配管等の撤去及び切断、切込作業」が定められており、誤切断等のないように規定する。 

・工事作業における立会基準（例：①施工計画書（掘削）、②掘削許可申請、③工事管理フロー（日常工事等））にそって着工前の確認を実施

する。 

・誤操作・誤判断・誤指示等を防止するため、識別表示を標準化し設置する。 

・リスクを伴う工事（例：火気を伴う工事、重機作業を伴う工事）に対して立ち合いや確認項目を明記した規程基準を設定する。     

【リスクアセスメント】 

・施工管理責任者は撤去部のマーキング箇所を確認する。 

・切断する旨リスクアセスメントシートを活用してリスク抽出を行い、作業前 R-KY を実施する。 

・施工会社は施工要領書ならびにリスクアセスメント表により火気養生、火花防止、鉄板での誤切断防止などを示し、下請け会社へ教育を実施する。 

・地盤面の掘削がある場合は、施工計画書内のリスクアセスメントにおいて、掘削に関するリスクを検討する。 

【周囲の安全対策】 

・火気（電気・直火）を使用する場合、火気養生、接地アース、火気見張り人等の措置を行い、周囲の可燃物を除去する。 

・隣接配管を損傷しないよう鉄板等のガードで養生して工事を実施する。 

・工事時は過去に隣接配管をまとめて誤切断した事例の対策として、隣接する配管を損傷しないよう鉄板等のガードで養生して工事を実施する。 

【掘削作業】 

・掘削等を行い補修を行う際は、配管図等で埋設配管等の調査を行い、更に試掘等で現物を確認した後、本掘削を行うよう安全対策を徹底する。 

・掘削作業時は防災要員による立ち会い及び状況の確認を徹底する。 

・リスクアセスメントの結果に応じて手掘りする。 

・埋戻し時に配管の上部 30cm にシートを敷設し、掘り起こしの際の掘削深さの目安とする。 

【工事管理】 

・対象配管のマーキング、マーキング確認のサイン（工事元請、現場課、工事管理課）、パージ完了確認後に３者立合いの元で切込み作業を実施す

る。 

・工事前ミーティング、工事中、工事後・工事作業許可票、作業許可札、運用フローにて日々の工事管理を実施する。    

【事故発生時の対応】 ・事故対応要領を定め、初動対応及び通報要領を新任教育や防災訓練により周知している。 
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また、事業所独自で実施している工事時以外の配管保護対策等について実態調査及

びヒアリングから得られた対策を表 2-3-3 に示す。 

 

表 2-3-3 工事時以外の管理体制・安全対策 

対策項目 管理体制・安全対策一覧 

【点検の容易化】 

・地上配管の道路横断以外は低いサポート上に敷設して点検や補修が容易に行えるようにする。 

・海底トンネル内に敷設している部分は人が歩行点検可能な広さを確保する。 

・平常時の目視確認が容易にできるよう移送取扱所の配管は低い場所に設置する。 

【異常の検知】 

・配管は内液の重合防止を目的に保冷措置（保温）を行っており、直接配管の状況が分かり辛いため、定点にガス検知器を設置、計器室

で監視する。 

・配管の一部が海上を通っているため、二重管構造で内管の腐食防止と内管漏洩時の確認用ノズルにより、異常早期発見を可能とする。 

・配管は約１ｋｍ近くであることから、漏洩時に配管をブロックする仕切弁を設置する。 

・海底トンネル内にはガス検知を設置する。 

・定点にガス検知器を設置、計器室で監視する。 

・道路横断の埋設部分には漏洩検知管が埋め込まれており、必要に応じ、漏洩確認が出来る様にする。 

【配管保護】 

・配管は常に満液状態（移送中・滞留）とし、腐食防止する。 

・移送取扱所の配管はさや管とする。 

・配管埋設部は、地中とカルバートがあり、海底配管から道路横断部含む陸部までは地中埋設敷地同士の繋ぐ連絡配管の一部は、カルバ

ート内に配管を設置する。 

・海底配管部位は電気防食を実施しているその他配管部は、塗装および防食ﾃｰﾌﾟ（AS ビニロンクロス等）による外面防食を実施する。 

・海底配管は、浮力調節と配管保護を目的にコンクリート巻きを実施する。 

・の必要な配管最小厚さ 6.4ｍｍに対して、10.3ｍｍの配管を使用し強度に余裕を持たせる。 

・配管は静電除去アースを設置する。 

・配管は低い箇所に設置し、静電除去アースを設置する。 

・海上の配管には、防食テープを巻き付け、更に SUS 板金にて保護する。 

・埋設部分は定期的（１５年以内に 1 回）に掘削し、外観点検、及び防食対策を行う。  

【接触防止】 

・構内道路には配管保護のため、ガードレールを適切な箇所に設置する。 

・構内道路のコーナー部は隅切りや R 部を取り、構内走行・車両の内輪差などでの乗上げを防止する。 

・構内道路の最高速度は 10～30km/h 制限とする。 

・必要に応じ、カーブミラーを設置する。 

・構内道路横断部はなるべく架構を建て、パイプラックする。 

・その場合は道路部分は耐圧 U 字溝、又はカルバートを設置し、その中に敷設する。 

【再発防止・教育】 

・事故が発生した場合は、原因調査委員会を開き、発生原因の追究や事故対応の評価を行い、再発防止策を策定している。 

・ヒヤリハット事例を収集・分析し、リスクの大きいものから対処している。 

・安全教育及び入構手続きにより事前に施工会社、下請け会社に対して事故事例の教育を行う。 

 



 

 

38 

 

ここまで移送取扱所の関係者が管理する場所（敷地内）の工事に関して、事業所が行

う安全対策の調査結果について示した。 

また、同時に実施した一部事業所へのヒアリングでは、配管等を健全に保つうえで工

事時以外の安全対策についても必要な事項であるとの意見もあった。 

これらをまとめると、事業所が行うべき安全対策として以下のような項目が得られ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、これらの各項目の具体的内容については事業所の体制に合わせて設定され 

るべきものであり、今回得られた事例をそのまま他の事業所に適用できるとは限らな

い。事業所の保安体制については、実態にそった規程類の作成と実効性のある運用態勢

について個別に判断する必要がある。 

また、事業所敷地内の配管工事に関するリスクについて、事故発生時の対応や、被害

拡大防止に関する設備等により、事故発生による影響は敷地内外で大きく異なる。 

移送配管の埋設状況は事業所によって大きく異なることから、バックホー等による

損傷のリスクについても事業所によって異なる。 

実態調査及びヒアリングの結果、敷地内の配管について、移送配管にのみ特別な工事

管理等をしている事業所はなく、その他配管と同様の取り扱いをしていた。 

すべての事業所で事故発生時の対応について定められており、敷地内の事故に対し

て迅速な初動対応が見込めることが分かった。敷地内の移送配管については、石災法に

よる流出油防止堤など被害拡大防止に関する設備が備えられており、事故発生による

影響は敷地内外で大きく異なる。 

アンケートに回答のあった 10事業所中８事業所は移送配管の埋設割合が３％以下で

ある一方、97％が埋設配管である事業所もあった。 

 このことは、バックホーによる配管の損傷に対するリスクは事業所の形態によって

大きく異なることを示している。 

 以上から、事業所の形態を加味して移送配管に対して安全対策を講じることで、配管

の「最小厚さ」を合理化できると考えられる。事業所内の配管設置例を図 2-3-5に、事

業所内の移送配管埋設割合を表 2-3-4 に示す。 

 

１ 工事の管理体制に関する項目 

 ⑴ 社内規程等の順守 

 ⑵ リスクアセスメントの実施 

 ⑶ 工事作業時の安全対策の明確化 

 ⑷ 特に掘削作業に関する安全管理 

 ⑸ 工事管理体制の整備 

 ⑹ 事故対応要領の整備及び訓練 

２ 平常時の管理体制に関する項目 

 ⑴ 点検実施要領の整備 

 ⑵ 漏洩等の異常を検知する仕組みの具備 

 ⑶ 配管の保護に関する措置 

 ⑷ 配管への接触を防止するための措置 

 ⑸ 事故再発防止のための原因調査及び教育体制の整備 
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図 2-3-5 事業所内の配管設置例 

 

 

 

表 2-3-4 事業所内の移送配管埋 
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⑶ 移送配管の設置場所による工事管理の難易度 

実態調査の結果、工事に用いる重機（バックホー）により移送配管を損傷するリスク

は、事業所敷地内外や埋設割合により大きく異なることが示された。 

移送配管の設置状況を、敷地の内外及び工事管理等の難易度により整理することで

配管の「最小厚さ」を合理化できると考えられる。移送配管の工事管理等の難易度を図

2-3-6に示す。敷地内外及び地上配管・地下配管という要素に着目して工事管理等の難

易度を整理した。敷地外の工事について、事故発生時の対処に時間がかかることが予想

されるなどリスクは大きいと考えられる。敷地内の工事について、地中配管は重機によ

る損傷リスクが高く、工事管理の難易度は比較的高いと考えられる。 

以上を考慮した結果、敷地外の工事に関しては、工事管理等が困難であると考えられ

るため、従来と同様の配管厚さが必要ではないか。敷地内の工事に対しては、比較的工

事管理等の困難な地中配管には、高度な工事管理等の体制が認められる場合、配管厚さ

の合理化が認められるのではないか。敷地内地上配管に関しては、工事管理等が比較的

容易であり、リスクは小さいため一定の工事管理等が確保されている場合に配管厚さ

の合理化が認められるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-6 移送配管の工事管理等の難易度 

 

 

地上・地中配管について、次のとおり区分してはどうか。 

地上配管とは、配管を支持する支持物が、水中を通過せず、直接地盤面に固定されてい 

るものを示す。ただし、地中配管を除く。 

地中配管とは、地盤面下に設置された移送配管を示す。 

地上配管と地中配管の区分を切り替える部分は、より安全側の基準とするため、地上側 

の分岐点とする。 

地下室内の架空配管又は地下ピット内の配管で容易に点検することができる場合にあ 

一定の工事管理等が確保されている場合、配

管厚さの合理化※が認められるのではないか
工事管理等は容易

高度な工事管理等が必要
高度な工事管理等が確保されている場合、配

管厚さの合理化※が認められるのではないか

工事管理等困難
従来と同様の配管厚さの基準により、損傷リ

スクに対応するべきではないか

事業所敷地内・地上配管

事業所敷地外・地中配管

事業所敷地内・地中配管

事業所敷地外・地上配管

困
難

工
事
管
理
等
の
難
易
度 ※その他の配管（危政令第９条第１項第21号）と同様の取扱い

以下、基準の概要
・設置される条件及び状況に照らして十分な強度を有するもので

あり、かつ最大常用圧力の1.5倍以上の圧力で異常がないもの
・取り扱う危険物によって容易に劣化するおそれのないもの
・火災等による熱によって容易に変形するおそれのないもの…など

容
易
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っては、地上配管と同様の取り扱いとする（図 2-3-7 参照）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-7 地上・地中配管の区分 

 

 

また、地上・海上・海中配管は次のとおり区分してはどうか。 

海上配管とは、配管の直下が水面であるか、又は配管を支持する支持物が水面上の構造 

物に固定されているものを示す。 

海中配管とは、常時水中に存する移送配管を示す。 

地上配管と海上・海中配管の区分を切り替える部分は、より安全側の基準とするため、

地上側の分岐点とする（図 2-3-8 参照）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-8 地上・海上・海中配管の区分 

 

 

海上・海中の移送配管についても、工事管理等の難易度により整理することで、配管 

の「最小厚さ」を合理化できると考えられる。 

海上の移送配管については、工事管理等に加えて運航する船舶の管理についても考 

慮する必要がある。 
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    海中の移送配管については、周囲の状況確認が難しく、外因的リスクも排除できない

ことから工事管理等は困難であると考えられる（図 2-3-9 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-9 海上・海中配管の工事管理等の難易度 

 

 

 

⑷ 移送配管の設置形態に応じた管理のあり方  

移送配管に係るリスク要因（ハザード）は、重機や車両、船舶等による衝撃荷重のほ

か、地震、風圧、地盤沈下、温度変化による伸縮等の外力、配管内外の腐食のほか、地

域特性による積雪や凍結の影響などが存在すると考えられるが、これらのほかにも網

羅的に検証する必要がある。 

また、配管を地上、地下、海上、海中のどこに設置するかにより、上記リスクによる

デメリットと管理上のメリットは複雑に変化するものと考えられる。  

   （例：地下配管は車両の衝突による損傷の危険性や温度変化の影響は小さいが、重機

の掘削による損傷の危険性や地盤沈下の影響は大きい。） 

   したがって、移送配管をどのような形態で設置すべきかは、事業所の特性や地域特性

により異なる。 

上記のとおり、移送配管について管理すべき範囲は多岐にわたり、その方法は事業所 

の特性や地域特性を加味して判断されるべきである。 

移送配管をどのような形態で設置すべきかについて、事業所の特性に最も詳しいの

は当該“事業者”であるが、地域特性については同地域で審査を実施している“管轄消防

本部”にも知見があると考えられる。 

リスク要因の網羅性について、１次的にリスク抽出をおこなうのは事業者であると

考えられるが、網羅性の観点からは消防本部や第３者機関等により客観的視点から確

認されることが望ましい。 

申請する事業者と審査する管轄消防本部（及び第３者機関）それぞれの知見の活用及
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び客観性の確保ため、工事管理等の要件として“工事時及び平常時のリスクアセスメン

トの実施”を設定し審査することが望ましい。 

これにより、移送配管に係る“管理”の範囲全体にわたって安全の確保が可能となると

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-10 ハザードの網羅性 
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４ 給油取扱所におけるMCH 関連設備（脱水素設備）等 

   

⑴ 平成 30 年度の有識者検討会において再検証とされた事項 

これまでの経過として、平成 16 年度の有識者検討会報告書において、危規則第 27条

の 5 第 5 項第二号ニ（別紙６）の規定（危険物から水素を製造するための改質装置に

おける危険物の取扱量は、指定数量の 10 倍未満であること）は、「併設される水素スタ

ンドの実態予測により、当面は取扱量を制限する」と記載されている。 

平成 30年度の有識者検討会において、有機ハイドライド方式による MCHの取扱量  

2 万 8,800 リットル/日、指定数量の約 150 倍となる場合を想定した安全対策が検討さ

れている。当該検討会において、脱水素装置で使用する危険物、副生物であるトルエン

及び水素が漏えいした場合に、脱水素装置の運転を自動的に停止させる装置を設ける

こと等の一定の安全対策を講じる場合には、「危険物から水素を製造するための改質装

置」として想定しているガソリン等の自動車燃料から水素を製造するためのものと同

様の設備として取り扱うこととして差し支えない旨の結論を得ている。 

ただし、当時は実際の水素における実例がなかったことから、当該時点において想定 

されていた MCH関連設備（脱水素装置）等を前提に検討を行ったものであり、当該検

討会では「今回とりまとめた安全対策が必要十分であるか否かについて、実際の水素ス

タンドにおいて具体的な設計や運用に関する検証を進めることが適当」とされた。 

このような経緯を踏まえ、現時点で具体化した水素スタンド等の状況を踏まえて、平 

成 30 年度の有識者検討会においてとりまとめた安全対策（脱水素装置で使用する危険

物、副生物であるトルエン及び水素が漏えいした場合に、脱水素装置の運転を自動的に

停止させる装置を設けること等）が引き続き有効であるかについて調査した。 

 

 

ア MCHの取扱量 

 平成 30 年度の有識者検討会においてとりまとめられた安全対策（MCH の取扱量

2 万 8,800 リットル/日、指定数量の約 150 倍となる場合を想定した安全対策）が引

き続き有効であるかについて調査するため、現時点で設置されている水素スタンド

が全て有機ハイドライド方式であると仮定し、水素スタンド１箇所あたりのMCHの

取扱量の算出を行った。 

経済産業省資源エネルギー庁によると、燃料電池自動車に充填する水素スタンド 

は国内 178 箇所で運用されている。また、燃料電池自動車の登録台数は約 7,400 台

である（令和 4 年 8月時点）※。 

 

※出典：モビリティのカーボンニュートラル実現に向けた水燃料電池自動車の普及について（令和 4年 9 月） 

経済産業省資源エネルギー庁 新エネルギーシステム課 製造産業局 自動車課） 



 

 

45 

 

燃料電池自動車１台に水素を充填する際に必要なMCH の取扱量について、「商

用スタンドで想定される危険物取扱量の例（24 時間営業想定）」（図 2-4-1 参照）

によると、MCH 約 1,200L/h で、燃料電池自動車 12 台/h の水素を充填すること

が可能とされている。したがって、燃料電池自動車 1台に水素を充填する際に必要

な MCHの取扱量は次のとおりとなる。  

 

約 1,200L÷12 台＝約 100L/台  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-4-1 商用スタンドで想定される危険物取扱量の例（24時間営業想定） 

 

次に水素スタンド数と燃料電池自動車登録台数から求められる水素スタンド 1

箇所が受け持つ燃料電池自動車平均台数は次のとおりとなる。 

 

約 7,400 台÷178 箇所＝約 40 台/箇所 

 

燃料電池自動車１台が 1 日に１度充填すると仮定した場合の水素スタンド 1 箇

所あたりの MCHの取扱量は次のとおりとなる。 

 

約 40 台/箇所×MCH約 100L/台・日＝約 4,000L/箇所・日 

 

平成 30 年度の有識者検討会において、有機ハイドライド方式による MCH の 1

日の取扱量は、2 万 8,800 リットル/日、指定数量の約 150 倍となる場合を想定し

た安全対策が検討されている。現時点で想定されているものについては、平成 30

年の有識者検討会において想定された 150 倍を超えることはないと考えられる。

今後新たな形態の設備が出現する等により保安上の問題が生じる場合は、あらた

めて安全対策について検証することが適当であると考えられる。 
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イ 廃油タンク（トルエンタンク）の容量 

現行基準では、廃油タンクの容量は 1万リットル以下とすることとされている。 

（危規則第 27 条の 5 第 3項）。これまでの経過として、平成 30 年度の有識者検討会

において、廃油タンク（トルエンタンク）の容量が 3 万リットルとなる場合を想定し

た安全対策が検討されている。 

平成 30年度の有識者検討会においてとりまとめた安全対策が引き続き有効である

かについて調査するため、現時点で設置されている水素スタンドが全て有機ハイド

ライド方式であると仮定し、水素スタンド１箇所あたりのトルエンの容量の算出を

行った。 

「商用スタンドで想定される危険物取扱量の例（24 時間営業想定）」によると、燃

料電池自動車 12台/h の水素を充填する際に、トルエン 1,200L/h が排出されるとさ

れている。この場合、燃料電池自動車 1台に水素を充填する際に排出されるトルエン

の容量は次のとおりとなる。 

 

約 1,200L/h÷12台/h＝約 100L/台 

 

４⑴アから水素スタンド 1 箇所が受け持つ燃料電池自動車平均台数は約 40 台/箇

所であり、燃料電池自動車１台が１日に１度充填すると仮定した場合の水素スタン

ド 1箇所あたりで排出されるトルエンの容量は次のとおりとなる。 

 

約 40 台/箇所×トルエン約 100L/台・日＝約 4,000L/箇所・日 

 

平成 30 年度の有識者検討会において、廃油タンク（トルエンタンク）の容量が 3

万リットルとなる場合を想定した安全対策が検討されている。現時点で想定されて

いるものについては、平成 30 年の有識者検討会において想定された 3 万リットルを

超えることはないと考えられる。今後新たな形態の設備が出現する等により保安上

の問題が生じる場合は、あらためて安全対策について検証することが適当であると

考えられる。 
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ウ 有機ハイドライド方式の水素スタンドを単独で設置する場合の考え方 

単独で設置される有機ハイドライド方式の水素スタンドについては、一般取扱 

所として取り扱われる。平成 30 年の有識者検討会において、「施設の周囲に防火

塀を設ける等、給油取扱所に併設される場合と同じ安全対策が講じられることに

より、同様の形態で設置することが可能と考えられる。」とされている。 

現時点で、単独で設置される有機ハイドライド方式の水素スタンドは設置され

ていないが、今後計画される可能性はある。現時点で想定されるものについては、

平成 30年度の有識者検討会において想定された形態であると考えられる。今後新

たな形態の設備が出現する等により保安上の問題が生じる場合は、あらためて安

全対策について検証することが適当であると考えられる。 

 

⑵ 引き続き有効な安全対策であることの確認  

平成 30 年度の有識者検討会において再検証とされた４⑴ア、イ、ウについては、

一般財団法人カーボンニュートラル燃料技術センター（平成 30年度当時の名称は「一

般財団法人石油エネルギー技術センター」。以下「JPEC」という。）における「有機

ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」（平成 30年 2月）において、MCH

の 1 日の取扱量が 150 倍となることや、廃油タンクの容量が 3 万リットルとなるこ

とを前提としたリスク評価が行われていることから、脱水素装置の運転を自動的に

停止させる装置を設けること等の一定の安全対策※が講じられることにより、安全性

が確保できるとされている。JPEC における「有機ハイドライドを用いた水素スタン

ドの技術基準案」（平成 30 年 2月）については、「有機ハイドライドを用いた水素ス

タンドの技術基準」（JPEC-S 0010（2020）、2020 年 3月 30日制定）に更新されてい

る。平成 30 年度の有識者検討会の時点から、平成 30 年度の有識者検討会において

別途検討された給油空地の共用化（令和元年 8 月 27 日に省令第 27 条第 5 項第 7 項

の新設）等の改正内容が反映されているのみで、４⑴、⑵、⑶やその他の安全対策等

で新たに追加された事項は確認できなかった。 

平成 30年度の有識者検討会において再検証とされた４⑴ア、イ、ウについて、現

時点で想定されているものについては平成 30年度の有識者検討会において想定され

た内容のとおりであり、現時点において変更は生じていない。「有機ハイドライドを

用いた水素スタンドの技術基準」（JPEC-S 0010（2020））において、４⑴ア、イ、ウ

の内容で新たに追加された事項はないことから、脱水素装置の運転を自動的に停止

させる装置を設けること等の一定の安全対策が講じられることにより、安全性が確

保できることについては、引き続き有効であると考えられる。 

※危規則第 27 条の５及び「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」による安全対策 
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⑶ トルエン回収時の安全対策 

有機ハイドライド方式の水素スタンドでは副生物であるトルエンを回収する必要 

がある。トルエン回収の工程については、従来の給油取扱所で行われている廃油回収

の工程と異なることが考えられることから、トルエン回収時の安全対策について以

下のとおり調査した。 

トルエン回収時の安全対策については、平成 30年度の有識者検討会の当時から「有

機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」（平成 30 年 2 月）において、

トルエン回収時のリスク評価とともに、トルエン回収時の安全対策が規定されてい

る。「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」（平成 30年 2月）につ

いては、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準」（令和 2 年 3月 30日

制定）に更新されており、トルエン回収時の安全対策については引き続き同内容で規

定されている。 

このため、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準」（令和 2 年 3 月

30 日制定）に規定されているトルエン回収時の安全対策を講じることにより、安全

性は確保できると考えられる。 

トルエン回収時の安全対策については以下のとおりである。（有機ハイドライドを

用いた水素スタンドの技術基準（令和 2年 3月 30日制定 一般財団法人石油エネル

ギー技術センター） 」より抜粋した。） 

 

 

トルエン回収のための空地 

 

【安全対策の目的】 

 車両に固定されたタンクにトルエンを回収するために必要と考えられる十分な空間を確

保することで、安全かつ円滑にトルエンを回収できるようにする。 

【安全対策の内容】 

 有機ハイドライド水素スタンドには、トルエンを専用タンクから車両に固定されたタン

クに回収するための回収設備の周囲に、タンクを固定した車両がはみ出さず、かつ、当該タ

ンクにトルエンを安全かつ円滑に注入することができる広さの空地（以下、回収空地という）

を保有すること。 

 なお、回収空地は、その操作に支障の無い限りにおいて、以下を兼ねてもよい。 

 (1)移動貯蔵タンクから専用タンクまたは廃油タンク等に危険物を注入するための移動タ

ンク貯蔵所の停車場所 
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トルエン回収空地からのはみ出し禁止措置 

 

【安全対策の目的】 

 トルエンを回収するローリーを回収空地からはみ出さない場所に停車することで、他の

自動車またはローリーとの衝突及び衝突に伴う危険物の漏えいを防止する。 

【安全対策の内容】 

 有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエン回収設備から車両に固定されたタン

クにトルエンを回収するときは、車両の一部若しくは全部が回収空地からはみ出たままで

危険物の注入を行わないこと。 

 

 

トルエン回収空地の舗装・滞留及び流出防止措置 

 

【安全対策の目的】 

トルエン回収空地においてトルエンが漏えいした場合に、トルエンの浸透、滞留及び拡 

散を防ぐ。 

【安全対策の内容】 

 有機ハイドライド水素スタンドにおける回収空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気

が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当該空地以外の部分に流出しないよう以下の

措置を講じること。 

１．回収空地の舗装 

回収空地の舗装は以下の要件に適合する舗装とすること。 

⑴ 漏れた危険物が浸透し、または当該危険物によって劣化し、若しくは変形するおそれ

がないものであること。 

⑵ 水素スタンドにおいて想定される自動車等の荷重により損傷するおそれがないもの

であること。 

⑶ 耐火性を有するものであること。 

２．危険物及び可燃性蒸気の滞留及び流出防止措置 

⑴ 可燃性の蒸気及びガスが回収空地内に滞留せず、速やかに排出される構造とすること。 

⑵ 適当な傾斜を設けるなどにより、漏えいした危険物が回収空地内に滞留せず、速やか

に水素スタンド外に排出される構造とすること。 

⑶ 回収空地の周囲に排水溝を設け、漏えいした危険物を速やかに回収して火災予防安全 

な場所に設置された貯留設備に収容される構造とすること。 

⑷ 貯留設備には油分離槽を設置し、当該危険物と雨水等が分離され、雨水等のみが水素 

スタンド外に排出されること。 

※「トルエン回収空地のイメージ」を図 2-4-2 に示す。 
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図 2-4-2 トルエン回収空地のイメージ 

 

 

 

 

 

トルエン回収ポンプへの安全装置の設置 

 

【安全対策の目的】 

 トルエンタンクから移動貯蔵タンクにトルエンを回収する際に、異常を検知して注入を

停止することによりトルエンの漏えい・拡散を防止し、災害発生を防ぐ。 

【安全対策の内容】 

 有機ハイドライド水素スタンドのトルエンを貯蔵する専用タンクから移動貯蔵タンクに

トルエンを回収する設備に用いるポンプには、次の安全装置を設けること。 

１．圧力異常時の自動停止装置 

ポンプの吐出圧力が過剰に上昇した場合に警報を発するとともに、ポンプの運転を自

動的に停止する設備を設けること。 

２．遮断弁  

ポンプの吐出からトルエン吐出口の間の配管に、圧力の異常を検知してトルエンの回 

収を停止できる遮断弁を設けること。 

３．安全弁 

ポンプ吐出側配管に、安全弁を取り付けること。 

「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準
（一般財団法人石油エネルギー技術センター）令和2年3月制定」より抜粋

平成30年度水素スタンドの多様化に対応した給油取扱所等に係る安全対策のあ
り方に関する検討会
「資料2-2-1 有機ハイドライド式水素スタンドのリスク評価と技術基準案」より抜粋
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感震装置によるトルエン回収ポンプの自動停止措置 

 

【安全対策の目的】 

地震による機器の損傷により、トルエンが漏えいするのを防止し、または、漏えい量を低

減し影響を抑える。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエンを貯蔵する専用タンクから移動貯蔵

タンクにトルエンを回収する設備には感震装置を設置し、地震規模によってトルエン回収

ポンプを自動的に停止できる措置を講じること。 

１．感震装置の設置 

 トルエン回収ポンプには、一定以上の強度における地震を検知し、警報を発するととも

にポンプの運転を自動的に停止する装置を設けること。 

２．遮断弁等の設置 

 地震発生時の電源供給の停止あるいは信号線、計装空気配管の損傷に備え、遮断弁はフ

ェイルクローズ（エアフェイルクローズ、シグナルフェイルクローズ）とすること。 

３．感震装置は、定期的に作動確認試験を実施すること。 

 

 

 

トルエン回収設備への自動車等の衝突防止措置 

 

【安全対策の目的】 

 トルエン回収装置に車両が衝突することによるトルエンの漏えい・拡散を防止する。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエン回収設備には、自動車等の衝突 

を防止するための措置を講じること。当該措置の例として、防護柵、ガードポール、 

アイランド設置などの方法がある。ただし、自動車等が衝突するおそれのない場所に設置さ

れる場合を除く。  
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トルエン吐出口の位置及び構造 

 

【安全対策の目的】 

トルエン吐出口での漏えいその他火災災害等の発生を防止する。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、副生物であるトルエンの回収設備の吐出口は、

屋外に設けることとするほか、次のとおりとすること。 

⑴ 火災の予防上支障のない場所に設けること。 

⑵ トルエン回収装置の吐出口は、注入ホースまたは注入管と結合することができ、また

はローディングアームによって移動タンク貯蔵所の注入口と直接結合することができ、

かつ、危険物が漏れないものであること。 

⑶ トルエン回収設備の吐出口には、弁またはふたを設けること。 

 ⑷ トルエン回収設備の注入口付近には、静電気を有効に除去するための接地電極を設け

ること。 

 

 

移動貯蔵タンク液面異常警報装置及び自動停止措置 

【安全対策の目的】 

 移動貯蔵タンクへの危険物の過剰な注入によるあふれや漏えいを防ぐ。 

【安全対策の内容】 

 有機ハイドライド水素スタンドにおいて，トルエン専用タンクから移動貯蔵タンクにト

ルエンを回収するときは、移動貯蔵タンクの各槽で液面を検知し、液面がある一定以上に達

した場合に警報を発するとともにトルエンの流れを遮断する設備を設けること。 

 

 

危険物移送時の係員の立会い 

【安全対策の目的】 

 メチルシクロヘキサン等の荷卸し及びトルエンの回収において、危険物を適正に取り扱

うとともに、異常発生時に直ちに対応することで、災害の発生及び拡大を防止する。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、移動貯蔵タンクから地下貯蔵タンクへの危険

物の注入、またはトルエン回収設備から移動貯蔵タンクへのトルエンの回収を行う場合は、

水素スタンドの危険物取扱者及び移動タンク貯蔵所に乗務する危険物取扱者による立会い

及び危険物の取り扱いを行うこと。 
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トルエンタンク気相部の安全措置 

【安全対策の目的】 

タンクの気相部において、水素及び危険物蒸気に引火・爆発することを防止する。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドにおける地下貯蔵タンクについて、以下の措置を講じる

こと。 

１．水素ガスに関する安全対策 

 地下貯蔵タンクの気相部に存在する水素ガスについて、以下のいずれかの措置を講じ 

ること。 

 なお、トルエン地下貯蔵タンクにおいて(2)の例のみによる措置を講じた場合、トルエ 

ンを移動貯蔵タンクに回収する際に、移動貯蔵タンクに対しても水素濃度の低減または 

酸素濃度の低減のいずれかの措置を講じること。 

⑴ 副生するトルエンを地下貯蔵タンクに移送する際にトルエンから水素を除去する、あ 

るいは地下貯蔵タンクに不活性ガスを注入する等により、タンクの水素ガスの濃度を

十分低減するための措置を講じること。 

⑵ 地下貯蔵タンクに不活性ガスを注入する等により、地下貯蔵タンクの酸素濃度を限界

濃度以下に低減する措置を講じること。 

２．可燃性蒸気に関する安全対策 

 地下貯蔵タンクの気相部に存在する危険物の可燃性蒸気について、以下のいずれかの

措置を講じること。 

⑴ 地下貯蔵タンク内の蒸気を流出させないよう、またタンク内部に着火原因を入り込ま 

せないよう、地下貯蔵タンクに設ける注入口、吐出口及び通気管以外の開口部（マンホ

ール、点検口等）にあっては、施錠されている等通常開放できない構造とすること。 

⑵ 地下貯蔵タンクの注入口及び吐出口は、メチルシクロヘキサンの注入またはトルエン

の回収を行うとき以外は閉じること。 
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移動貯蔵タンクへの可燃性蒸気回収装置の設置 

 

【安全対策の目的】 

 トルエンを貯蔵する移動貯蔵タンクの上部に蒸気回収装置を設置することで、トルエン

蒸気の拡散を防止する。 

【安全対策の内容】 

有機ハイドライド水素スタンドのためのトルエンを回収する移動タンク貯蔵所またはト

ルエン回収設備には、注入方式に応じて以下のいずれかの措置を講じること。 

⑴ トップローディング方式による移動タンク貯蔵所では、トルエンの注入ホースまたは

注入管に蒸気を回収する配管を併設すること。 

⑵ ボトムローディング方式による移動タンク貯蔵所には、タンク上部に蒸気回収のため

の設備を設けること。 

※「トルエン回収のイメージ」を図 2-4-3 に示す。 

２ 移動タンク貯蔵所の構造及び積込み設備について 

ボトムローディング方式に伴う移動タンク貯蔵所の構造は、積込み時等の安全対策とし 

て次のように移動タンク貯蔵所及び積込み設備に措置する。  

⑴ タンクの上部にベーパーリカバリー（蒸気回収）バルブを設け、更に集中は移管方式

のベーパーリカバリー配管によりベーパーをまとめ、先端のアダプターに積込設備側の

ベーパーリカバリー専用ホースを連結してベーパーを回収する構造とする。（昭和 57 年

消防危 15 号）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-3 トルエン回収のイメージ 

トップローディング方式による充てんの例 ボトムローディング方式による充てんの例

提供：エネオス株式会社水素事業推進部出典：https://tatsuno-corporation.com/jp/products/434/
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第３章 危険物規制の手続きに関する事項 

 

１ 更新手続きや検査等の合理化の運用事例 

  現行基準（別紙７）では、危険物施設を設置しようとする場合だけでなく、危険物施設

の位置、構造又は設備を変更しようとするときについても、市町村長等の許可（※1）を

受けなければならず、工事完了後に市町村長等が行う完成検査を受け、技術基準に適合し

ていると認められた後でなければ、これを使用してならない（※2）こととされている。  

  （※１）位置、構造又は設備の技術基準との関係を生じない工事については、変更の許

可を要しないこととする旨の技術的助言を示している（平成 14 年消防危第 49 号（別添

３）（以下、「49号通知」という。））。 

  「・・・変更工事については、当該変更工事が、基準の内容と関係が生じないもの若し

くは保安上の問題を生じさせないものであることが明白である場合又は保安上形式的に

は基準の内容と関係が生じるが、保安上の問題を生じさせないものであることが資料等

の確認により判断できる場合には、当該変更工事を「軽微な変更」として変更許可を要し

ないものとすることができるものとする。」  

  （※２）「規制緩和推進計画の再改定について」（平成 9年３月 28日閣議決定）におい

て、一定の要件を満たす危険物施設の変更工事に伴う検査等を簡略化することとされ、有

識者検討会での検討を踏まえ、工事管理を含む保安のための優れた体制を有すると認め

られる事業所が行う一定の変更許可について、自主検査結果を活用して検査等を行うこ

とができる旨の技術的助言を示している（平成 11年消防危第 22 号（以下、「22 号通知」

という。））。  

  第１回検討会において、ＤＸ技術等を活用した高度な保安体制を構築した事業者につ

いて、安全確保を前提に、更新手続きや立ち会いによる検査等の更なる簡略化を求める声

があることを踏まえ、まずは、変更工事が保安上の問題を生じさせないものであることの

判断事例や、工事管理を含む保安のための優れた体制を有すると認められる事業所の変

更許可に係る自主検査結果の活用事例について、実態調査を行うこととされた。 
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⑴ 変更工事が保安上の問題を生じさせないものであることの判断事例 

49号通知において、変更工事が保安上の問題を生じさせないものであるためには、少 

なくとも次の要件を満たす必要があるとされている。 

 

  ・変更工事に伴い、製造所等の許可に係る危険物品名、数量及び指定数量の倍数の変更

がないこと。 

  ・変更工事に伴い、位置に係る技術上の基準に変更がないこと。 

  ・変更工事に伴い、建築物または工作物の技術上の基準のうち、防火上又は強度上の理

由から必要とされる基準に変更がないこと。 

  ・変更工事に伴い、通常の使用状態において、可燃性蒸気または可燃性微粉の滞留する

おそれのある範囲の変更がないこと。 

   

 

 変更工事が、保安上の問題を生じさせるか否か、技術上の基準の内容に変更が生じる

か否か明白でない場合、消防本部は事前に資料の提出を求め、変更許可が必要か否かの

判断を行っている。 

当該判断について、堺市消防局では、変更工事の内容について自らが判断することが

できる体制が整っている事業所を認定事業所とし、確認を要する変更工事の届け出を

不要とする「変更工事認定事業所制度」を独自に運用している。堺市消防局が独自に運

用する認定制度の仕組みを図 3-1-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 堺市消防局が独自に運用する認定制度の仕組み 

内は、消防機関が確認する事項注意：

認定事業所は
届出不要

この部分を認定事業所は

自ら行うことができる

危険物保安技術協会機関誌：

Safety＆Tomorrow No.162(2015.7)より抜粋
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堺市消防局が独自に行う認定制度では事業所認定に係る審査項目として、「危険物法

令対応の責任者の明確化」、「事業所の保安方針」、「工事管理体制」、「各種規程の管理体

制」、「保安実績」、「防災訓練の実施」が規定されている。また、第三者機関による評価

として、危険物保安技術協会等が行う保安に関する評価を当該審査に活用することが

できるとされている。堺市変更工事認定事業所運用要綱（抜粋）を表 3-1-1 に示す。 

 

表 3-1-1 堺市変更工事認定事業所運用要綱（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堺市消防局と同様の制度を運用する四日市市消防本部も、事業所の認定要件の一つ

として、危険物保安技術協会が行う保安診断を活用している。危険物保安技術協会が行

う保安診断の診断項目を表 3-1-2 に示す。 

 

表 3-1-2 危険物保安技術協会が行う保安診断の診断項目 
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危険物保安技術協会が行う保安診断 18 項目のうち、堺市消防局、四日市市消防本部

では、事業所の認定要件の一つとして、それぞれ以下の診断項目を活用している（表 3-

1-3 参照）。 

 

 

表 3-1-3 堺市消防局、四日市市消防本部が活用する診断項目 

 

 

⑵ 変更工事に係る自主検査結果の活用事例 

22号通知では、工事管理を含む保安のための優れた体制を有することが実績からも 

明らかであると認められる事業所は、特定の変更工事に係る完成検査等について当該

市町村長等の立ち会いを必要とせず、自主検査結果を活用して、完成検査等を実施でき

るとされている。自主検査結果を活用することにより、休日に事業所自ら完成検査等を

行うことができるなど変更工事期間の短縮が期待される。 

現在、北九州市消防局、市原市消防局、四日市市消防本部管内の７事業所が当該制度

を活用している。 

「変更工事に係る完成検査等の認定事業所」と「通常の事業所」の変更工事の流れを

図 3-1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-2 「変更工事に係る完成検査等の認定事業所」と 

「通常の事業所」の変更工事の流れ 

  

堺市消防局 1.保安方針、3.変更管理、4.工事管理、10.各種規程、14.自営防災組織等 

四日市市消防本部 2.危険物管理、3.変更管理、4.工事管理 
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  22号通知で規定されている事業所認定に係る審査項目を図 3-1-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-3 事業所認定に係る審査項目（22号通知より抜粋） 

 

⑶ 他法令における参考事例 

高圧ガス保安法では高度な保安体制を有する事業所を対象にした認定制度を運用し、 

DX 等先進的な技術を導入する事業者に対し、規制の合理化がなされている（表 3-1-4

参照）。 

 

表 3-1-4 高圧ガス保安法の認定制度に係る認定の要件と合理化される規制内容 
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⑷ 事業所の保安体制を考慮した更新手続きや検討等の合理化のあり方 

ア 堺市消防局や四日市市消防本部が独自に運用する「認定事業所制度」では、事業所

の認定要件の一つとして、それぞれ次の項目について審査を行っている。 

 

 

 

イ 「危険物施設の変更工事に係る完成検査等について（平成 11 年 3 月 17 日 消防

危第 22号）」では、事業所の認定要件として、次の項目について審査を行っている。 

 

保安体制、自主検査体制、保安実績 

 

 

ウ 高圧ガス保安法における高度な保安体制を有する事業者を対象にした認定制度で

は、事業者の認定要件として次の項目を審査している。 

 

高度なリスクアセスメントの実施、Iot・ビッグデータ等の新技術導入、高度な教育の実施 

第三者機関によるアドバイスを実施、連続運転期間、検査手法の適切な評価体制の整備 等 

 

 

現在、運用されている「認定事業所制度」等における認定要件によるほか、高圧ガス

保安法では高度なリスクアセスメントや Iot・ビッグデータ等の新技術導入等 DX を活

用した高度な保安体制を構築することが認定要件となっている。 

更なる手続きの合理化を検討する場合、このような認定要件を参考にできると考え

られる。 

  

堺市消防局 保安方針、変更管理、工事管理、各種規程、自営防災組織等 

四日市市消防本部 危険物管理、変更管理、工事管理 
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２ 危険物規制に関する手続きの合理化 

 

⑴ 手続きの合理化に求められる変更工事の内容と事業所の保安体制 

現状の変更工事の区分として、49 号通知において、危険物施設における変更工事は、 

保安上の問題が生じる可能性のある工事を“許可を要する変更工事”又は“確認を要する

変更工事”、保安上の問題が生じないことが明らかな工事を“確認を要しない軽微な変更

工事”と区分されている。 

当該工事が３つの変更工事区分のいずれに該当するかは、工事の対象（工作物、タン 

ク等）と種別（取替、補修等）に着目した具体的な判断資料が示されている。 

 “確認を要する変更工事”のうち、消防本部により保安上の問題があると認められた 

工事については“許可を要する変更工事”となり、保安上の問題がないと認められた工事 

については“軽微な変更工事”となる（図 3-2-1参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-1 工事の対象と種別による変更工事の区分 

 

変更工事について、事業所の保安体制に着目した観点からは “①事業所の体制によら 

ず保安上の問題を生じさせる工事”、“②事業所の体制によっては保安上の問題を生じさ

せない工事”及び“③事業所の体制によらず保安上の問題を生じさせない工事”の３つに

区分できると考えられる（図 3-2-2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-2 事業所の保安体制に着目した変更工事の区分 
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“②事業所の体制によっては保安上の問題を生じさせない工事”とした工事について

は、変更工事に係る高度な自主保安体制が構築され、かつ、優れた保安実績が認められ

る事業所（以下「優良事業所」という。）であれば、保安上の問題が生じない工事と取

り扱うことが可能であると考えられる（図 3-2-3参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-3 優良事業所が行う変更工事の区分 

  

事業所の保安体制によって区分をした場合に、優良事業所とそれ以外の事業所が行

う手続きを整理すると以下の表のとおりとなる（表 3-2-1 参照）。 

 

表 3-2-1 変更工事を事業所の保安体制によって区分した場合に要する手続き 
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事業所の保安体制により変更工事を区分すると、22 号通知では、保安のための優

れた体制を有することが実績からも明らかであると認める事業所（以下「認定事業所」

という。）が行う一定の変更工事について、市町村長等は認定事業所の自主検査結果

を活用して完成検査等を実施することができるとされている。一方、工事の内容によ

って、認定事業所の自主検査結果を完成検査等に活用できない変更工事が示されて

いる。当該変更工事は、“①事業所の体制によらず保安上の問題を生じさせる工事”と

取り扱うべきであると考えられる。（以下、①と取り扱うべき工事として整理する。） 

49 号通知では、変更工事の内容が、保安上の問題を生じさせないものであること

が明らかになったものは、軽微な変更工事とすることができるとされている。また、

変更工事が保安上の問題を生じさせないものであると判断するために少なくとも満

たす必要がある要件が示されている。当該要件を満たさない変更工事は、“①事業所

の体制によらず保安上の問題を生じさせる工事”と取り扱うべきであると考えられる。

（以下、①と取り扱うべき工事として整理する。） 

 49 号通知では、工事の内容が極めて軽微であることから保安上の問題を生じさせ

ないことが明白であるものについては、資料の提出を要しない軽微な変更工事とす

ることができるとされている。当該変更工事は”③事業所の体制によらず保安上の問

題を生じさせない工事“と取り扱うことができると考えられる。（以下、③と取り扱う

ことができる工事として整理する。） 

①又は③と取り扱うことができると整理された以外の変更工事は、“②事業所の体

制によっては保安上の問題を生じさせない工事“として取扱り扱うことができると考

えられる（図 3-2-4参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-4 事業所の体制によっては保安上の問題を生じさせない工事 
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“②事業所の体制によっては保安上の問題を生じさせない工事”については、保安上の問

題を生じさせるかどうかを「工事の内容」及び「事業所の保安体制」により評価すること

ができると考えられる。 

「工事の内容」及び「事業所の保安体制」の評価の着眼点を表 3-2-2 に示す。 

 

表 3-2-2「工事の内容」及び「事業所の保安体制」の評価の着眼点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所の体制の評価の着眼点と高度な取り組みの例については以下のようなものが考

えられる（表 3-2-3 参照）。 

 

表 3-2-3 事業所の体制の評価の着眼点と高度な取り組みの例 
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⑵ DX を活用した高度な取組事例 

表 3-2-3「事業所の体制の評価の着眼点と高度な取り組みの例」において DX を活用 

した取り組みの例を多く取り上げた。 

実際の DX の活用事例として、デジタルツインについて調査した。 

デジタルツインとは現実世界にある物体をスキャンし、現物に限りなく近い状態で 

シュミレーションする仮想化技術である。仮想化された製造プラントは座標情報をも

っており、定期修理や補修などの工事計画や定期点検などの情報管理を設備単位で行

うことができる。Google マップのプロセス産業版といえる。製油所のデジタルツイン

の例を図 3-2-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 3-2-5 製油所のデジタルツインの例 
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デジタルツインの活用として、設備データや工事履歴、巡回データの管理のみなら

ず、運転や入出荷管理のデータ、予兆保全に関するモニタリングデータなどを紐づけ

た情報の一元管理が期待される。デジタルツイン活用のイメージを図 3-2-6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-6 デジタルツイン活用のイメージ 

 

デジタルツインを活用すると事故発生時の高度な応急対応や公設消防との高度な

連携が可能となることが考えられる。 

例えば、事故発生設備の 360 度画像を共有することで、設備のどの部分から漏え

いしているかなどが可視化でき、具体的な情報の共有が期待できる。また、操業のモ

ニタリングデータを紐付けることで当該設備だけでなく、周囲のプロセス関連機器

の温度や圧力の異常などを把握でき、二次災害の可能性などのリスク情報を現場で

共有することが可能となる。デジタルツインを活用した高度な災害対応のイメージ

を図 3-2-7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7 デジタルツインを活用した高度な災害対応のイメージ 

CMMS
設備基盤データ

工事履歴

リアルタイム運転波形時系列データ

エンジニアリングドキュメント
P＆ID・配置図

機器図面

VR

点群データ

ストリートビュー
（360°画像）

非財務データ
不具合一覧・詳細 設備管理システム

配管・機器データ

静機器検査履歴

巡回点検記録

工事管理・巡回情報

APM

静機器・回転機・計装・

電気 リスク管理と戦略

（検査管理・状態監視）

入出荷データ
陸上出荷制御・

監視データ

予兆保全 振動センサー

振動上昇検知の無線

モニタリングデータ

ロボット・ドローン

巡回データ/計器データ

帳票電子化システム

タブレット入力点検検査記録

ヒストリアン
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３ 消防本部に対する審査・検査支援業務 

  第１回検討会において、技術基準の合理化により、一律の規制ではなく、リスクに応じ

た柔軟な対応を認めていくためには、消防本部における審査・検査業務に更なる高度な専

門性が求められることから、その支援のあり方について以下のとおり調査した。 

 

⑴ 危険物保安技術協会が行っている変更工事に係る認定事業所の評価制度 

   製造所等の変更工事に伴う完成検査等の合理化に係る認定事業所制度について､学

識経験者等で構成される ｢変更工事に係る認定事業所として認定を希望する事業所の

評価委員会｣に諮り､認定に係る審査基準に適合しているかどうかの評価を実施してい

る（図 3-3-1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-1 変更工事認定事業所制度の概要 

 

⑵ 一般財団法人日本消防設備安全センターが行う性能評価制度 

   現行の消防法令で予想しない特殊な技術による消防防災システム等で、技術基準が

定められていないものについては、消防法第 17条第 3項に基づく総務大臣の認定を受

けることになっている。当センターは、消防法第 17 条の 2 に基づく「登録検定機関」

として大臣認定に係わる特殊消防用設備等の性能評価を行っている（図 3-3-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-2 特殊消防用設備等事前評価の概要 
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⑶ 高圧ガス保安法における特定案件事前評価制度 

関係規則に定められている規定によれないで高圧ガスの製造等を行おうとする場

合、経済産業大臣が特別認可（大臣特認）を行う制度である（図 3-3-3 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-3 特定案件事前評価の概要 

 

 

  審査、検査支援の例として以上３つの評価制度を調査した。事業者にとっては手続き

が煩雑になると事業の迅速性が失われる。リスクに応じた柔軟な対応を検討する上で、

消防本部だけでなく事業者にとってのメリットなども考慮した制度が求められる。 
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製造所等の保安距離の基準 

 

危険物の規制に関する政令第９条第１項第１号（製造所の基準）※屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、屋外貯蔵所、一般取扱所も同じ 

製造所の位置は、次に掲げる建築物等から当該製造所の外壁又はこれに相当する工作物の外側までの間に、それぞれ

当該建築物等について定める距離を保つこと。 ただし、イからハまでに掲げる建築物等について、不燃材料（建築基準法

（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第９号の不燃材料のうち、総務省令で定めるものをいう。 以下同じ。）で造った

防火上有効な塀を設けること等により、市町村長等が安全であると認めた場合は、当該市町村長等が定めた距離を当該

距離とすることができる。  

イ ロからニまでに掲げるもの以外の建築物その他の工作物で住居の用に供するもの（製造所の存する敷地と同一の

敷地内に存するものを除く。）10 メートル以上 

ロ 学校、病院、劇場その他多数の人を収容する施設で総務省令で定めるもの 30 メートル以上  

ハ 文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）の規定によって重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡若しく 

は重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第 43 号）の規定 

によって重要美術品として認定された建造物 50 メートル以上  

ニ 高圧ガスその他災害を発生させるおそれのある物を貯蔵し、又は取り扱う施設で総務省令で定めるもの 総務省令

で定める距離  

ホ 使用電圧が 7,000 ボルトをこえ 35,000 ボルト以下の特別高圧架空電線 水平距離３メートル以上  

ヘ 使用電圧が 35,000 ボルトをこえる特別高圧架空電線 水平距離５メートル以上 

 

危険物の規制に関する規則第 10 条（不燃材料）  

令第９条第１項第１号本文ただし書の総務省令で定める不燃材料は、建築基準法第２条第９号に掲げる不燃材料

のうち、ガラス以外のものとする。  

 

危険物の規制に関する規則第 12 条（高圧ガスの施設に係る距離）  

令第９条第１項第１号ニ（令第 10 条第１項第１号（同条第２項においてその例による場合を含む。）、令第 11

条第１項第１号及び第１号の２（同条第２項においてその例による場合を含む。）並びに令第 16 条第１項第１号

（同条第２項においてその例による場合を含む。）においてその例による場合並びに令第 19 条第１項において準用する場

合を含む。）の総務省令で定める施設及び距離は、それぞれ次の各号に定める施設（当該施設の配管のうち製造所の存

する敷地と同一の敷地内に存するものを除く。）及び距離とする。  

一 高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）第５条第１項の規定により、都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない高圧ガスの製造のための施設（高圧ガスの製造のための設備が移動式製造設備（一般高圧ガス保安規

則（昭和 41 年通商産業省令第 53 号）第２条第１項第 12 号又は液化石油ガス保安規則（昭和 41 年通商

産業省令第 52 号）第２条第１項第９号の移動式製造設備をいう。）である高圧ガスの製造のための施設にあつて

は、移動式製造設備が常置される施設（貯蔵設備を有しない移動式製造設備に係るものを除く。）をいう。以下この
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号において同じ。）及び同条第２項第１号の規定により都道府県知事に届け出なければならない高圧ガスの製造の

ための施設であつて、圧縮、液化その他の方法で処理することができるガスの容積が１日 30 ㎥以上である設備を使用

して高圧ガスの製造（容器に充てんすることを含む。）をするもの 20 メートル以上  

二 高圧ガス保安法第 16 条第１項の規定により、都道府県知事の許可を受けなければならない貯蔵所及び同法第

17 条の２の規定により都道府県知事に届け出て設置する貯蔵所 20 メートル以上  

三 高圧ガス保安法第 24 条の 2 第 1 項の規定により、都道府県知事に届け出なければならない液化酸素の消費のた

めの施設 20 メートル以上  

四 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42 年法律第 149 号）第３条第１項の規

定により経済産業大臣又は都道府県知事の登録を受けなければならない販売所で 300 ㎏以上の貯蔵施設を有する

もの 20 メートル以上 



別紙２

1 室蘭市消防本部 47 三重県 四日市市消防本部

2 釧路市消防本部 48 大阪市消防局

3 苫小牧市消防本部 49 堺市消防局

4 石狩北部地区消防事務組合消防本部 50 泉大津市消防本部

5 南渡島消防事務組合消防本部 51 泉州南広域消防本部

6 渡島西部広域事務組合消防本部 52 神戸市消防局

7 胆振東部消防組合消防本部 53 姫路市消防局

8 八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部 54 加古川市消防本部

9 青森地域広域事務組合消防本部 55 赤穂市消防本部

10 北部上北広域事務組合消防本部 56 高砂市消防本部

11 岩手県 久慈広域連合消防本部 57 和歌山市消防局

12 仙台市消防局 58 海南市消防本部

13 塩釜地区消防事務組合消防本部 59 有田市消防本部

14 秋田市消防本部 60 御坊市消防本部

15 男鹿地区消防一部事務組合消防本部 61 倉敷市消防局

16 山形県 酒田地区広域行政組合消防本部 62 笠岡地区消防組合消防本部

17 いわき市消防本部 63 大竹市消防本部

18 双葉地方広域市町村圏組合消防本部 64 江田島市消防本部

19 茨城県 鹿島地方事務組合消防本部 65 福山地区消防組合消防局

20 千葉市消防局 66 下関市消防局

21 市川市消防局 67 周南市消防本部

22 木更津市消防本部 68 岩国地区消防組合消防本部

23 市原市消防局 69 宇部・山陽小野田消防局

24 君津市消防本部 70 徳島県 阿南市消防本部

25 袖ケ浦市消防本部 71 香川県 坂出市消防本部

26 東京都 東京消防庁 72 松山市消防局

27 横浜市消防局 73 今治市消防本部

28 川崎市消防局 74 新居浜市消防本部

29 新潟市消防局 75 北九州市消防局

30 新発田地域広域事務組合消防本部 76 福岡市消防局

31 上越地域消防局 77 松浦市消防本部

32 富山市消防局 78 新上五島町消防本部

33 高岡市消防本部 79 熊本県 八代広域行政事務組合消防本部

34 射水市消防本部 80 大分県 大分市消防局

35 金沢市消防局 81 鹿児島市消防局

36 七尾鹿島消防本部 82 いちき串木野市消防本部

37 福井市消防局 83 大隅肝属地区消防組合消防本部

38 嶺北消防組合消防本部 84 うるま市消防本部

39 静岡県 静岡市消防局 85 東部消防組合消防本部

40 名古屋市消防局 86 中城北中城消防本部

41 東海市消防本部

42 知多市消防本部

43 田原市消防本部

44 知多中部広域事務組合消防本部

45 海部南部消防組合消防本部

46 衣浦東部広域連合消防局

富山県

石川県

福井県

秋田県

福島県

千葉県

神奈川県

新潟県

実態調査対象消防本部一覧（保安距離・保有空地関係）

沖縄県

大阪府

兵庫県

和歌山県

岡山県

広島県

山口県

愛媛県

福岡県

長崎県

鹿児島県

愛知県

北海道

青森県

宮城県
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製造所等の保有空地の基準 

危険物の規制に関する政令第９条第１項第２号（製造所の基準） ※一般取扱所も同じ  

危険物を取り扱う建築物その他の工作物（危険物を移送するための配管その他これに準ずる工作物を除く。）の周囲

に、次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。ただし、総務省令で定めるところにより、防火

上有効な隔壁を設けたときは、この限りでない。 

区分 空地の幅 

指定数量の倍数が 10 以下の製造所 ３メートル以上 

指定数量の倍数が 10 を超える製造所 ５メートル以上 

 

危険物の規制に関する規則第 13 条（空地の幅に関する防火上有効な隔壁）  

令第９条第１項第２号ただし書（令第 19 条第１項において準用する場合を含む。）の規定により同号の表に定める

幅の空地を保有しないことができる場合は、製造所又は一般取扱所の作業工程が他の作業工程と連続しているため建築物

その他の工作物の周囲に空地の幅をとることにより当該製造所又は一般取扱所の当該作業に著しく支障を生ずるおそれがあ

る場合で、かつ、当該製造所又は一般取扱所と連続する他の作業工程の存する場所との間に小屋裏に達する防火上有効

な隔壁を設けた場合とする。 

 

 

危険物の規制に関する政令第 10 条第１項第２号（屋内貯蔵所の基準）  

危険物を貯蔵し、又は取り扱う建築物（以下この条において「貯蔵倉庫」という。）の周囲に、次の表に掲げる区分に応じ

それぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。ただし、２以上の屋内貯蔵所を隣接して設置するときは、総務省令で定め

るところにより、その空地の幅を減ずることができる。 

区分 空地の幅 

 当該建築物の壁、

柱及び床が耐火構

造である場合 

上欄に掲げる場合以

外の場合（※本表で

は左欄） 

指定数量の倍数が５以下の屋内貯蔵所  0.5 メートル以上 

指定数量の倍数が５を超え 10 以下の屋内貯蔵所 １メートル以上 1.5 メートル以上 

指定数量の倍数が 10 を超え 20 以下の屋内貯蔵所 ２メートル以上 ３メートル以上 

指定数量の倍数が 20 を超え 50 以下の屋内貯蔵所 ３メートル以上 ５メートル以上 

指定数量の倍数が 50 を超え 200 以下の屋内貯蔵所 ５メートル以上 10 メートル以上 

指定数量の倍数が 200 を超える屋内貯蔵所 10 メートル以上 15 メートル以上 
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危険物の規制に関する規則第 14 条（屋内貯蔵所の空地の特例）  

令第 10 条第１項第２号ただし書の規定により、同号の表に定める空地の幅を減ずることができる範囲は、次のとおりとす

る。  

一 指定数量の倍数が 20 を超える屋内貯蔵所（第 72 条第１項に規定する危険物のみを貯蔵し、又は取り扱うものを

除く。）が同一の敷地内に設置されている他の屋内貯蔵所との間に令第 10 条第１項第２号の表に定める空地の幅

の３分の１の幅の空地を保有することができる範囲までである 

こと。ただし、当該屋内貯蔵所の空地の幅は、３メートル未満とすることはできない。  

二 第 72 条第１項に規定する危険物のみを貯蔵し、又は取り扱う２以上の屋内貯蔵所を同一の敷地内に隣接して設

置するときは、当該屋内貯蔵所が相互間に 0.5 メートルの幅の空地を保有することができる範囲までであること。  

 

危険物の規制に関する規則第 72 条（塩素酸塩類等の特例）  

令第 41 条の規定により、総務省令で定める危険物は、第１類の危険物のうち塩素酸塩類、過塩素酸塩類若しくは硝

酸塩類又はこれらのいずれかを含有するもの、第２類の危険物のうち硫黄、鉄粉、金属粉若しくはマグネシウム又はこれらの

いずれかを含有するもの及び第５類の危険物のうち硝酸エステル類、ニトロ化合物若しくは金属のアジ化物又はこれらのいず

れかを含有するもののうち火薬類に該当するものをいう。 

 

 

危険物の規制に関する政令第 11 条第１項第２号（屋外タンク貯蔵所の基準）  

屋外貯蔵タンク（危険物を移送するための配管その他これに準ずる工作物を除く。）の周囲に、次の表に掲げる区分に応

じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。ただし、２以上の屋外タンク貯蔵所を隣接して設置するときは、総務省令

で定めるところにより、その空地の幅を減ずることができる。 

区分 空地の幅 

指定数量の倍数が 500 以下の屋外タンク貯蔵所 ３メートル以上 

指定数量の倍数が 500 を超え 1000 以下の屋外タ

ンク貯蔵所 

５メートル以上 

指定数量の倍数が 1000 を超え 2000 以下の屋外タ

ンク貯蔵所 

９メートル以上 

指定数量の倍数が 2000 を超え 3000 以下の屋外タ

ンク貯蔵所 

12 メートル以上 

指定数量の倍数が 3000 を超え 4000 以下の屋外タ

ンク貯蔵所 

15 メートル以上 

指定数量の倍数が 4000 を超える屋外タンク貯蔵所 当該タンクの水平断面の最大直径（横型のもの

は横の長さ）又は高さの数値の うち大きいものに

等しい距離以上。ただし、15 メートル未満であっ

てはならない。 
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危険物の規制に関する規則第 15 条（屋外タンク貯蔵所の空地の特例）  

令第 11 条第１項第２号ただし書（同条第２項においてその例による場合を含む。）の規定により、同号の表に定める

空地の幅を減ずることができる範囲は、引火点が 70 度以上の第４類の危険物を貯蔵し、又は取り扱う屋外タンク貯蔵所が

同一の敷地内に設置されている他の屋外タンク貯蔵所との間に同号の表に定める空地の幅の３分の２の幅の空地を保有す

ることができる範囲までとする。ただし、当該屋外タンク貯蔵所の空地の幅は、３メートル未満とすることはできない。 

 

 

危険物の規制に関する政令第 14 条第１項第４号（簡易タンク貯蔵所の基準）  

簡易貯蔵タンクは、容易に移動しないように地盤面、架台等に固定するとともに、屋外に設置する場合にあっては当該タン

クの周囲に１メートル以上の幅の空地を保有し、専用室内に設置する場合にあっては当該タンクと専用室の壁との間に 0.5

メートル以上の間隔を保つこと。 

 

 

危険物の規制に関する政令第 16 条第１項第３号（屋外貯蔵所の基準）  

危険物を貯蔵し、又は取り扱う場所の周囲には、さく等を設けて明確に区画すること。  

 

危険物の規制に関する政令第 16 条第１項第４号（屋外貯蔵所の基準）  

前号のさく等の周囲には、次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。ただし、第２類の危

険物のうち硫黄又は硫黄のみを含有するもの（以下この条、第 26 条及び第 29 条において「硫黄等」という。）のみを貯蔵

し、又は取り扱うときは、総務省令で定めるところにより、その空地の幅を減ずることができる。 

区分 空地の幅 

指定数量の倍数が 10 以下の屋外貯蔵所 3 メートル以上 

指定数量の倍数が 10 を超え 20 以下の屋外貯蔵所 6 メートル以上 

指定数量の倍数が 20 を超え 50 以下の屋外貯蔵所 10 メートル以上 

指定数量の倍数が 50 を超え 200 以下の屋外貯蔵所 20 メートル以上 

指定数量の倍数が 200 を超える屋外貯蔵所 30 メートル以上 

 

危険物の規制に関する規則第 16 条（屋外貯蔵所の空地の特例）  

令第 16 条第１項第４号ただし書（同条第２項においてその例による場合を含む。）の規定により、硫黄等（令第 16

条第１項第４号に規定する硫黄等をいう。以下同じ。）のみを貯蔵し、又は取り扱う屋外貯蔵所が減ずることができる空地

の幅は、当該屋外貯蔵所が同号の表に定める空地の幅の３分の１を保有することができる範囲までとする。 
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危険物の規制に関する政令第 18 条の２（移送取扱所の基準）  

移送取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、石油パイプライン事業法（昭和 47 年法律第 105 号）第５

条第２項第２号に規定する事業用施設に係る同法第 15 条第３項第２号の規定に基づく技術上の基準に準じて総務省

令で定める。 

 

危険物の規制に関する規則第 28 条の 16（地上設置）  

配管を地上に設置する場合は、次の各号に掲げるところによらなければならない。  

三 配管（移送基地の構内に設置されるものを除く。）の両側には、当該配管に係る最大常用圧力に応じ、次の表に掲

げる幅（工業専用地域に設置する配管にあっては、その３分の１）の空地を保有すること。ただし、保安上必要な措

置を講じた場合はこの限りでない。 

配管に係る最大常用圧力 空地の幅 

0.3 メガパスカル未満 5 メートル以上 

0.3 メガパスカル以上１メガパスカル未満 9 メートル以上 

１メガパスカル以上 15 メートル以上 
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移送取扱所の配管等の基準 

危険物の規制に関する政令第 18条の２（移送取扱所の基準）  

移送取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、石油パイプライン事業法（昭和 47 年法律第 105 号）第５

条第２項第２号に規定する事業用施設に係る同法第 15 条第３項第２号の規定に基づく技術上の基準に準じて総務省

令で定める。 

 

危険物の規制に関する規則第 28条の５（配管等の構造）  

配管等の構造は、移送される危険物の重量、配管等の内圧、配管等及びその附属設備の自重、土圧、水圧、列車荷

重、自動車荷重、浮力等の主荷重並びに風荷重、雪荷重、温度変化の影響、振動の影響、地震の影響、投錨による衝

撃の影響、波浪及び潮流の影響、設置時における荷重の影響、他工事による影響等の従荷重によつて生ずる応力に対して

安全なものでなければならない。  

２ 配管は、次の各号に定める基準に適合するものでなければならない。  

一 主荷重及び主荷重と従荷重との組合せによって生ずる配管（鋼製のものに限る。以下この項において同じ。）の円周

方向応力度及び軸方向応力度が当該配管のそれぞれの許容応力度を超えるものでないこと。  

二 配管の内圧によって生じる当該配管の円周方向応力度が当該配管の規格最小降伏点（配管の材料の規格に最小

降伏点の定めがないものにあつては、材料試験成績等により保証される降伏点とする。ただし、当該降伏点が、当該材

料の規格に定める引張強さの最小の値に 0.6 を乗じた値を超える場合にあつては、当該値とする。以下この条において

同じ。）の 40％以下であること。  

三 主荷重と従荷重の組合せによって生じる配管の円周方向応力度、軸方向応力度及び管軸に垂直方向のせん断応

力度を合成した応力度が当該配管の規格最小降伏点の 90％以下であること。  

四 橋に設置する配管は、橋のたわみ、伸縮、振動等に対し安全な構造であること。  

五 配管の最小厚さは、告示で定める基準に適合するものであること。ただし、告示で定める方法により破損試験を行った 

とき破損しないものは、この限りでない。  

３ 前項第一号の「許容応力度」とは、許容引張応力度、許容圧縮応力度、許容せん断応力度及び許容支圧応力度を

いう。この場合において、「許容引張応力度」及び「許容圧縮応力度」とは配管の規格最小降伏点に告示で定める長手

継手の継手効率を乗じた値を 2.0 で除した値（主荷重と従荷 

重との組合せに係る許容引張応力度及び許容圧縮応力度にあつては、当該 2.0 で除した値に告示で定める従荷重に

係る割増係数を乗じた値）、「許容せん断応力度」とは許容引張応力度に 0.6 を乗じた値、「許容支圧応力度」とは許

容引張応力度に 1.4 を乗じた値をそれぞれいうものとする。  

４ 前３項に規定するもののほか、配管等の構造に関し必要な事項は、告示で定める。 

 

危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示第６条（配管の最小厚さ）  

規則第 28 条の５第２項第５号本文に規定する配管の最小厚さの基準は、次の表の上欄に掲げる配管の外径に応じ
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て、それぞれ同表の下欄に掲げる値とする。  

配管の外径（単位 mm） 配管最小厚さ（単位 mm） 

114.3 未満 4.5 

114.3 以上 139.8 未満 4.9 

139.8 以上 165.2 未満 5.1 

165.2 以上 216.3 未満 5.5 

216.3 以上 355.6 未満 6.4 

355.6 以上 508.0 未満 7.9 

508.0 以上 9.5 

 

危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示第７条（破損試験の方法）  

規則第 28 条の５第２項第５号ただし書に規定する破損試験の方法は、次の各号に掲げる方法又はこれと同等以上の

衝撃力を配管に与える方法とする。  

一 配管の頂部と地表面との距離が 1.5ｍとなる掘さく溝の中に配管を設置し、配管の上部は露出しておくこと。  

二 配管は、次号の衝撃力を加えた場合に位置が移動しないように固定しておくこと。  

三 バケット容量が 0.6 ㎥の機械ロープ式バックホー型掘さく機のバケットを配管に最大の衝撃力を与える位置から落下さ

せること。 
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実態調査対象事業所一覧（移送取扱所関係） 

 事業所名（５０音順） 所在地 

１ 出光興産株式会社千葉事業所 千葉県市原市姉崎海岸2番地 1 

２ 出光興産株式会社徳山事業所 山口県周南市新宮町 1番 1号 

３ 出光興産株式会社北海道製油所 北海道苫小牧市真砂町25番地 1 

４ 岩倉化学工業株式会社メタヤード 北海道苫小牧市晴海町２３−１ 

５ NS スチレンモノマー株式会社大分製造所 大分県大分市大字中ノ洲 3番地 

６ エネオス株式会社大分製油所 大分県大分市大字一の洲 1番地 1 

７ エネオス株式会社鹿島製油所 茨城県神栖市東和田 4番地 

８ 大阪国際石油精製株式会社 千葉県市原市千種海岸 1番地 

９ 株式会社ダイセル姫路製造所網干工場 兵庫県姫路市網干区新在家 1239 

１０ 株式会社苫小牧協和サービス 北海道苫小牧市元中野町２丁目７番２９号 

１１ 株式会社レゾナック石油化学事業部大分コンビナート  大分県大分市大字中ノ洲２番地 

１２ コスモ石油株式会社 東京都港区芝浦 1-1-1 

１３ コスモ石油株式会社 堺製油所 大阪府堺市西区築港新町3-16 

１４ 住友化学株式会社大分工場 大分県大分市大字鶴崎2200番地 

１５ 姫路タンクターミナル株式会社 兵庫県姫路市大津区吉美429-4 

１６ 広畑ターミナル株式会社 兵庫県姫路市広畑区富士町１番地 

１７ 丸善石油化学株式会社千葉工場 千葉県市原市五井南海岸3番地 

１８ 三井化学株式会社市原工場 千葉県市原市千種海岸3番地 
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ＭＣＨ関連設備（脱水素装置）の基準 

危険物の規制に関する政令第 17条第 3項（給油取扱所の基準） 

次に掲げる給油取扱所については、総務省令で、前２項に掲げる基準の特例（第５号に掲げるものにあっては、第１項

に掲げる基準の特例に限る。）を定めることができる。 

 一 飛行場で航空機に給油する給油取扱所 

 二 船舶に給油する給油取扱所 

 三 鉄道又は軌道によって運行する車両に給油する給油取扱所 

 四 圧縮天然ガスその他の総務省令で定めるガスを内燃機関の燃料として用いる自動車等に当該ガスを充てんするための 

設備を設ける給油取扱所（第六号に掲げるものを除く。） 

 五 電気を動力源とする自動車等に水素を充てんするための設備を設ける給油取扱所（次号に掲げるものを除く。） 

 六 総務省令で定める自家用の給油取扱所 

 

危険物の規制に関する規則第 27条の 5（圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の基準の特例） 

令第 17 条第３項第５号に掲げる給油取扱所（水素を充塡するための設備は、圧縮水素を充塡するための設備に限 

る。以下「圧縮水素充塡設備設置給油取扱所」という。）に係る令第 17 条第３項の規定による同条第１項に掲げる基

準の特例は、第 27 条の３第３項から第５項までの規定の例によるほか、この条の定めるところによる。この場合において、同

条第３項及び第４項中「圧縮天然ガス等」とあるのは、「圧縮水素」とする。 

 

３ 圧縮水素充塡設備設置給油取扱所には、固定給油設備若しくは固定注油設備に接続する専用タンク、危険物から 

を製造するための改質装置に接続する原料タンク又は容量一万リットル以下の第二十五条で定めるタンク（以下この条に 

おいて「専用タンク等」という。）を地盤面下に埋没して設ける場合を除き、危険物を取り扱うタンクを設けてはならない。た

だし、都市計画法第八条第一項第五号の防火地域及び準防火地域以外の地域においては、地盤面上に固定給油設

備に接続する容量六百リットル以下の簡易タンクを、その取り扱う同一品質の危険物ごとに一個ずつ三個まで設けることが

できる。 

 

５ 圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第１号に掲げるものとし、当該設備は、第 

27 条の３第６項第２号、第３号及び第６号の規定の例によるほか、第２号及び第３号に定めるところにより設けなけ

ればならない。この場合において、第 27 条の３第６項第３号中「圧縮天然ガス等」とあるのは「圧縮水素」と、同項第６

号中「防火設備」とあるのは「第 27 条の５第５項第１号に規定する防火設備又は温度の上昇を防止するための装置」

とする。 

 一 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行う設備、混合燃料油調合器、尿素水溶液供給機、急速 

充電設備及び危険物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スタンド（一般高圧ガス保安規則第２条

第１項第 25 号の圧縮水素スタンドをいう。以下この項から第７項までにおいて同じ。）及び防火設備（同規則第６



  別紙６ 
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条第１項第 39 号の防消火設備のうち防火設備をいう。次項において同じ。）又は温度の上昇を防止するための装

置（同規則第７条の３第２項第 15 号、第 19 号及び第 20 号の温度の上昇を防止するための装置をいう。次項

において同じ。） 

  二 危険物から水素を製造するための改質装置の位置、構造及び設備の基準は、令第九条第一項第十二号から第十

六号まで、第十八号、第二十一号及び第二十二号の規定の例によるほか、次のとおりとすること。 

   イ 危険物から水素を製造するための改質装置は、自動車等が衝突するおそれのない屋外に設置すること。 

   ロ 改質原料及び水素が漏えいした場合に危険物から水素を製造するための改質装置の運転を自動的に停止させる

装置を設けること。 

   ハ ポンプ設備は、改質原料の吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇することを防止するための措置を講ずること。 

   ニ 危険物から水素を製造するための改質装置における危険物の取扱量は、指定数量の十倍未満であること。 
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製造所等の変更等に係る基準 

消防法第 11条（製造所等の設置、変更等）  

製造所、貯蔵所又は取扱所を設置しようとする者は、政令で定めるところにより、製造所、貯蔵所又は取扱所ごとに、次の

各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分に応じ、当該各号に定める者の許可を受けなければならない。製造所、貯

蔵所又は取扱所の位置、構造又は設備を変更しようとする者も、同様とする。  

一 消防本部及び消防署を置く市町村（次号及び第３号において「消防本部等所在市町村」という。）の区域に設置

される製造所、貯蔵所又は取扱所（配管によって危険物の移送の取扱いを行うもので政令で定めるもの（以下「移送

取扱所」という。）を除く。） 当該市町村長  

二 消防本部等所在市町村以外の市町村の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱所（移送取扱所を除く。） 

当該区域を管轄する都道府県知事  

三 一の消防本部等所在市町村の区域のみに設置される移送取扱所 当該市町村長  

四 前号の移送取扱所以外の移送取扱所 当該移送取扱所が設置される区域を管轄する都道府県知事（２以上 

の都道府県の区域にわたって設置されるものについては、総務大臣）  

 

５ 第１項の規定による許可を受けた者は、製造所、貯蔵所若しくは取扱所を設置したとき又は製造所、貯蔵所若しくは取

扱所の位置、構造若しくは設備を変更したときは、当該製造所、貯蔵所又は取扱所につき市町村長等が行う完成検査

を受け、これらが前条第４項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを使用してはならない。ただ

し、製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造又は設備を変更する場合において、当該製造所、貯蔵所又は取扱所のう

ち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部について市町村長等の承認を受けたときは、完成検査を受け

る前においても、仮に、当該承認を受けた部分を使用することができる。 



都道府県消防主管部長 殿

別添1

消 防 危 第 8 0号

昭和5 5年7月1日

消防庁危険物規制課長

「タンク冷却用散水設備に関する運用指針」及び「屋外タンク貯蔵所

に係る防火へい及び水幕設備の設置に関する運用基準」について

屋外タンク貯蔵所に係るタンク冷却用散水設備及び水幕設備については、 昭和51年1

月1 6日付け消防予第4号通達別添第1の「タンク冷却用散水設備に関する運用指針」及

び昭和5 2年4月2 8日付け消防危第7 5号通達「防火へい及び水幕設備の設置に関する

運用基準」により、 それぞれご指導願つているところであるが、 散水設備又は水幕設備の

設置に際しては、 これらの設備の一部又は消火設備の一部を相互に共用する場合が一般的

であることにかんがみ、 この場合における必要事項を追加するとともに両基準の調整、 合

理化を図ることを目的とし、 これらの基準について別紙の改正事項の概要に示す事項を内

容とする改正を行ったので、 今後は、 別添1及び別添2に示す「タンク冷却用散水設備に

関する運用指針」及び「屋外タンク貯蔵所に係る防火へい及び水幕設備の設置に関する運

用基準」により運用されるようお願いする。

なお、 これらの改正基準は、 昭和5 5年8月1日から適用するものとし、 昭和5 5年7

月3 1日以前に既に散水設備又は水幕設備に関する手続きの終了しているものについては、

従前の基準によることができるものである。

追つて、 貴管下市町村に対してもこの旨示達され、 よろしくご指導願いたい。

以下省略
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各都道府県消防主管部長 殿

別添2

消防危第4 0号

平成1 3年3月29日

消防庁危険物保安室長

製造所及び一般取扱所に係る保安距離及び保有空地について

先般、規制緩和推進3か年計画（改訂）（平成1 1年3月3 0日閣議決定）を受けて設

置された「石油コンビナー トに係る保安四法の合理化・整合化促進に関する実務者検討委

員会」において、石油コンビナー ト等災害防止法（昭和50年法律第84号）第2条第2

項に規定する石油コンビナ ー ト等特別防災区域に設置される製造所及び一般取扱所におけ

る、危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第3 0 6号。 以下「政令」という。）第

9 条第 1 項第 1 号二に規定する距離（以下「高圧ガス施設との保安距離」という。） 及び

同項第2号に規定する空地（以下「保有空地」という。）に係る基準の特例について、安

全性を損なわないことを前提に検討が実施されました。

この内容を踏まえ、 下記のとおり高圧ガス施設との保安距離及び保有空地の取り扱いに

係る運用を定めましたので、貴職におかれては、その運用に遺漏のないよう配慮されると

ともに、貴都道府県内の市町村長に対してもこの旨周知されるようお願いします。

記

1 高圧ガス施設との保安距離について

高圧ガス施設との保安距離については、 当該施設との位置関係等から安全上支障がな

いと判断できる場合には、政令第23条を適用して緩和することが可能であること。

なお、位置関係等から安全上支障がないと判断できる場合の例としては次の場合が考

えられること。

(I)ア及びイに適合している場合

ア 主な工程が連続していること。

イ 施設間に、延焼を防止できる耐火構造の壁又は隔壁があること。なお、新たに隔

壁を設置（保有空地内への設置は認められないこと。）する場合においては、既設

の消火設備で有効に包含できなくなる部分が生じないようにする必要があること。

(2)高圧ガス施設が保安目的のみの高圧ガス（不活性ガス）施設で、保安距離を保たな

ければならない製造所又は一般取扱所の専用施設である場合。

2 保有空地内を他の施設の配管が通過することについて

次の (I) 及び (2) のいずれにも適合している場合には、政令第 2 3 条を適用し、保有空

地に他の施設の配管を通過させることを認めて差し支えないこと。

(!)消防活動等に支障がないと認められる場合
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ア 他の施設の配管が、配管架台に整理して設置されていること。

イ 他の施設の配管が設置される配管架台は、次の（ア）及び（イ）に適合するものである

こと。

（ア）消防活動等に支障となる位置に設けられていないこと。

例としては、配管架台の支柱、プレース（筋交い）等の位置が消防活動の支障

とならないよう考慮して設置されている場合があること。

（イ）危険物の規制に関する規則（昭和34年自治省令第55号。以下「規則」とい

う。）第13条の 5第2号（ただし書きを除く。）に定める措置が講じられてい

ること。

ただし、規則第13条の5第2号本文と同等以上と認められる措置を講じた場

合はこの限りではない。

同等以上と認められる設備の例としては、当該架台に、散水設備を保有空地内に

存する配管架台全体を包含するように設ける場合があること。

ウ 他の施設の配管の流体は、次の（ア）から（ウ）のものと接触した場合において、危険

な反応を起こさないものであること。

（ア）当該製造所又は一般取扱所において貯蔵し、又は取り扱う物質

（イ）当該製造所又は一般取扱所に適用する消火剤

（ウ）保有空地内に存する配管の流体

工 他の施設の配管の流体が液体の危険物（固体の危険物を液状にして移送する場合

等を含む。）の場合は、有効に消防活動を行うことができる措置が講じられている

こと。

有効に消防活動を行うことができる例としては、当該配管架台の外側に、消防活

動に使用するための空地を確保する場合等があること。

(2)他の施設の配管が、万ー当該製造所又は一般取扱所の災害により破損した場合にお

いて、当該他の施設に火災又は爆発等の悪影響を与えないと判断できる場合

悪影響を与えない例としては、当該配管の破損に伴う関連施設の安全停止等の対策が

講じられている場合があること。
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各都道府県消防防災主管部長
東京消防庁・各指定都市消防長｝殿

別添3

消 防 危 第 4 9号
平成14年3月29日

改正令和6年3月消防危第48号

消防庁危険物保安室長
（公印省略）

製造所等において行われる変更工事に係る取扱いについて

標記のことについては、 「 製造所等において行われる工事に係る変更許可等の取扱い
について」（昭和61年12月26日付け消防危第121号。 以下 「121号通知」という。）
による運用をお願いしているところです。

今般、 「 軽微な変更工事」とは、変更許可を要しない変更工事であることを明確にす
るとともに、121号通知における「賓料の提出を要しない軽微な変更工事」及び「資料
の提出を要する軽微な変更工事」の趣旨を明確にしました。すなわち、 「 賓料の提出を
要しない軽微な変更工事」とは、軽微な変更工事のうち、資料等による確認を要さない
ものであり、また、 「 資料の提出を要する軽微な変更工事」は、資料等による確認を要
する変更工事であって、確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しないものとしま
した。

また、121号通知別添について、変更工事の種類を細分化するとともに、軽微な変更
として許可を要さないものの範囲の見直し行いました。

これらを踏まえ、121号通知の見直しを行い、下記のとおり製造所等において行われ
る変更工事の取扱いについて定めました。これに伴い 121号通知は廃止します。
つきましては、貴管内の市町村に対してもこの旨周知されるようお願いします。

記

1 基本的事項
製造所等において、維持管理を目的とする工事が行われる結果、製造所等に変更が

生じる場合において、消防法（昭和23年法律第186号。以下「 法」という。）第11条
第 1 項本文後段の規定による許可を要しないものとして取り扱う範囲については明
文の規定はないが、同条同 項及び同条第2項の解釈上、法第10条第4項の位置、構



造及び設備の技術上の基準（以下単に 「基準」という。）の内容と関係がない工事に

ついては、変更の許可を要しないものである。したがって、製造所等を構成する部分

のうち危険物以外の物質を貯蔵し、又は取り扱う部分（以下 「非対象設備」という。）

については、位置の基準並びに消火設備及び警報設備の基準以外の基準の適用はない

ので、非対象設備のみの変更が行われる場合において位置又は消火設備若しくは警報

設備に変更を生じないものについては、変更の許可を要しないものであるが、危険物

を貯蔵し、若しくは取り扱う部分（以下 「対象設備」という。）又は対象設備と非対象

設備の両方の部分に関して行われる工事については、基準の内容との関係により変更

許可を要するかどうかについて判断する必要が生ずることになるものである。

ただ、製造所等を構成する機器は相互に密接に関連しつつ一体として施設を構成し

ており、また、変更の内容もさまざまであることから、変更が行われる結果、基準の

内容と関係が生じるかどうかは、すべて事前に明白であるわけではなく、他方、形式

的には基準の内容と関係が生じる場合においても、その内容が軽微であるために保安

上の問題が生じないものまで変更許可を要することとすることは、いたずらに申請者

に負担をかけるだけで、事務の効率的な運用の観点からも適当ではない。したがって、

変更工事については、 当該変更工事が、基準の内容と関係が生じないもの若しくは保

安上の問題を生じさせないものであることが明白である場合又は保安上形式的には

基準の内容と関係が生じるが、保安上の問題を生じさせないものであることが資料等

の確認により判断できる場合には、当該変更工事を「軽微な変更工事」として変更許

可を要しないものとすることができるものとする。

2 具体的運用に関する事項

(1) 工事の内容が極めて軽微であることから、基準の内容と関係が生じないこと、又

は、保安上の問題を生じさせないことが明白であるものについては、資料等による

確認を要することなく、「軽微な変更工事」として変更許可を要しないこととする

ことができるものとし、この場合においては、事後における資料等の提出も要しな

いものとする。

(2) 基準の内容と関係が生じるかどうかについて確認する必要があるものについて

は、「確認を要する変更工事」として事前に工事の内容を資料等により確認をする

こととしこの場合において、工事の内容が、基準の内容と関係が生じないものであ

ること又は保安上の問題を生じさせないものであることが明らかになった場合は、

「軽微な変更工事」として変更許可の手続を要しないこととすることができるもの

とする。

変更工事が、保安上の問題を生じさせないものであると判断するための要件を

あらかじめ一律に定めることは困難であるが、 一般的には、少なくとも次の要件を



満たす必要がある。

ア 変更工事に伴い、製造所等の許可に係る危険物の品名、数旦又は指定数量の倍

数の変更がないこと。

イ 変更工事に伴い、位置に係る技術上の基準に変更がないこと。

ウ 変更工事に伴い、建築物又はエ作物の技術上の基準のうち、防火上又は強度上

の理由から必要とされる基準に変更がないこと。

工 変更工事に伴い、通常の使用状態において、可燃性蒸気又は可燃性微粉の滞留

するおそれのある範囲の変更がないこと。

なお、この場合において資料等による確認を実施する範囲は、工事の内容を前記

の観点から判断する上で必要な最小限のものとするよう配慮されたい。

(3) 工事の形態により、変更許可を要する工事と（2）の「確認を要する変更工事」と

が同時に行われる場合には、変更許可申請時に資料等による確認を実施して差し支

えないものである。この場合、 (2)の工事が軽微な変更工事となった場合には、当

該工事に係る部分については、変更許可に係る完成検査は要しないものである。

(4) 製造所等において行われる変更工事に係る判断のフローは図 1に示すとおりで

ある。また、「軽微な変更工事」及び「確認を要する変更工事」に関する具体的な

判断資料については、別添のとおりであるが、別添に掲げられていない工事であっ

ても、変更の程度がこれらの例の何れかと類似又は同等であると認められるものに

ついては、 2(1)アからエの判断基準を参考に、同じ取扱いをして差し支えないも

のである。

(5) 「資料の提出を要する軽微な変更工事」に関する資料の提出方法については、消

防機関の窓口に提出する方法以外にも、電子メール等を活用して差し支えないこと。

3 火花を発する器具の使用に係る手続き

変更工事に伴い溶接溶断等火花を発する器具を使用する場合は、製造所等に係る火

災等の災害防止のため、法第 16条の 5に規定する資料の提出に基づき、公示性のあ

る市町村長等の規則等によって、その使用場所及び周囲の状況等に係る資料の提出を

求めることが可能であること。

ただし、許可申請、法第 11条第5項ただし書きの規定による申請又は市町村条例

に定める届出等において、溶接溶断等火花を発する器具の使用場所等が確認できる場

合は、申請者に負担とならないように、同様の届出を重複して求めることのないよう



にすること。

4 その他

予防規程を定めなければならない製造所等において、「軽微な変更工事」を実施し

た場合は、危険物の規制に関する規則第60条の2第1項第 13号の規定に従い、製造

所等の位置、構造及び設備を明示した書類又は図面に、実施日及び内容等を記録して

おくこと。

なお、予防規程を定めなければならない製造所等から除かれるものにあっても、 「軽

微な変更工事」を実施した場合は、同様に明らかにしておくことが望ましいものであ

ること。

以下省略
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第４章 有機ハイドライド方式の水素スタンドに係る検討 

 水素スタンドには、炭化水素等から水素を取り出すための改質装置を施設内に設置して

いる、いわゆるオンサイト型のものがあり、消防法令上も給油取扱所への併設基準におい

て規定が設けられているところである。 

今般、新たなタイプのオンサイト型水素スタンドとして、有機ハイドライド方式の水素

スタンドに係る技術開発が進められており、危険物施設において設置することができるよ

う検討が求められている。 

 本検討会では、有機ハイドライド方式の水素スタンドが実用化された場合の設備構成や

運用形態として、現時点において想定されている内容を前提に、消防法令の適用関係の整

理、既存の水素スタンドとの比較等を行い、給油取扱所に併設する場合の安全対策につい

て検討を行った。 

4.1 有機ハイドライド方式の水素スタンドに係る安全対策の基本的な考え方 

（１）有機ハイドライド方式の水素スタンドの概要 

有機ハイドライド方式の水素スタンドは、図 20に示すとおり、スタンド内で有機ハ

イドライド（メチルシクロヘキサン（MCH））をトルエンと水素に分離し、取り出した水

素を用いて燃料電池自動車に供給を行うものである。（※ハイドライド（hydride）。水

素化物。現在国内の水素スタンド関連ではトルエンに水素添加したメチルシクロヘキサ

ンを指す用語として「有機ハイドライド」が用いられている。）

有機ハイドライド方式による水素供給の特長としては、表 13に示すとおり、メチ

ルシクロヘキサン（MCH）及びトルエンはいずれも液体（第４類第１石油類）であ

り、石油燃料と同様の取扱いができること、エネルギー密度が高いため、一度に大量

の貯蔵・輸送が可能となることが挙げられる。 

図 20 有機ハイドライド方式の水素スタンド概念図 

晃 渥美
ハイライト表示
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表 13 ガソリン、メチルシクロヘキサン、トルエンの物性値 

  有機ハイドライド方式の水素スタンドは、主にメチルシクロヘキサン地下タンク、

気化器、脱水素反応器、冷却器、圧縮機、トルエン地下タンク等から構成される（有

機ハイドライド方式の水素スタンドのモデルフローと各箇所における流体の性状につ

いては、図 21及び表 14を参照。） 

メチルシクロヘキサンから水素を取り出す方法としては、気化器において気化され

たメチルシクロヘキサンを、脱水素反応器において、一般的な熱媒油により 300℃～

400℃に加熱し、水素とトルエンに分離した後、冷却器や圧縮機等を通じて水素を取

り出すものである。 

図 21 有機ハイドライド水素供給設備のモデルフロー 

必要に応じ水素除去装置 
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表 14 図 21各箇所における流体の性状 

  L：液体、V:気体 

（２）有機ハイドライド方式の水素スタンドの安全対策に関する先行研究 

有機ハイドライドを用いて水素を精製する施設は、国内において、国立研究開発法

人産業技術総合研究所「再生可能エネルギー研究センター」に脱水素反応器等の実証

施設があるが、改質装置に活用可能な有機ハイドライド利用に係る技術開発等が進め

られているものであり、国内に有機ハイドライド方式の水素スタンドとしての実例は

ない。 

平成 28 年から平成 29年までの２カ年において、国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）の委託により、一般財団法人石油エネルギー技術セン

ターが、有機ハイドライド方式の水素スタンドに係るリスク評価と技術基準案の検討

を行っている。当該検討は、消防法令等を適用させた場合の安全対策のあり方を検討

したものである（JPECにおける検討の概要は参考 13を参照。）。 

本検討会では、JPECが作成した「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基

準案」に示される安全対策が講じられることを前提として、有機ハイドライド方式の

水素スタンドに対して現行の消防法令に係る技術基準を適用させた場合の考え方を整

理した。 

（３）有機ハイドライド方式の水素スタンドに係る消防法令の適用関係の整理 

有機ハイドライド方式の水素スタンドにおいて、メチルシクロヘキサン（MCH）か

ら水素を取り出す工程は、消防法令上の危険物であるメチルシクロヘキサン（MCH）

及びトルエンを貯蔵等するため、消防法が適用されることとなる（取り出した水素を

圧縮し、充塡する工程は、高圧ガス保安法が適用される。）。 

給油取扱所に有機ハイドライド方式の水素スタンドを併設する場合、メチルシクロ

ヘキサンから水素ガスを取り出す脱水素反応器等が従来の改質装置の目的と類似して

いると考えられることから、現行の消防法令に規定される改質装置を設置する圧縮水
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素充塡設備設置給油取扱所として取り扱うことができると考えられる。 

また、有機ハイドライド方式の水素スタンドを単独で設置する場合は、「危険物規

制事務に関する執務資料の送付について」（平成 28年３月１日付け消防危第 37号）

に基づき、一般取扱所として取り扱うこととされている。 

（４）従来の水素スタンドと有機ハイドライド方式の水素スタンドとの消防法上の構成機

器の比較 

従来の改質装置を設置する水素スタンドと比較した場合、有機ハイドライド方式の

水素スタンドの一般的な構成機器に対する消防法令上の位置づけは表 15のとおり整理

することができる（従来の改質装置を設置する水素スタンドのイメージは図 22を、有

機ハイドライド方式の水素スタンドを給油取扱所に設置した場合のイメージは図 23を

参照。）。 

改質装置の特性として、有機ハイドライド方式のものは、灯油等を改質する方式のも

のと比較して、反応温度が低いタイプが開発されている。参考 14に示す機器の安全措

置等からも同様の設備として扱うこととして差し支えないと考えられる。 

消防法令上、図 23 の灯油地下タンクは危規則第 25 条第２号に規定される「ボイラ

ー等に直接接続するタンク」に、メチルシクロヘキサン地下タンクは危規則第 27 条の

５第３項に規定される「原料タンク」に、トルエン地下タンクは危規則第 25 条第１号

に規定される「廃油タンク」（トルエンを水素取り出し後の残渣物と整理）と整理する

ことができる。 

この考え方に基づき、有機ハイドライド方式の水素スタンドに対して現行の消防法

令を適用させた場合、以下の２点について考え方を整理する必要がある。

ア 危規則第27条の５第５項第二号ニには「危険物から水素を製造するための改質

装置における危険物の取扱量は、指定数量の十倍未満であること」と規定がある

が、危険物から水素を製造するための改質装置（脱水素システム）のメチルシク

ロヘキサンの取扱量は、28,800L/日、指定数量 144 倍と想定されており、現行

法令で規定されている指定数量の倍数（十倍未満）を超過すること。

イ 危規則第 27 条の５第３項には「廃油タンクの容量は一万リットル以下」とする

規定があるが、廃油タンク（トルエンタンク）の容量が三万リットルとなる場合が

あり、現行法令で規定されている容量（一万リットル以下）を超過すること。
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表 15 有機ハイドライド方式の水素スタンドの一般的な構成機器と技術基準 

※技術基準を適用させた場合の対応表については、参考 15を参照。

構成機器 適用が想定される技術基準 

危険物から水素を製造するための改質装置

（脱水素システム） 

危規則第 27条の５第５項第二号 

圧縮機 危規則第 27条の５第５項第三号二 

蓄圧器 危規則第 27条の５第５項第三号ホ 

水素ディスペンサー 危規則第 27条の５第５項第三号ヘ 

ガス配管 危規則第 27条の５第５項第三号ト 

燃料タンク（灯油地下タンク） 危規則第 27条の５第３項及び第４項 

原料タンク 

（メチルシクロヘキサン地下タンク）

危規則第 27条の５第３項及び第４項 

廃油タンク（トルエン地下タンク） 危規則第 27条の５第３項及び第４項 
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図 22 現行の改質装置を有する圧縮水素スタンドを設置した給油取扱所のイメージ 

図 23 有機ハイドライド方式の水素スタンドを設置した給油取扱所のイメージ 
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4.2 有機ハイドライド方式の水素スタンドを給油取扱所に併設する場合等に講じるべき

安全対策の検討 

  有機ハイドライド方式の水素スタンドは、国内に実例はないものの、実用化された

場合に想定されている設備構成や運用形態を前提とした消防法令の適用関係の整理等

から、給油取扱所内に併設する場合等に講ずるべき安全対策は、次のとおり考えるこ

とができる。 

（１）メチルシクロヘキサンの取扱量が消防法令に規定される取扱量を超過することにつ

いて 

危規則第 27 条の５第５項第二号ニの規定（危険物から水素を製造するための改質装

置における危険物の取扱量は、指定数量の十倍未満であること）は、平成 16 年度検討

会報告書において、「併設される水素スタンドの実態予測により、当面は取扱量を制限

する」と記載されており、これを踏まえ、基準が整備されたものである。

有機ハイドライド方式の水素スタンドの脱水素システムは、従来の改質装置では反

応温度が 900℃近くあり、直火バーナーで反応管を加熱するのに対し、有機ハイドライ

ド型では反応器は、熱媒加熱で 400℃以下であること、脱水素システム内及び配管内等

地上部での瞬間停滞量は 1500～3000 リットル（指定数量の 7.5～15.0 倍）であり大部

分は地下タンク内に貯蔵されること、また、「有機ハイドライドを用いた水素スタンド

の技術基準案」においては、150 倍程度の危険物を取り扱うことを前提としてリスク評

価が行われ、安全対策が示されていることから、当該技術基準案に基づく安全対策が講

じられることにより、安全性を確保できると考えられる。

（２）廃油タンク（トルエンタンク）の容量が消防法法令に規定される容量（一万リットル）

を超過することについて 

危規則第 27条の５第３項の規定（廃油タンクの容量は一万リットル以下とすること）

は、給油取扱所の実態上、１日の廃油排出量は数十リットル以下であり、廃油タンクの

容量として支障のない量である１万リットルとされたものと考えられる。

従来の廃油タンクとトルエンタンクにおける危険物の取扱いを比較した場合、廃油

タンクからの危険物の抜取り頻度に比べてトルエンタンクからのトルエンの抜取り頻

度が高くなるが、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」では当該危

険物の取扱いに対するリスク評価に基づく安全対策が示されていることから、トルエ

ンタンクの容量が３万リットルとなることについては、当該技術基準案に基づく安全

対策が講じられることにより、安全性を確保できると考えられる。

（３）有機ハイドライド方式の水素スタンドを単独で設置する場合の考え方 

単独で設置される有機ハイドライド方式の水素スタンドについては、一般取扱所と

して取り扱われるが、施設の周囲に防火塀を設ける等、給油取扱所に併設される場合
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と同じ安全対策が講じられることにより、同様の形態で設置することが可能と考えら

れる。 

（４）今後の課題 

上記（１）～（３）においては、有機ハイドライド方式の水素スタンドとして現時

点において想定されている内容を前提に、給油取扱所に併設する場合に必要と考えら

れる安全対策を定性的に検討しているが、実際の水素スタンドにおける実例がないこ

とから、今回とりまとめた安全対策が必要十分なものであるか否かについて、実際の

水素スタンドにおいて具体的な設計や運用に関する検証を進めることが適当と考えら

れる。 
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第５章 まとめ  

（１）水素スタンドを併設する給油取扱所の停車スペースの共用化に係る安全対策の 

あり方 

 水素スタンドを併設する給油取扱所における停車スペースの共用化については、天

然ガス検討会で検討された事故のシナリオの例に基づき、燃料電池自動車下部へのガ

ソリンの流入及び火災による燃料電池自動車の高圧ガス容器への安全弁からの火炎の

噴出等が生じないよう、水素スタンドにおける事故想定の各パターンごとに各進展フ

ェーズにおいて必要な安全対策をまとめた。 

主な安全対策としては、水素充塡のための停車スペースへのガソリンの流入防止措

置、固定給油設備からのガソリン流出の防止・低減措置、事故時における給油の緊急停

止措置を講ずることとし、これにより給油空地等に水素ディスペンサーの設置を可能

とするものである。 

（２）液化水素ポンプ昇圧型圧縮水素スタンドを併設する給油取扱所の安全対策のあり方 

 液化水素ポンプ昇圧型圧縮水素スタンドの固有の構成設備である液化水素ポンプに

ついて、平成 26 年度検討会と同様の考え方及び輻射熱計算の方法により、ガソリン

火災の輻射熱の影響を検証した結果、障壁を設けることにより、輻射熱の影響を低減

できることが確認された。 

  このことから、高圧ガス施設として安全対策が講じられることを前提として、液化水

素ポンプ昇圧型圧縮水素スタンドを給油取扱所に併設する場合についても、現行の液化

水素を用いるスタンドを併設する場合の安全対策を講ずることで対応できると考えられ

る。 

なお、消防法令の技術基準においては、液化水素ポンプ等が規定されていないこと

から、現行の水素スタンドの構成設備の規定例を参考に、位置づけを明確にすること

が必要である。現行の消防法令に基づく安全対策が講じられることにより、安全性を

確保できると考えられる。 

また、水素スタンドに係る高圧ガス関連施設については、今後も様々な仕様のもの

が設置される可能性があるため、消防機関等においてガソリン火災の影響の有無を検

証できるよう、消防庁において平成 18年度に作成・配付したシミュレーションツー

ルを本検討会において改定し、周知、活用に努めることが重要である。

（３）有機ハイドライド方式の水素スタンドを併設する給油取扱所の安全対策にあり方 

給油取扱所に有機ハイドライド方式の水素スタンドを併設する場合には、消防法に

規定のある改質装置を設置する圧縮水素充塡設備設置給油取扱所として取り扱うこと

ができ、メチルシクロヘキサンの取扱量や廃油タンクの容量が現行の消防法令に規定

される技術基準に適合しないことについては、「有機ハイドライドを用いた水素スタ
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ンドの技術基準案」に基づく安全対策が講じられることにより、安全性を確保できる

と考えられる。有機ハイドライド方式の水素スタンドを単独で設置する場合について

も、給油取扱所に併設される場合と同じ安全対策を講ずることにより、同様の形態で

設置することが可能である。

このため、「有機ハイドライドを用いた水素スタンドの技術基準案」については、

各事業者において遵守されるよう、自主基準化されることが適当である。 

今後、有機ハイドライド方式の水素スタンドの実用化を進めていく際には、実際の

水素スタンドにおける実例がないことから、今回とりまとめた安全対策が必要十分な

ものであるかを商業ベースにおける水素スタンドにおいて検証を行い、具体的な設計

や運用について知見の集約を進めることが適当と考えられる。
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ー 総則

ー 目的

この技術基準は、有機ハイドライドを用いた水素スクンド（以下、有機ハイドライド水素スタン

ド）設置事業者がこの基準を遵守することにより災害を防止し、公共の安全を確保することを目的

とする。

有機ハイドライドを水素キャリアーとして利用する水素供給設備（以下、有機ハイドライド水素

供給設備）の実用化開発が進められている。有機ハイドライドは石油燃料と同様に常温での液体輸

送貯蔵が可能であり、水素スタンドにおける水素供給設備の原料としての利用が検討されている。

現行の消防法を適用した場合、有機ハイドライド水素供給設備は危険物取扱施設と見なされるた

め、有機ハイドライド水素供給設備を市街地の水素スタンドに設置するためには、距離や保有空地

の見直しが必要である。さらに、建築基準法においては、有機ハイドライドによる水素製造は「自

動車に充てんするための圧縮水素の製造で一定の製造設備を用いる施設（国交省告示356号）」に

含まれていないため、現状では工業地域及び工業専用地域にしか設置できない。

そこで、有機ハイドライド水素スタンドについてリスク評価を実施して安全対策のあり方を検討

し、有機ハイドライド水索供給設備を既存の水素スタンドと同様の用途地域に設置可能とするため

技術基準を策定する。

2. 適用

本技術基準は、一般高圧ガス保安規則第7条の3に基づいて建設される圧縮水素スクンドのうち、

「オンサイト型水素スタンド（スタンド内の改質装置で水素製造）」の改質装置と同様な位置付けと

なる有機ハイドライド水素供給設備から圧縮水素スタンドの圧縮機手前までの部分に適用すること

を原則とする。ただし、有機9ヽ イドライド水素供給設備を設置した水素スタンド全体に係る技術基

準に関しても必要と思われるものは本 9術基準に記載している。

図ー1に水素スクンドおける有機ハイドライド水素供袷設備の位置付けを示す。
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図ー1 水素スタンドにおける有機ハイドライド水素供給殷傭



なお、本案における有機ハイドライド水素供給設偏は以下の要件をみたすものとする。

・有機ハイドライ ド水紫供給設偽で取り扱うガスの圧力は111Pa未満であること。（高圧ガス保

安法上の高圧ガス殷備に該当しないこと。）

有機ハイドライド水素供給餃備の原料である有機ハイドライドは、メチルシクロヘキサン（以

下MCH)に餌する。

MCHと脱水素反応後に副生するトルエンの性状は下記のとおりである。

（参考）

表ー1 プロセス流体

がリリン ”が9Vしtリン
(MCH) 

-127℃ 

O. 7694g/cm1 
(20℃) 

110.6℃ 
5.73kPa(25℃) 

3.4（空気＝l)

258℃ 
-6℃ 

1.2~6.7% 

Mlン いずれb第4寧 1石油頑

融点

液体；；；度

濤点範囲

窯気圧

素廻度

自然発火温度

引火点

江の

;S-40℃ 

0.70~0.78g/cm' 
(15℃) 

17~220℃ 

so~93kPa(37.8℃) 

3~4（空気＝1)

約300℃
:S-40℃ 

1~7％（推定）

-95℃ 

0.8679/cm' 

(20℃) 

101℃ 

!3.3kPa(25℃) 

3.2（空気•1)

536℃ 

4.4℃ 

1.2~7.1% 

G》

゜ ゜
R ① ⑤ ⑦ ③ 

量入化口・II*•入〇'r .. ..出口.. 分霞• *•入If口●● PŜ  PŜ  索ス出O 入口 出

（卜≫D璽 ）

円 L v V L V V V V 

重重（℃） 2量 2OO  300-400 •o 40 

｀゚
40 40 

丘力{kPaG) 50-500 50-500 S0-500 竃圧 50-S00 700-980 700•980 20-SO 

暴大濾劃kg/h) 1,400 1,400 1,400 1,300 199 112 ” 58 

.,.凜量(kQ/h) 900 函
..., 800 126 7● 

゜
2鼻.. H, 

゜ ゜
73-7S < 0.2 > .. >●8 .... .. 4797 

(m心）

゜ ゜
2●-2S 9 .. <s く9 .... トルエン

く 2/7ppm
MCH 100 100 C・3 1•10 く1 く9 0•5 

L：液体、V：気体

図ー3にMCH供給設備のモデルフローを、図ー4にトルエン回収設傭のモデルフローを示す。

JXTG 廣侭り・ヤJ.sos 詔和化学sos 関東｛~sos より

3. 殷傭モデルフローとレイアウト

図ー2に有機ハイドライド水素供給殺備のモデルフローを示す。また、表ー1にプロセス流体の

状慇を示す。

トルエン

清鶴水←

l | 
¥、i
'--i必 に応じ水素餘去攘置
！ 

図ー2 有機ハイドライド水素供給設偏のモデルフロー
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有機ハイドライド水素スタンドの例として、給油取扱所に併殷する場合のモデルレイアウトを

図ー5に示す。
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4 関運する法規と対応する自主基準

本技術基準は、有機ハイドライド水素スタンドが、

・消防法

．危険物の規制に関する政令

．危険物の規制に関する規則

・高圧ガス保安法

・一般高圧ガス保安規則

・毒物及び劇物取締法

等、該当する現行の関連法規に定められた基準が遵守されていることを前提としている。

また、本技術基準案は、参考となる法規として、有機ハイドライド水素供給設偏を既存の水寮ス

タン ドと同様の用途地域に設置可能とするために適用あるいは準用すべきものを技術基準に学げて

いる。 これらの基準の他に新たに整備すぺき基準を加え、 自主基準として制定するものである。

関連する法規と自主基準の対応を、給油取扱所に併餃せず巣独設置する場合を表ー2に、給油取

扱所に併設設置する場合を表ー3に示す。

尚、給油取扱所に併設せず阜独設置の場合の自主基準は、給油取扱所に併殷殷置する場合と同様

の項目とする。

表中の法規の略語は次の通りである。

法 ： 消防法

（例法 14-3-2 ；第14粂の3の 2)

危政令 ： 危険物の規制に関する政令

（例危政令9(1)⑯ ；第9粂第1項第16号）

危則 ： 危険物の規制に関する規則

（例危則！3--4 ；第13条の4)

高一般則 ： 一般高圧ガス保安規則

（例高一般則7-:l(l)① ；第7条の3第 1項第1号）

襄劇法 ： 毒物及び劇物取締法

告示等は次のように記載した。

（例1!24危 197 ；消防危197号平成24年）

表ー2 関連する法規と自主基準の対応（給油取扱所に併設せず単独設置する福合）

対象
で竺，土餌基準）

該当また1勾~とな
設備 分類 る法令

自主基準（単独型） 備考

説水 全般 安全弁餃量 危政令9(1)@ 1 説水素裟量の安全装 危政令9(1)fl噸、⑪、⑪．⑫

素 危則27-5(5)(2) 置 一般取扱所の基準として準用される

装置 躾造所の基＊1)
圧縮水素充填設傭設置給油取扱所
の基準の特例を準用＊4)

停の自動停止措置 H26危197 r危険物誨設の震災工対索ガイドフ
ィン」を活用した危険物篤設の震災
等対策の推進について（通知）

ti装111空気圧力仕下峙の 2脱水素装置の計装月I新規l二策定する自主基準

自動停止撞● 空気圧力の低下時の自動
停止措置

外面六食字を防止する揖置 危政令9(1)Rニ． *1) 
危剛 13-4 配音外iii防食措置

静電気除去措置 危政令9(1)@ *1) 

材料 適切な材料選定（金属） 危政令9(1)⑪ *1) 
高一般隅7-3(1ゆ 水素スタンドの基準該当基準は畜

一般則 6-1(1)@ガス設偏に使用
する材料＊2)

適切な材料選定（シール材） 危政令9(1)⑪ *1) 
高一般則7-3(1)(l) *2) 

検査・点検 定期的な気密性鮨の確認 法14-3-2.
危政令8-5,
危JIIJ62-4. H3危
48 

定間的な検査（ポイラー及び ポイラー及び圧力容

圧力容彗） 彗安全ガ測

M ポンプ ばポンブ出口鋼圧力翼常 危政令9(1)ll) 1 脱水素装置の安全装 *1) 

闊り 警鍼及び停止インター09ク 置

配管饂動防止対策 危則13-5(1)(0(2) *1)より該当する配管の基準

基驀／アンカーポルト餃計 3.ポンプ装置の囚定 新規に策定する自主基準

（趣置峙転対）
MCHポンブ出口鋼に安全弁 危政令9(1)@ I.説水素装量の安全装 *1) 

設置 量
Mンポンブ出口劃に違斯弁 危政令9(1:@ *1) 

鮫

気化彗悶リ 聟化彗出口傭濃度舅常警 危政令9(1)'1} *1) 
輯及び停止インク--0-Jク

気化彗出口傭圧力翼常警 危政令9(1通；l *1) 
帽及び停止インタ--o-)，，

駁水素 説＊棄反応彗及び脱磁反 危政令9(1)1} *1) 

反応器 応彗出口傭温度具＊警輯
及び停止インタ—Oック

冷却器及び 冷却暑及び分離霧出口（賓 危政令9(1)9 *1) 

分纏機凩り 相）冑温度翼零警帽及び停
止インター〇ック

冷却鱈及び分離11出口（鸞 危政令9(1)@ *1) 

相漕9こ安全弁霞・
冷却塁及び分纏醤出口（液 危政令9(1)⑭ *1) 

相漬に遣甑弁霞・
水素圧縮懐及び 水棄圧綸櫨入口（鸞相漬圧 危政令9(1)R *1) 

精製彗悶り 力貴常警輯及び停止インタ
-0ック
水素圧緯櫨出口（気相lll温 危政令9(1)8) *1) 
賓翼常警輯及び停止インタ
-e,-'ク

水素圧纏攘出口（気相漬匠 危政令9(1)@ *1) 

力異常警輯及び停止インタ
-0ック

6
 

7
 



対象

で竺は餌這準）
該当または◆肴とな

設傭 分類
る法令

自主基準（単禎型） 傭考

水素圧纏讐出口（気相潰9こ 危政令9(1)⑭ *ll 
安全弁殷

水饗圧纏纏出口（濠相漬9こ 危令9(1冷 *1) 
遮鰤弁紐

水鋼r鸞遭精襲弁11殿出量口（讐品＊攣）危政令9(1冶 *1) 

＊責糟●●出口（オフガス）危9(1洒 *1) 

鱒に圧力員常讐籠及び停止

インタ一〇ック

＊傭f量::j糟〇麟●弁鬱駁出口（オフガス）危政令9(1)@ *1) 

熱艶It 檜鵬●＂入口働 に遍廠弁 危政令9(1)0 *1l 
扇り 1 ... 

艶蝶●疇ラインの温度員常 危政令9(1)(り *1) 
●籠及び停止インタ---0-J，，

艶蝶書環ラインの圧力翼常 危政令9(1冷 *1) 
●帽及び停止インター0・ノク

艶繊加艶炉翼倉警籟と停止 危政令9(1)@.Q}J⑮ *1) 
インタ----o-,ク

ヒューマン いたずら撮作対贅
|危紅げ2274((61畑)Cl). 

襲遣所等への係員以外立ち入り禁

ファクター 止措置

諷掃作訪止対箪 4 脱水棄装霞鱗操作の 新規に策定する自主基準
防止措置

天災 感霞鑢●による停止インタH郊危1祁 5.感震蓑置による説水素 「危険物崖殷の震災等対策ガイドフ
西ク 急 28-35 禁量の自動停止揖置 インJ左活用した危険物篇餃の震災

等対策の崖道に-:,c.,u通知）
新規に策定する自主基準（特定移

送取扱所頃様）
ハザード 感璽績●1こよる停止インク H26愈 136 「危険物篇1!!の震災等対策ガイドラ

規模修減 → Jク 危鰐28-35 インJを活用した危険物編設の震災

等対策の帷遍にコ，ヽて（通知）

新規に策定する自主基準（特定移

送取撮所と同様）

可燃性物貫の漏えい検知と 危政令9(1)@ *1) 
停止インク一〇汎9

肇●の因定 6.駁水素装●の国定 新規に策定する自主基準

ハザード 臥鱚馴りの危険物漬 危政令9(1)@ *IJ 
影響匠減 出防止餃傭（不浸透床材

用、傾斜及び油水分離糟）

駁稟貧・凰＇Aこ防火讐鮫 危 28-59(2冷 7.説水棄彗量厨11!1への 専ら誌替え作彙を行う一般取撮所
． 防火螢殷量 の特惰を準用＊3)
●圧鮫傭との嶋界に庫鸞餃 危 27-5(6) 8 脱水素餃傭への戴壁 圧縮水素充填殷傭餃量給油取援所
． 設置 の基準の特例を準用＊4)

・嶋嶋剛コ火• 危 2S→9(3 7.説水素蓑量層1111への *3) 
防火璧設置

檜水溝及び濤水分纏畔霰 危 2B-58(2ゆ ． 9説水素装置からの危険 専ら充てん作集を行う一般取扱所の• 危 28-59(2)3) 物の外鱈への浅出防止揖 特例を準用＊5)
量 *3) 

水素 全般 篇 危鰊物が浸還しない●縞 危 9(1)1!D. 9.説水素装置力もの危険 *1) 
スク (II!!水棄菫•• 1iii収空嶋を 危 28-58(2x, 物の外●への泣出防止措 *5) 
ンド 遍加） 危 28-59(2双 霞 *3) 

42.トルエン回収空地の
鑢装・溝霞及び洟出防止

措量

可鐵性ガスの湯奮しない鯛 危 28-58(2ゅ． 10.可燃性ガスの濤Iiiし *5) 
遣 危 28-59(2ゆ ない構造 *3) 

対象

宅は餌基準）
該当または．考とな

設蟷 分類
る法令

自主基準（皐独型） 傭考

危績物の濁誓・澱出防止鮫 危 28-58(2ゅ． 9説水稟稟位・bもの危 *5) 
． 危28-59(2~ 験物の外繹へのlll:出防止 *3) 

措置

42.トルエン回収空墟の
鯖装・濤留及び減出防止

lltll: 

電気殷傭対策 危政令9(17) *1) 
専用タンクの嶋量画下へのI 血危281-57(9(1 0 2X  11.専用タンク寧の遍盤 *1l*3) 殷 面下への餃●鳩•
水糞スタンド•IIへの防火 危 28-59(2過 12.水素スタンド閾1111への *3) 
・の設量 防火壁鮫量措量

警輯殷傭 危政令21 警輯鮫傭の基準

消火殷鐵 危 20, 消火置鐵の基準
危則33(1)
危則35

給油空増 （不憂） 給油取扱所に併殷じれい

トルエン鵬叡のための空竃
危畑鯛2828--58(59(22ゆゆ

13.トルエン1!!1収のための *5) 
空増 *3) 

訪災上必賽な事項の表示 危政令9(1)C!) *1) 
裏圧ガス麟遣餃●における 危 27-5(5) 14 寓圧ガス襲遣11t傭に *4) 
防火戴mf丑遭賓＂鼻訪 係る防火殷傭等の設置

止•
裏圧ガス置●ガス殿●と、 危 27--5(6XD 15.寓圧ガス11t●及びガ *4) 
危隕衝取量●餃のIllへの ス餃傭と危検物政援設傭
戴鸞の図量 との日の鱒璧設置

歓＊鱒水の給濤空嶋事・タ 危 27-5(6ゆ 16.防火餃傭による水の *4) 
ンク注入口事への洟入防止 危険物取扱餃儀等への洟

鑽量 入防止捲置

Ill定給涵・注濤設●への配 危 27(6)1- 17.危陰物配管の追加挟 厄扱いの基準
曹遍加の累止（コンタミ防 続の禁止措置
止）

l—ー27(6)f 18駐軍禁止措置 取扱いの基準
劇物（トルエン切表示 竃劇法12

建 用途綱霞 一 27-5(1 J 19嬬藁物の位置構造 *4} 
（事務所 面鴨綱霞 ー27-5(1 及び餃量の基準 *4) 
等） - -・叩

塁-27--5(1 
*4) 

窮．出入口
2277-5(-5(1 1 

*4) 
区画 *4) 
葦隻漬入防止 - 27-5(1 J *4) 
ポンプ室の設置基準 危 13(9-2) 増下貯蔦タンクのポンブ設傭の基準

付鑓Ill洗浄餃鐵の位量・鑽透 危 17(22k 20. Jfflll餃傭の位量・構 給油取撮所の基準を準用＊6)
傭 危 25-5(2)(l) 達及び設置の基準 給油取扱所の付帯設傭を準用 ＊ 

7) 
点饒菫•ロ・の位●●綱遣

1 紐危2 51-5(7 ( 222 )(2) )、 *6) 
*7) 

配管

届99 99999999’ 中
危政令9(1)@( *1) 
危政令9(1)@( *1) 
危政令9(1)@D *1) 

危政令9("”’‘ *1) 
危 9(1lR=. *1) 
危剛13-4 配管の外面訪食措・

配警接合綿の漏えい点検 危政令9(1nD* *1) 
配管保温・加熱鮫傭の火災 危政令9(1)1:が * 1) 
予防措●

安全な構造の支持物による 危則13-5(1)(JX2) 配管の基準
配管の支持

ディスベンサー ディスペンサーの給濾空鍮 危 27-5(5Jlll- 21.水素ディスベンサー *4) 
（水素） 事以外への穀・ の位量

1水一累示叩舅紐防止 危 27-5(5)13J. 22水素充てん訪の績挟 *4) 
絨防止措置
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対
宅呻這叩

該当または．考とな
設偏 分類 る法令

自主基準（皐紐） 傭考

ガス充てん中鼠発遍詩のガ 危鋼27-5(5)13≫- 23 誤発進によるガス漏 *4) 

ス遍戊い防止撮・ えい防止措置

l'1働皐鰤突防止槽・ 危 27-5(5)131- 24.水素ディスベンサー *4) 
への自動車等の衡突防止

措置

対
茫 は自坦g準）

餃当または．考とな
骰Ill 分類 る法令

自主基準（単桧型） 偏考

タンクとタンク室内剛の間隔 危政令13(1)(2) *9) 

確保

増盤面から 0.6m以上下に 危政令13(1)(3) *9) 

設置

タンク相互間隔lm以上 危政令13(1退） *9) 

B戴車鰤突騎の運転停止 危 27-5(函 25 水素ディスペンサー *4) 

“ 
への自動車等橋突峙の運

転停止措量

漏えい危験物のディスペン 愈 27-5(6ゆ 26.危険物の水素ディス *4) 

サーヘの涎入防止憎量 ベンサーヘの泣入防止措

． 

ガス配管 給漬空綸事以外へのガス配 危 27-5(5畑 27 ガス配清の餃量位置 *4) 

警設●

ガス配＇べg,Ii蟷 危 27-5(函 *4) 

止幡●

ガス配讐火央の危饒物歌量 危 27-5(5如 28ガス配警火災の危険 *4) 

設傭等への顕懺訪止層● 物取扱設傭等への類焼防

止措置

配檀績杯漏えい防止槽・ 危貫27奴90テ 29.ガス配管捜絨邸の漏 *4) 
えい防止措置

富緊江急遍II瓢デ弁ィのス殷ベ量ンサー躙の
危 27-5(函 30.苫圧塁→召スペンサ *4) 

間の緊急遮断弁の投置

圧 ガス吐出圧力翼倉讐輯及び 危”-5(5)3)11< 31 圧篇機吐出圧力の異 *4) 

l停止インタ-0-ノク 常警報及び自動停止措置

吐出口に逆止弁の辰・ 危27-5(~ 32圧縮懐の逆沢防止措 *4) 
置

自働事＊のIi突防止櫓・ 危 27-5(3 33,圧編懐への自動車等 *4) 
の極突訪止措置

その他 給油峙の自動車原動攘の （不） 給油政撮所を併設しないので不妻

停止

給外の濾立・水入素り充襄止て繕ん●粛穫騎霞
危 27(6Xll'J 34.稟務時間外の立ち入 係員以外立ち入り知上措量

り禁止措置

品名・数量の遵守 危政令24(1)(l) 貯蔵及び取餞の基準（通則）＊8)

火気の綱限 危政令24(1双） *8) 

立入の綱限 危 24(1)(3) *8) 

不必蚕物件殷量の鯛限 危政令24(1)@ *8) 

貯留設儀等危険物の闊時＜ 危政令24(1退）2 *8) 

み上げ

鰈釈ずかす魏分 危政令24(1)(5) *8) 

遮 ・換気 危政令24(1ゆ *8) 

適切な温度、湿度、圧力の 危政令24(1'/:JJ *8) 

曹遷

漏れ、あふれ、知餃の訪止 危政令24(1双） *8) 

震賃．翼物濃入の防止 危令24(I)Ill) *B) 

攘醤等修踵峙の危傾物餘 危政令24(1道 *8) 

去

危険物収納容雲の選定 危政令24(1)1[) *8) 

危物収納官口の取授い注 危 24(1池 *8) 

意務

火貧彗具の伎用麟11! 危政令24(1)@ *8) 

炎、火花若しくは高温体との 危 25(1ゆ 貯董及び取扱の基準（危険物の類

接近・過熱防止 ことの基準）

点検 定点検 法 14-3-2.
危政令8-5.
危剛 62-4.HJ危
48 

地下夕 地下夕 位置・ クンクの艦•画下への設置 危 13(1)(1) 11 専用タンク等の地盤 逓下タンク貯蔵所の基準＊9)

ンク ンク 構 面下への設置措置 （給淘樹まtJt恥直え作業

（共通） （二重殻 を行う一饂取尉珈渇例と同枷噂

タンク） 用タンクは地下タンクのみと規定す

る）

憬械的強度を有するタンク 危政令13(1渇） *9) 

材料・謬逹

タンクの十分な耐圧性能（最 危政令13(1遥） *9) 

大常用圧の1.5倍）
タンク外面の保護 危政令13(1辺） *9) 

危JIii23-2 地下タンク外面保護

タンク漏えい検知器異常警 危政令 13(1)a *9) 

報

蝶 、肩水性を打るタンク 危令13(1沿 *9) 

室・措置

二重殻タンクまたは漏れ防 危政令13(2) *9) 
止構造の採用

タンク附 タンクヘの通気管骰置 危政令13(1退） *9) 

縫設備 タンク通気管への大気弁設 危政令13(1頂）． *9) 

置 危則20{1) 通冤管の基準

タンク通気管に引火防止（逆 危政令13(1l<lり． *9) 

火防止）装置の設置 危則20(1) 通気管の基準

タンクヘの油量表不Itの設 危政令 13(1道）-2 *9) 

置

M 心注入0を火災予防上 危 28~59(2渇． 35.メチルシクロヘキサン *3) 

タンク 支のない位劃こ因置 危政令 13(1)(!1) 注入口の位置及び構透 *9) 

緊結金具事による注入ホー 危 28-59(2心 ． *3) 

スロとの綺合 危令 13(1)(!!) *9) 

四注入口に閉止弁事の危28-59(2~. *3) 

11111 危政令13(1沼） *9) 

ば注入口附近に検蟻電 危28~9(2~. *3) 

極の設置 危令13(1通） *9) 

心注入口の璽外殷置 危 28-59(2)R. *3) 
危政令13(1)(!!) *9) 

トルエ トルエン トルエン吐出口を火災予防 危 28-59(2)15). 36 トルエン吐出口の位 *3) 

ンタン タンク r＿亨貫のない位量に殷量 危政令13(1沌） 置及び構造 *9) 

ク／ トルエン吐出口の結合 危冗-59(2ゆ ． *3) 

トルエ 危政令13(1)(!l) *9) 
ン回収 いルエン吐出口に閉止弁等 危 28-59(2)5). *3) 

の設置 危政令13(1)<!l> *9) 

トルエン吐出口に撲嶋電極 危 28-59(2)5). *3) 
の匹 危政令 13(1)(!!) *9) 

トルエン吐出口の屋外設置
危危政令四-135(19()(9)2ゆ ．

*3) 
*9) 

トルエンタンク液iii計翼常警 危 17(2) 37.トルエンタンクヘの過 屋内給油取扱所の規定を準用

轍とインタ-0,,カ 剰注入防止措置と自動停

止装置

トルエンタンクヘの薫蝶回＂ 危 20(3)3), 38 トルエンタンクヘの蒸 通気情に蒸気回収用弁を餃置する

装・の餃・ 危 15(1)(jj) 気回収設偏の餃置 基準

移動タンク貯蔵所の蒸気回収装量

の基準＊10)

トルエン トルエンポンブ出口鯛圧力 危政令9(1)@. 39 トルエン回収ボンブへ *1) 
回収設 翼常警輯及び停止インター 危 19 の安全装置の設置 加圧設儀等の安全装置

傭・ポン 0ック

プ

トルエンポンブ出口働への逮 新規Iご策定する自主基準

瓢弁鮫・

トル工心ブ出口働への安 危政令9(1:@, *1) 

全弁鮫量 危 19 加圧餃備亭の安全茎置
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対象

では自辺鴻）
該当また1よ参考とな

殷備 分類
る法令

自主基準（単独型） 傭考

対象

で竺 1文珪基叩 該当また1よ・肴とな鮫鑽 分類
る法令

自主基準0攣槍型） 傭考

Ill●綸圃ヰ u-,レ工ポン 危 28-35 40感震装量によ＆1ルエ 新規に策定する自主基準（特定移
プ停止インターロック ン回収ポンプの自動停止 送取扱所と同様）

措量

トルエン11!1収殷●のIi突防 危 28-2-5(4〉 41.トルエン回収設備へ セルフスタンドの自動車膏突防止措
止櫓置 HlO危25 の自勤車等の緬突防止措 量

置

その他 回叡空嶋の層Illへの饒＊ 42 トルエン回収空増の
溝及び濤水分離槽の設置 鑢装湯賀及び液出防止

措置

トルエンの盗戴・紛失防止檜 毒劇法11(1)

• トルエンタンク鸞相籐の水棄 43.トルエンタンク鸞相部 新規に策定する自主基準
濃賓•"’ の安全措・

点検 定期点検 法14-3-2,
危 8-5.
危剛 62-4.H3危
48 

配管 構造 配腐食防止 危政令13(1沌,. *9) 
（造下 危政令9(1JII:に． * 1) 
タンク 危剛13-4 配筐外面防食措量

等） 配冒の支持（嶋震・鳳IE・蟻 危 13(1池 ． *9) 
鍵沈下・温度変化に対し安 危剛 13-5(1匹 配管の基準
全な構造の支持）

配惰省度 危政令13(1)1]》． *9) 
危政令9(1)@f *I) 

可燃性薫気l3l火いない構 危令15(1冷 * 10) 
造

接岨導線の殷置 危政令15(1)3 *10) 
火花を発生しない材料によ 危 15(1冷 *10) 
る注入ホースの装備

消火餃偏 危政令20(1)3), 消火殷偏の基準
危剛35 遍下タンク」多勤貯蘊所の消火設備

危則30(1道〉 所妻嵐位の計算方法

計量峙の静電賓発生防止 危政令15(1道）
措量

移●貯董タンク上鬱に11J戴 S57危15 44.移動貯薫タンクヘの
性薫覺圏匹・のIll● 可燃性薫賀回収装量の設

置

保護具の搭戴（トルエン） 毒劇法令13-5,
S63藁発511

苔役・ 苔 移艶タンク貯薦所の1i!1蚊空 危 28-58(2遥 45.トルエン回収空鳩から *5) 
移送 嶋からのはみ出し蒙止 危 28-59(2XD のはみ出し禁止摺量 （t.01 I埠油尉珈頃靭規定、

トルエン回収は斬坦こ規定）

移●タンク貯薦所の停止位 危 27(6刃 46 移戴タンク貯蘊所の (111l.l:.) ． 停車位置 移動タンク貯蘊所の取扱いの基準

*11) 
係員立食い作貫の馨務化 法 13(3) 47.危険物移送峙の係員 新規に策定する自主基準

の立会い

移動貯蔵タンクと専用クンク 危政令27(6遠X *11) 
のホースの因定

配管の耐圧性能 危 13(1)!り． *9) 
危政令9(1)R'1 *I) 

配耐溶莉紐 危 13(1鴻 ． *9) 
危政令9(1如 *1) 

配 危政令13(1≫-t, *9) 
危政令9(1)@,、 *1) 

配曾接合郡の漏えい点検 危政令13(1鴻， *9) 
危9(1血 *1) 

配管は専用タンク頂響に棲 危政令13(1)0 *9) 
綾

配曹力亀盤iii重歎対する 危則13-5(1ゆ 配管の基準

耐苔重性

点検 定期点検 法14-3-2,
危政令8-5.
危剛 62-4.HJ危

危物送液巧のタンク検鳩 危政令27(6遠汎 *11) 
危剛40-6 移動貯蘊タンクの設量

危蕨物送液訪の原動橿停 危政令27(6逗）ニ *11) 
止

注入管の使用、注入管先蟷 危政令27(6)@* *II) 
の底邸への設置

危険物注入速度の綱厭 危政令27(6退r-. *11) 
危則40-7 移勤式貯薫タンクの静電気等による

災害訪止措量
ロ—リー濠繭センサーによる S57危15, 48 移動貯董タンク液iii*I) 

オび停ー止パイーンフタC一ー〇検プ知9●輯及 危危259(-2(1)l)2) • 
異常警帽及び自動停止措 給油設傭ホース機塁の構遺

量
移迭 移送開始前の弁、ふた、消 危政令30(1)(]) 運戴方法の基準＊12)
U璽舅O 火彗筆の点検
危移送の樗識 危政令30(1)t2) *12) 

48 
ローリ 位置綱這 移艶貯戴タンクの材料葦度 危政令15(1辺） *10) 

移働貯薫タンクの容量上 危政令15(1)(3) *10) 
（移勤 敲•Ill仕切り
タンク 訪濠飯の餃量 危政令15(1)@ *10) 
貯蓋 安全弁の設置 危政令15(1送）． * 10) 
所） 危剛 19(2) 安全禁置（タンク）

移動貯薫タンクの注入ロ・マ 危政令15(1渇） * 10) 
ンホールの養度

薫賓回収殷●の蒐密性 危政令15(1)(6) *10) 
注入口等突出謁位の保護 危 15(1ゆ *10) 
移動貯蔦タンクの訪鶴捲量 危政令 1 5(1~ *10) 
手動遍廠裟量偵日弁閉止M) 危 15(1函 *10) 

移送峙の安全な場所での一 危 30(1ゆ *12) 
峙停止（休懇・故輝等）

移送時の危険物漏えいの恐 危政令30(1道） *12) 
れがある場合の応急揖＂

絡

毒劇物運賞の表示（トルエ 毒劇法令13-5.
ン） S63藁発511

その飽 危険物の類・品名・lll:量の 危政令15(1)⑪. 移動式貯蔦タンクの基準
表示 危政令26(1)$2 貯蘊の基準＊13)
移動貯蔦タンク・安全墓置・危 26(1ゆ *13) 
配管の破損・不只防止

タンク底弁の使用騎以外閉 危 26(1ゆ *13) 
止

設量 貯蔦峙の移動貯鳶タンクと 危政令26(1)3) *13) 

自動遣断綾置（100℃以下 危 15(1函 ． •10) 
で動切設置 S48危45

禎けん引自動車との結合

移動貯蘊タンクの積み彗え 危政令26(1道氾
攘

底弁損傷防止 危政令15(1)≪) *10) 
配への弁の11t置 危政令 15(1劾 *10) 

点検 定期点検 法 14-3-2. *13) 
危政令8-5.
危胴 62-4,H3危
48 
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対象

設錨 1頒 ーは自ヰ叩ド：：：：とな1自立lll(四

完雌輝、点検記録勘危政令26(1ゆ

旦隻

14 

偏考

* 13) 対
餃傭

殷＊
素

装置

表ー3 関連する法規と自主基準案の対応（給油取扱所に併設設置する場合）

で は餌基準）
該当または参肴とな

分類
る法令

自主基準（併設型） 備考

全般 安全弁殷量 危政令9(1)R 1 説水素裟置の安全装 危政令 9(1)⑫～⑮ 、⑪、 ⑪｀
危則27-5(5) 置 ⑫ 

一般取扱所の基準として準用さ

れる製造所の茎準＊1)

・←一
圧縮水素充填設傭設置給油取

扱所の基準の特例を準用＊4)

停竃時の自動停止措置 H26危 136 「危険物誨設の震災等対策ガイ

ドライン」を活用した危陰物篇設

の震災等対策の帷進について

（通知）

tt萩用空賃IEカ修下峙の 2.説水素装置の計装用 新規に策定する自主基準

自動停止撞● 空気圧力の仕下時の自動

停止措置

外面腐食亭を訪止する措置 危政令9(1)ti釦；． *1) 

危則 13-4 配管外面防食措置

静竃気餘去措置 危政令9(1)4t * 1) 

材 適切な材料選定（金属） 危政令9(1)⑪ *1) 
高一般則7-3(1ゆ 水素スタンドの基準：該当基準は

高一般則6-1(1)3ガス骰偏に
使用する材料＊2)

適切な材料選定（シール材） 危政令9(1)⑪
高一般閉 7-3(1)(1)

*l) 

*2) 

検査 定期的な聟密性熊の確認 法 14-3-2,
危政令8-5.
危則 62-4,H3危

48 
定期的な検査（ポイフー及び ポイっ一及び圧力容

圧力容器） 註安全規謂

Mンポンプ M詈輯及ポびンブ停出止口イン鯛タ圧--0-,力貫ク常
危政令9(1)R 1 説水素装置の安全装 *1) 

周り 置

配管娠覺防止対策 危則13-5(1XDl2J *1)より該当する配管の基準

基憂／アンカーポルト殷計 3.ポンブ装置の囚定 新規に策定する自主基準

― ) 
mば｀ノ祁鳴こ安全弁 危政令9(1)R I.説水素捻量の安全装 * I) 

11!11 置

M ポンブ出口鐸ゴ“厨弁 危政令9(1)8) *1) 

鮫

文化器凩1J
鸞輯及化び鶴停出止口イ冑ン温タ--0-'責員常ク警

危政令9(1)@ *1) 

気輯及化び彗停出止口イ傭ン圧クー力〇翼ッ常ク警
危政令9(1:@ *1) 

餃水素 殷水素反応II及び駁硫反 危政令9(1)@ *1) 

反応器 応彗出口働量度糞常警輯

及び停止インタ---0-”

冷却彗及び 冷緯It及び分艤It出口（覧 危 9(1沿 *1) 

分離憬凩り 相）●温震翼常讐暢及び停

止インタ-09ク
冷却塁及び分離塁出口（寅 危政令9(1)@ *1) 

相漬9こ安全弁鮫量

冷相却11こ及遍断び分弁雇餃11出口（液 危政令9(1)⑭ *I) 

水索圧縮攘及び 水膏圧綸櫨入口（賓祖潰田： 危政令 9(1:@ *1) 

精製器周り 力翼常讐輯及び停止インタ

-0ック

水素圧纏櫨出口（覧相潰這 危政令9(1)Q} *1) 

霞員常警輯及び停止インタ

--0ック
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対象

で は自主基叩
該当またI~とな

設傭 分類
る法令

自主基準（併設型） 備考
対象

宅は自ヰ
該当また1よ・考とな骰鑽 分類
る法令

自主基準け併設型） 傭考

＊＊圧纏櫨出口（聟祖漬圧 危政令9(1)R *1) 
カ翼賞警帽及び停止インタ

-0ック
水鸞圧纏纏出口（貧相鳩9こ 危政令9(1)3 *1) 
安全弁因・

水素圧纏纏出口（液相鳩9こ 危政令9(1鴻 *1) 
遣弁鮫量

水累精襲●出口（襲品水景） 危 9(1ゆ *1) 
”亨弁鮫置

水膏精襲鱈出口（オフガス） 危政令9(1冷 *1) 
＂選力翼＂観叫止
インター。ソク

水棄精襲鱈出口（オフガス） 危政令9(1渇） *1) 
”こ遍戴弁駁

熱媒加熟彗 檜鯖鸞料入口働に遣断弁 危政令9(1)@ *1) 
闊り 匹

艶鰈●疇ラインの温度鳳常 危政令9(1)11'り *ll 
讐帽及び停止インター〇ック

艶蝶●疇うインのIEカ翼賞 危政令9(1)@ *I) 
l •帽及び停止や9-0ック
＂繍肩 l"'/::.,止 危 9(1冷 ．⑭⑮ *1) 
インターのク

ヒューマン いたずら操作対策
危危政令2274((61)(D))13). 襲遺所等への係員以外立ち入り

ファクター 禁止措置
鯛鼻作防止対攣 4.説水素装●蒙操作の 斬規に策定する自主基準

防止揖量
天災 鴫●菫111こよる停止インタ H26危136 5.感震猿動ゴ：る説水棄 「危綾物篇餃の震災等対策ガイ

今ク 危 28-35 猿量の自動停止措置 ドライン」を活用した危険物篇殷

の震災等対策の帷道について

血 ）

新規に策定する自主基準（特定

移送取撮所と閏様）
ハザード 感震績●による停止インク H26危 136 「危険物篇設の震災亭対策ガイ
規模修減 -0ック 危 28-35 ドライン」を活用した危険物崖餃

の震災等対策の帷進について

（通知）

新規に策定する自主基準（特定

移送取扱所と同様）
可燃性物貫の漏えい検知と 危政令9(1)@ *I) 
停止インクーロ必9

mの 6.脱水素装・の国定 新規に策定する自主基準
ハザード 駄鰭馴如訊籟 危政令9(1)@ *I) 
影響径減 出防止設傭（不浸透床材

用、傾斜及び油水分離槽）

危順物の濤奮・漬出防止鮫 危 17(1) 9説水素装置から”危険 *5) ． 危 24-17 物の外郡への洟出防止播 *3) 
危 28-5四． 置
危 28-59(2e 42.トルエン回収空池の

鑢綾・湯雷及び浚出防止

措置

電気設鏑対策 危 9(17) *ll 
専用タンクの嶋●藝下への 危 17(1)(7,e 11.専用タンク攀の培盤 * 1)*3) 
餃量

危危281-3(59(1)(2)(2沼3) 面下への餃置僭・

水素スタンド•IIへの訪火 ”28-59(2)9 12.水素スタンド周霞への *3) 
蠣餃 防火雙設置措量
警輯設懺 危政令21 警輯設鐵の基準
消火餃傭 危政令20. 消火殷傭の基準

危 33(1)
危 35

給油空蟻 （不 ） 給湘取撮所に併殷しない
トルエン圏取のための空嶋 危 17(1)131 13 トルエン回収のための *5) 

危 27-5(2) 空尾 *3) 

危-2828---558(9(R2XD• 

訪災上必憂な事項の表示 危9(1)13) * 1) 
富圧ガス襲遭鮫•における 危 27-5(5) 14.寓圧ガス襲造Ill:儀に *4) 
訪止火11•傭または温賓上昇防 係る訪火殷●等の設量

●圧ガス殿●ガス餃●と、 危鋼27-5(6)(]) 15.富圧ガス設傭及びガ *4) 
危麟物取量•Illの閻への ス111傭と危険物取揖111傭
I•..n-

との間d灌＇雙殷量
鰍＊鱒水の給漬空綸事・タ 危 27-5(6)i2) 16.防火設鐵による水の *4) 
ンク注入口事への濾入防止 危険物取扱設備等への濾
讚量 入防止惜量
霞給漬・注論殷●への配 愈 27(6)1- 17.危険初配瞥の這加挟 取扱いの基準
曹追加の集止（コンタミ防 絨の禁止憎量
止）

27(6~ 18.駐車棠止措置 取扱いの基準

戸
毒劇法12

漣 ー27-5(1 19,建築物の位量、構遣 *4) 
（事務所 ●27-5(1 及び設置の基準 *4) 
等） ■27-5(1 *4) 

27-5(1 *4) 
区 27-5(1 *4) 
蓋鸞濾入訪止 危鋼27-5(1 *4) 
ポンプ空の設量基準 危政令13(9-2) 埴下貯董タンクのポンブ殷●の

殷素菫•冑9こ防火畳餃 危 28--!i9(2廷 7.説水素肇置1111111への 専ら鯰讐え作集を行う一般取扱• 訪火雙設置 所の袢例を準用＊3)
●圧殷•との嶋＂’ゴ＂＂t 愈 27-5(6) 8 説水素裟量への”萱 圧縮水素充填殷備餃置給油敢• 餃 撮所の基準の特例を準用＊4)
戴界に訪火鸞鮫量 倉 28-5匹 7説水棄攘置Ill圏への *3) 

訪火豊設置

檜水溝及び論水分戴槽€餃 危 28翠 w.9．脱水素鮫傭からの危険 専ら充てん作業を行う一般釈扱• 危 28-5四 物の外郭への泣出防止惰 所の特例を準用＊5)
量 *3) 

水素 全 紐 危 bり曼透しない●菖 危9(1沼． 9説水素装置力もの危険 *1) 
スタ （説水濃菫●、国収空綸配 危 17(1道 物の外郭への減出防止措 *5) 
ンド 辺加） 危 28-58(2湛． 置 *3) 

危 28-59(2ゆ 42 トルエン回収空地の
鑢猿・湯置及び泣出防止

措置

基
付薩設 洗滲鮫•の位●●綱遣 危 17(22). 20. JI/縫設傭の位置・構 給油取扱所の基準を準用＊6)
傭 危 25-5 遣及び設量の基準 給油取撮所の付帯設傭を準用

*7) 
点槙豊傭餃鐵の位量・鑽遭

1 紐危2 51-75 ( 22 入 *6) 
*7) 

配 配費溢度 危政令9(1JIIW *1) 
配ii圧性熊 危政令9(1)R-j *1) 
配賢の耐溶剤性饒 危9(1如 *1) 
配l1¥性 危政令9(1)1f恥 *1) 
配曾腐食防止 危政令9("⑪二， *1) 

危剛13-4 配管の外面防食措置
配℃接合部の漏えい点検 危 9(1真味 *1) 
配管保温・1.1l熟設傭の火災 危政令9(1J@-- *1) 
予防措量

可鸞住ガスの湯冒しない謂 危 28翠匹． 10.可燃性ガスの濤留し *5) 
這 危鋼2B-59(2)3> ない欝造 *3) 

1急鯛24-17

安全な構這の支持物l;::j;る 危賢）13-5(1匹 配管の基準
配讐の支持

16 
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対象

宅 は自立
該議また,:・考とな

鮫傭 分類
る法令

自主基準（例設型） 鐵考

対象

モ 咋 這
該当またl;t・考とな

餃傭 分類
る法令

自主基準｛併殷塁） 偏考

ディスペンサー ディスベンサーの給綸空嶋
負̀ 薫・”27ぷぷ函函

21.水素ディスベンサー *4) 
（水素） 疇以外への設量 の位置

水竃充てん騎の舅横続防止 愈 27ぷ函 22.水鸞充てん時の誤捜 *4) 
繕● 絨防止播・

ガス充てん中鯛覧量蔚のガ 愈”-5(” 23.訊発遍によるガス濃 *4) 
ス漏い防止繕 えい防止措量

自働事鰤突訪止撮● 危 27-5(函 24、水棄ディスベンサー *4) 
への自動車等の奮突訪止

喩下夕 増下夕 位置 ・タン・ンの雇量董下への筐量 危 13(1ゆ 11.専用タンク等の地量 嶋下タンク貯戴所の基準＊9)
ンク ンク 檎 ヽ 面下への設•HI● （給油取扱所または専ら詰廿え

（共通） （二重鮫 作婁を行う一般取絨所の特例と

タンク） 関様に専用タンクは遍下タンクの

みa釦をする）
クンクとタンク室内欝の饗輝i危政令13(1Xり *9) 
櫨保

逓量iiiから 0.6m以上下に 危 13(1ゆ *9) 

措 設置

自鵬車・突騎の運転停止 危 27-5(函 25.水素ディスベンサー *4) 
繕● への自動車等・突峙の運

タンク相互間隔 lm以上 危政令13(1XO *9) 
懐械的浚度を布するタンク 危令13(1遥 *9) 

転停止揖置 材料・構遣

漏えい危麟物のディスベン 愈 27-5(6X 26.危饒術の水素ディス *4) タンクの十分な耐圧性饒（最 危政令13(1)(6) *9) 
サーヘの漬入防止櫓・ ベンサーヘの漬入防止檜 大用圧の1.5倍）

置 タンク外面の保護 危 13(1ゆ *9) 
ガス配曹 給濤空嶋事以外へのガス配

危 27-5(-5(53Xつ” 27.ガス配讐の設置位置 *4) ’~ 
讐設●

1一27
危則23-2 地下タンク外面保護

タンク漏えい桟知塁翼常警 危 13(1ゆ *9) 

ガ止ス鍾配●讐へのg...突訪 危 27-5(5X *4) 輯

肇 ．訪水性を布するタンク 危 13(1沿 *9) 
ガス配警火災の危戴吻取璽 愈 27-5(5X9テ 28.ガス配讐火災の危績 *4) 室綱遣・措置

鮫●事への順懺防止鑽● 籠闘馴べ湿煉訪 二重最タンクまたは漏れ防 危政令 13(2) *9) 
止僭冒 止綱遭の謬用

ー えい防止艤量 愈綱27-5(~ 29ガス配管検綾郎の漏 *4) タンク附 タンクヘの通蒐讐設量 危 13(1)R *9) 
えい訪Jl:111● 鑓設傭 タンク遍寅管への大賃弁餃 危 13(1渇 ， *9) 

菖急遍IE戴暑弁→の2ィ設スペンサ間の攣 危 27-5(5X 30.蓄圧彗ーディスベンサ *4) 
一閏の緊急遍廠弁の餃●

置 危則20(1) 通覧管の基準

タンク通賓費に31火防止（逆 危政令13(1渇）． *9) 
圧 ガス吐出圧力翼倉讐輯及び 危鋼27-5(5)(3l$ 31.圧鴫櫨吐出圧力の翼 *4) 火防止)llllOJ殷・ 危J20(1) 1過賓管の基準

停止インター〇ック 零警輯及び自動停止措・ タンクヘの鴻量表；；；計の設 危 13(1道 2 *9) 
吐口l::j邑止弁の鼠冒 危 27-5(3 32圧纏縄の逆減訪止惰 *4) 置

置 M 心 注入口を火災予防上 危 28-59(心． 35，メチルシクロヘキサン *3) 
畠•一止繕量 亀 27-5(93拿 33圧纏纏への自動車等 *4) クンク 支戴のない位・に設・ 危政令13(1X!II 注入口の位量及び構遣 *9) 

の緬突防止惰・

その捨 給湯崎の自鶏車瓢動檬の （不璽） 給鴻政援所を併設じないので不
＇ス鸞と綽注會入鼻口苓とにのよ綸る合注入ホー ”長政令281-53(1四):!I)． 

*3) 
*9) 

停止 憂 心 注入口に"'Jl:.弁事の 危 28-59(2ゆ ． *3) 

外給の湯立•水入責り寡充止て繕ん•戴務峙閏 危 27(6加 34.菓務笥間外の立ち入 係II.以外立ち入り某止措量
り血 讚・

匹 危政令13(1):!J) *9) 
心 注入〇附近に捜綸電 急鋼28-5匹 ． *3) 

品名・徽量の遵守 愈 24(1X1) 貯董及び取楓の基準（通）•8) 讐の設量 危 13(1ゆ *9) 
火鸞の・諏 l賣 轟 傘 24(1ゆ *8) 
立入の鯛屈 危政令24(l)ll) *8) 

心 注入口11)・ Im危政令28-513(19(2沼心 ． *3) 
*9) 

不必饗物件餃●の綱厭 紐令24(1X'I) *8) トルエ トルエン トルエン吐出口を火災予防 危"28-59(2渇． 36 トルエン吐出口の位 *3) 
貯奮殷●等危饒治の縫時＜ 危 24(1如 *8) ンタン タンク ヤ曹疇のない位111五 危 13(1洒 量及び構遣 *9) 
み上げ ク／ トルエン吐出口の鑢合 危 2B-5匹・ *3) 
紐物ず・かすの処分 危政令24{1)(!j) *8) トルエ 危 13(1)(!1) *9) 
違・換気 危政令24(1X6) *8) 
遍切な温度．湿震． 圧力の 危令24(1ゆ *8) 

ン回収 トルエン吐11101こ閉止弁亭
愈危政令281-53(19(通2ゆ）， 

*3) 
の設・ *9) 

讐珊 トルエン吐出口に捜綸電極 危 28-59(2XS,. *3) 
漏れJあふれ、飛散の防止 I愈政令24(1)il!) *8) の霞量 危政令13(1)(91 .. 9) 

賓雷．員物濯入の防止 危政令24(1沼 *8) 
tll霧零修覆騎の危検物餘 危政令24(1鴻 *8) 
去

トルエン吐出0の動設置
危危 令28-513(19(畑2~. *3) 

*9) 
トルエンタンク演繭It具鸞警 危 17匹 37.トルエンタンクヘの過 置内給油取餞所の残定を準用

危納官11の選定 紐令24(1)II) *8) 織とやんタ一〇ック 胴注入防止捲置と自動停

危収IIの取景い注 危令24(1池 *8) 
意養務

火寅彗具の使用鯛Ill 紐令24(1)ll *8) 

炎函、火・過花艶若防し止くは富温体との 危政令25(1)'il) 貯蔦及び取量の基準（危饒物の

類ごとの基準）

点検 定期点検 法 14-3-2,
危政令8-5.
危剛 62-4.HJ危
48 

止装●

トルエンタンクヘの薫覧liil収 危20(3)13), 38 トルエンタンクヘの薫 通気管に薫気回収用弁を設置
墓●の餃量 危 15(1渇） 気回収設備の設置 する基準

移動タンク貯葦所の薫気回収装

量の基準＊10)
トルエン トルエンポンブ出口鯛圧力 危政令9(1濁 ． 39 トルエン回収ポンプへ * 1) 
回収設 翼常讐輯及び停止インター 危 19 の安全禁置の設置 加圧設傭等の安全装置

傭・ポン ロック

プ トルエンポンブ出口傭への遭 新残に繁定する自主基準

瓢弁設量
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対象

宅竺は自辺渾）
鯰当または参考とな

設傭 分類
る法令

自主基準（併設型） 傭考
対象

宅叫這lll) 該当また1よ・考とな餃傭 分類
る法令

自主基準作併餃型） 傭考

トルエンポンブ出口鵬への安 危政令9(1池， *1) 
全弁殿 貴•19 加圧殷織等の安全装置

感貫菫働二よいルエンポン 危 28-35 40.感震猿111=.l:l>I-ルエ 新規に賃定する自主基準（特定
ブ停止インター〇ック ン回収ポンプの自動停止 移送取扱所と同様）

措置

トルエン1i!1釈殷●の鰤突訪 危 28-2-5(4) 41.トルエン回収設傭ヘ セルフスタンドの自動車樹突防
止槽置 H10危25 の自動車等の11i突防止措 止措量

量

その飽 回叡空嶋(1)・圏への鱒＊ 42.トルエン回収空池の
溝及び論水分離槽の鮫量 鑢装・湯富及び泣出防止

撞置

トルエンの盗肇紛失防止措 壽劇法11(1)

• トルエンタンク気相饂の水鸞 43 トルエンタンク気相鑢 斬規に策定する自主基準
濃度鯛讐 の安全措置

点検 定期点検 法 14-3-2.
危 8-5、
危11162-4, H3危
48 

配曹 構造 配讐腐食防止 危政令13(1池， *9) 
（麹下 危政令9(1)⑪二． *1) 
クンク 危則13-4 配管外面防食措置
等） 配管の支持（綸震・風圧嬉 危政令13(1)3, *9) 

饂沈下温度変化に対し安 危剛13-5(1四 配管の基準
全な構造の支持）

配 危政令13(1沌I. *9) 
危政令9(1)@-I *1) 

可燃性薫気に引火しない構 危政令 15(1)0 *10) 
透

憧地導線の設量 危政令 15(1)3 *10) 
火花を発生しない材料によ 危政令 15{1退） *10) 
る注入ホースの装傭

消火設傭 危政令 20(1~. 消火鮫傭の基準
危則35 嬉下クンク、移動貯蘊所の消火
危則30(1)R 設傭

所饗単位の計算方法

計量峙の静電気発生防止 危政令15(1)1)
措置

移戴貯●タンク上纏に可燃 S57危15 44.移動貯薫タンクヘの
性薫賢園¢槃量の設量 可燃性薫気回収装●の設

量
保護具の搭（トルエン） 毒劇法令13-5.

563薬発51I 
背役・ 苔役 移働タンク貯蘊所の1!l1収空 危剛28-58(2)c、 45.トルエン回収空均から *5) 
移送 綸よみ出し累止 危 28--59(2XD dよみ出し禁止措量 （心 li給馘樹と同恥規

定・トルエン回収J;I:篇たに規定）
移馳タンク貯麓所の停止位 危 27(6)(])1. 46 移動タンク貯薫所の (Ill!.J:) 
量 停車位量 移動タンク貯蔦所の取楓いの基

準＊11)
係員立会い作拿の績務化 法 13(3) 47.危検物移送時の係員 新こ贄定する自主基準

の立会い

移動貯葦タンクと専用タンク 危政令27(6)@1' *11) 
のホースの囚定

危険物送液時のクンク接地 危令27(6恋ヽ ． *11) 

配臀の耐圧性鮨 危政令13(1)@, *9) 
危政令9(1~ *1) 

配曾の耐‘右州牡馳 危政令13(1)@, *9) 
危政令9(1)@:, *1) 

配管耐艶性 危政令13(1沌•. *9) 
危政令9(1)@,、 *I) 

配瞥接合部の漏えい点検 危政令13(1沌I. *9) 
危政令9(1)R;; *1) 

配管は専用タンク頂撼に接 危 13(1氾 *9) 
続

配管の亀量両重量に対する 危剛13-5(1氾） 配管の基準
耐贅重性

点検 定点検 法 14-3-2.
危政令8-5.

危則40-6 移戴貯蘊タンクの設置
危験物送液騎の原動攘停 危政令 27(6~）ニ • 11) 
止

注入管の使用｀注入管先蟷 危政令27(6遥）＊ *11) 
の底邸への設量

危注入速度の鯛限 危 27(6逗， *II) 
危則40-7 移動式貯薫タンクの静電寅等に

よる災害訪止揖量

ローた液画センサ→⇒るs勺危15. 48移動貯薫タンク液iii *I) 

オび停ー止パイーンフタローー。檎ソ知ク警輯及 危9(1沿 ． 翼常警輯及び自動停止措 給油餃傭ホース機塁の構遣
危 25-2(2) 置

移送 移送開始蔚の弁、ふた、消 危政令30(1)(I) 運戴方法の基準＊12)
6 火塁等の点検

危物移送の憬識 危政令30(1);2) *12) 

危剣 62-4.H3危
48 

ローリ 位置・構遺 移動貯薫タンクの材料肇震 危政令15(1)(2) • 10〉
移動貯薦クンクの吝量上 危政令15(1)(J) *10) 

（移 動 厭．間仕切り
クンク 訪波仮の殷・ 危政令 15(1籾 *10) 
貯輩 安全弁の設量 危政令15(1遠）． *10) 
所） 危則19(2) 安全装置（タンク）

移動貯薫タンクの注入ロ・マ 危政令15(1)15) * 10) 
ンホールの滋賓

閾手動遣断装置（底弁閉止切
危政令 15(1遥） •10) 
危政令 15(1Kl) * 10) 
危政令15(1道） *10) 
危政令15{1逍池 *10) 

殷
自動違断装量(100℃以下 危 15(1迎:@. *10) 
で作動切餃量 S48危45
底弁損傷防止 危政令15(1)11]) *10) 

移送峙の安全な湯所での一 危政令30(1ゆ *12) 
騎停止（体憩・故輝等）

移送時の危険物漏えいのZ 危政令30(1)@ *12) 
れがある場合の応急措量運

絡

毒劇物運戴の表示（トルエ 毒劇法令 13-5.
ン） S63藁発511

その他 危険物の類・品名・数量の 危政令15(1)@. 移動式貯薫タンクの基準
表示 危令26(1遥 貯董の基準＊13)
移動貯葦タンク・安全装•· 危 26(1ゆ *13) 
配管の破撰・不良訪止

クンク底弁の使用峙以外閉 危 26(1ゆ *13) 
止

貯蔦騎の移動貯蔦タンクと 危政令26(1道） *13) 
歓Itん引自動車との結合
移動貯董タンクの積み晉え 危政令26(1)812
禁止

配讐先嶋への弁の殷量 危 15(1)1l) *10) 
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対象

ー点検 ロは自ー巴了｀I自立呻血 1:1: 危政令B屯
危9962-4.H3 
4B 

完成検査証店検記縁等のI危政令26(1通 l |*13i 
匹

22 

II.自主基準

（給油取扱所に併設せず単狭設置する有機ハイドライド水素スタンド）
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1. 脱水素装置の安全装置

関運規則等危政令9(1)⑬⑲⑯、危則27-5(5)②

【安全対策の目的】

脱水素装置からの可燃性ガス及び危険物の漏えいを防ぐ。

［安全対策の内容】

租幾ハイドライド水素スタンドに設置する脱水素装置は、危政令9条第1項第12号から第16

号まで、第18号、第21号及び第22号のほか、以下の要件を満たすものとすること。

(1) 原料であるメチルシクロヘキサンから水素を製造するための脱水索装置は、自動車等

が衝突するおそれのない屋外に設置すること。

(2) 脱水素装置で使用する危険物、副生物であるトルエン及び水索が漏えいした場合に、

脱水素装置の運転を自動的に停止させる装置を殷けること。

(3)・ポンプ装置はその吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇することを防止するための

措置を鵡ずること。

※参考

・法第十条第四項の製造所の位置、構造及び設備（消火設備、警報設備及び避薙設備を除雫く。以下こ

の章の第一節から第三節までにおいて同じ．）の技術上の基準は、次のとおりとする。⑰；政令9(1))

十二 屋外に設けた液状の危険物を取り扱う設備には、その直下の地盤面の周囲に高さ0• 一五
メートル以上の囲いを設け、または危険物の淀出防止にこれと同等以上の効果があると認め

られる総務省令で定める措匠を講ずるとともに、当該地盤面は、コンクリートその他危険物

が浸透しない材料で覆い、かつ、適当な傾斜及び貯留設備を設けること。この場合において、

第四類の危険物（水に溶けないものに限る．）を取り扱う設備にあっては、当該危険物が直

岬紘溝に流入しないようにするため、貯留設備に油分離装置を設けなければならない。

十三 危険物を取り扱う機械器具その他の設備は、危険物のもれ、あふれまたは飛散を防止する

ことができる構造とすること。ただし、当該設備に危険物のもれ、あふれまたは飛散による

災害を防止するための附帯設備を設けたときは、この限りでない。

十四 危険物を加熱し、若しくは冷却する設備または危険物の取扱に伴つて温度の変化が起る設

備には、温度測定装置を設けること。

十五危険物を加熱し、または乾燥する設備は、直火を用いない情造とすること。ただし、当該設

偏が防火上安全な場所に設けられているとき、または当該設傭に火災を防止するための附帯

設備を設けたときは、この限りでない。

十六危険物を加圧する設備またはその取り扱う危険物の圧力が上昇するおそれのある設備には、

圧力計及び稔務省令で定める文＾装風を設けること。

十八危険物を取り扱うにあたつて静電気が発生するおそれのある設備には、当該設備に蓄積され

る静電気を有効に除去する装置を設けること。

二十一危険物を取り扱う配管の位置構造及び設備は、次によること。

イ 配管は、その設置される条件及び使用される状況に照らして十分な強度を有するものとし、

かつ、当該配管に係る最大常用圧力の一・五倍以上の圧力で水圧試験（水以外の不燃性の

24 
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液体または不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）を行ったとき漏えいその他の異常が

ないものであること．

ロ 配管は、取り扱う危険物により容易に劣化するおそれのないものであること。

ハ 配管は、火災等による熱によって容易に変形するおそれのないものであること。ただし、

当該配管が地下その他の火災等による熱により悪影響を受けるおそれのない場所に設置

される揚合にあっては、この限りでない。

二 配管には、総務省令で定めるところにより、外面の腐食を防止するための措置を講ずるこ

と。ただし、当該配管が設置される条件の下で腐食するおそれのないものである場合にあ

・つては、この限りでない。

ホ 配管を地下に設置する湯合には、配管の接合部分（溶接その他危険物の漏えいのおそれが

ないと認められる方法により接合されたものを除く。）について当該接合部分からの危険

物の漏えいを点検することができる措置を講ずること．

へ 配管に加熱または保温のための設備を設ける湯合には、火災予防上安全な構造とすること。

ト イからへまでに掲げるもののほか、総務省令で定める基準に適合するものとすること。

二十二電動機及び危険物を取り扱う設偏のポンプ、弁、接手等は、火災の予防上支障のない位置に

取り付けること。

・危険物から水素を製造するための改質装置の位置、構造及び設備の基準は、令第九条第一項第十二

号 から第十六号まで、第十八号、第二十一号及び第二十二号の規定の例によるほか、次のとおり
とすること。

イ 危険物から水素を製造するための改質装置は、自動車等が衝突するおそれのない屋外に設

置すること。

ロ 改質原料及び水素が漏えいした場合に危険物から水素を製造するための改質装置の運転

を自動的に停止させる装置を設けること。

，、 ポンプ設偏は、改質原料の吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇することを防止するため

の措置を講ずること。

二 危険物から水素を製造するための改質装置における危険物の取扱量は、指定数量の十倍未

漢であること。
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2. 脱水素装置の計装用空気圧力の低下時の自動停止措置

関連規則等該当なし

［安全対策の目的】

コントロールバルプ類が操作不能となるレベルまで、計装空気の圧力が低下した湯合において、

設備操作が不能となり、設備の損傷及び災害への進展を防止する．

【安全対策の内容］

脱水素装置には、計装空知王力が低下した時に脱水素装置の運転を自動的に停止するための機

能を有すること。具体的には次号の要件を満たすものとすること。

1．圧力低下時の緊急停止措置

計装空気の圧力が下限設定値に達した際は、設備を緊急停止とすること。

2.遮断弁

緊急停止時に使用する遮断弁はフェイルクローズ（エアフェイルクローズ、シグナルフェイ

ルクローズ）とすること。

3. ポンプ装置の固定

I関連郷II等該当なし
［安全対策の目的】

地震時にポンプが転倒し、付属配管等が損傷することを防止する。

［安全対策の内容】

脱水素装置に用いるポンプ装置は、堅牢な建造物等に固定すること。
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4. 脱水素装置誤操作の防止措置

関連規則等該当なし

【安全対策の目的I
従業員による手動弁の誤操作を防止する。

【安全対策の内容I

ご

脱水素装置には、従業員による手動弁等の誤操作を防止する措置を構じること。具体的には次

号の要件を滴たすも．のとすること。

1．従業員教育の実施

水素スクンドの所有者等は、次の事項を実施すること。

(1)取扱所の従業員に対して、脱水素装置の運転に必要な作業・役割について教育を実

施すること。

(2)連絡体制、災害発生時の措置について教育訓練を実施することロ

2.手動弁等の操作に係る適切な措置

脱水素装置のバルプ若しくはコックまたはこれらを操作するためのスイッチ等については、

これらの誤操作を防止するため、次の措置を講じること。

(1)開閉方向を表示する措置を諜じること。また、必要に応じて“開”、“閉”等の札か

けによる表示を行うこと。

(2)色分け、形状の区別等を行う措置を講じること。ただし、本措置は色分けのみによ

るものであってはならない。

(3)みだりに操作してはいけない手動弁等については、操作扉内への収納及び施錠、ロ

ッキングワイヤーの取り付け、，封印また9胡桑作に支障のない方法でハンドルを取り

外す等のいずれかの措置を講じること。
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5. 感震装置による脱水素装置の自動停止措置

関連規則等危則28-35、1126危136

【安全対策の目的I
地痕による機器の損傷箇所から、外部に漏えいするトルエン、メチルシクロヘキサン及び水

素ガス量及び漏えい磁統時間を低減する。

［安全対策の内容I
脱水素装置には、以下の要件を満たす感震装置等を設置すること。

1.感震装置の設置

脱水素装置には、一定以上の強度による地震を検知し、警報を発するとともに脱水素装置の

運転を自動的に停止する装置を殷けること。

2．遮断弁等の設置

地震発生時の電源供給の停止あるいは信号線、計装空気配管の損傷に備え、遮断弁はフェイ

ルクローズ（エアフェイルクローズ、シグナルフェイルクローズ）とすること．

3.額装置は、定期的に作動薙蕊試験を実施すること。

※参考

・配管の経路には、告示で定めるところにより感震装置及び強展計を設けなければならない。
園 ',28-35)

・危険性が高い瓜要設備等は各事業所において地震規模により自動的に緊急停止されるシーケンスが

組まれている場合がある。また、里要設備等については非常用電源が確保されていたり、電源がな

くても緊忌遮断される仕組みの導入等の対策が施されている設備等もある。
(106.5.23消防危136号）
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6. 脱水素装置の固定

I関連郷ii等該当なし
［安全対策の目的】

地震等により機器及び配管等が損傷し、可燃性ガスや危険物が漏えいすることを防止する。

【安全対策の内容l

紘素装置は、耐震性を有する構造とし、コンクリート基塁上またぽ堅牢な建造物等に固定す

ること。

※参考

•平成 26年 5 月 23 日消防危第 136 号『危険物厄飯1り地政の震災等対策ガイドライン』を活用した危
険物施設の震災等対策の推進について」

7. 脱水素装置周囲への防火壁設置

関連規則等危則28-59(2)⑩

［安全対策の目的I
脱水素殷備から漏えいした水素、メチルシクロヘキサン及びトルエンによる火炎の影響が、周

辺施殷に及ぶことを防止する。

【安全対策の内容I
紐素設備からの火災による被害の拡大を防止するための、酎火構造のものまたは不燃材料で

造られた高さ 2m以上の塀または壁を設けること．

※参考

・一般取扱所の周囲には、高さニメートル以上の塀または壁であって、耐火構造のものまたは不燃材

料で造られたもので次に掲げる要件に該当するものを設けること． 侮；AIJ28-59(2)⑩）
イ 開口部（防火設偏ではめごろし戸であるもの（ガラスを用いるものである場合には、網入り

ガラスを用いたものに限る。）を除く．）を有しないものであること。

ロ 当該一般取扱所において告示で定める火災が発生するものとした場合において、当該火災に

より当該一般取扱所に隣接する敷地に存する建築物の外壁その他の告示で定める箇所にお

ける輻射熱が告示で定める式を満たすこと。

・-i11t取扱所の出入口には、防火設備を設けること。 偲；則28-59(2)⑩）
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8. 脱水素設懺への障壁設置

関連規則等危則27-5(6)①

【安全対策の目的I
志圧ガス水素の圧縮機、蓄圧器及びその配管等の設備から漏えいした水素による噴出火災の、

脱水素装置への影響を最小限に抑える．

［安全対策の内容】

菩圧機及び圧縮機と脱水素装置との問に障壁を設ける。障壁は、鉄筋コンクリート製、コンク

リートプロック製、鋼板製のいずれかとして、脱水素設備に影響を与えない高さとする。

※参考

•第三項から前項までに定めるもののほか｀圧縮水素充填設備設霞給油取扱所の特例は、次のとおり

とする。 侮測27-5(6)①）

ー改質装置、液化水素の貯槽、液化水素昇圧ポンプ、送ガス蒸発器、圧縮機及び蓄圧器と給油

空地等、簡易クンク及び専用クンク等の注入口との問1こ障壁を設けること。
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9. 脱水素設儀からの危験物の外部への流出防止措置

関運規則等危政令9(1）＠渤、危則28-58(2）＠ゆ、危則28-59(2)②③

［安全対策の目的】

漏えいした危険物の滞留及び外部への流出を防止する。

［安全対策の内容】

脱水素設備には、漏えいした危険物が滞留せず、また外部に流出しない措置を瞑ずること。具

体的には次号の要件を満たすものとすること．

1．舗装

脱水素装置を設置する場所には、漏れた危険物が浸透しないための舗装をすること．

(1)涌れた危険物が浸透し、または当該危険物によって劣化し、若しくは変形するおそ

れがないものであること。

(2)設備の荷直により損傷するおそれがないものであること。

(3)耐火性を有するものであること。

2.危険物の流出防止措置

脱水素設備には以下の措置を実施すること。

(1)危険物の流出防止に効果があると認められる囲いまたは排水溝等を設置すること。

(2)脱水完設備を設置する地盤面は、コンクリートその他危険物が浸透しない材料で覆

い、かつ、適当な傾斜及び貯留設備を設けること。

3.油水分離槽の設置

脱水素設備で取り扱う危険物が直接排出されないようにするため、貯留設備に油水分離槽を

設置すること。

※参考

・液状の危険物を取り扱う建築物の床は、厄験初．が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜を付

け、かつ、漏れた危険物を一時的に貯留する設備を設けること。 債茂冷•9(1)@)
・屋外に設けた液状の危険物を取り扱う設備には、その直下の地盤而の周囲に高さO・ ー五メートル
以上の囲いを設け、または危険物の流出防止にこれと同等以上の効果があると認められる総務省令

で定める措置を講ずるとともに、当該地盤面は、コンクリートその他危険物が浸透しない材料で

覆い、かつ、適当な傾斜及び貯留設備を設けること。この場合において、第四類の危険物（水に溶

けないものに限る。）を取り扱う設備にあっては、当該危険物が直接排水湛に流入しないようにす

るため、貯留設偏1こ油分雇装置を設けなければならない。 侮；政令9(1)⑫）

・給油空地及び注油空地には、磁れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他

の液体が当該給油空地及び注油空地以外の部分に流出しないように総務省令で定める措置を訊ずる

こと。 侮；政令 17(1))
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・漏れた危険物が浸透しないための第二十四条の十六の例による舗装をすること。

05則28-59(2)②、危則28-59(2)⑥）

・漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当該空地以外の部分に

流出しないように第二十四条の十七の例による措置を講ずること。侮；則28-58(2)⑦、危則28-59'2)

RJ 
・令第十ヒ条第一項第四号（同条第二項においてその例による湯合を含む。）の総務省令で定める舗装

は、次に掲げる要件に適合する請装とする． 侮；則21-16)

一漏れた危険物が浸透し、または当該危険物によって劣化し、若しくは変形するおそれがない

ものであること。

二 当該給油取扱所において想定される自動車等の荷直により損傷するおそれがないものである

こと。

三耐火性を有するものであること。

．令第十七条第一項第五号の総務省令で定める措置は、次に掲げる要件に適合する措置とする。

園 1/24-17)

ー 可燃性の蒸気が給油空地（令第十七条第一項第二号の給油空地をいう。以下同じ．）及び注油

空地（同項第三号の注油空地をいう。以下同じ。）内に滞留せず、給油取扱所外に速やかに排

出される構造とすること。

二 当該給油取扱所内の固定給油設備（令第十七条第一項第一号の固定給油設備をいう。以下同

じ．） （ホース機器と分離して設阻されるポンプ機器を除く。）または固定注油設備（ホース機

器と分離して設置されるポンプ機器を除く。）の一つから告示で定める数量の危険物が漏えい

するものとした場合において、当該危険物が給油空地及び注油空地内に滞留せず、火災予防

上安全な場所に設置された貯留設備に収容されること。

三貯留設備に収容された危険物が外部に流出しないこと。この場合において、水に溶けない危

険物を収容する貯留設備にあっては、当該危険物と雨水等が分離され、雨水等のみが給油取

扱所外に排出されること。
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10. 可燃性ガスの滞冒しない構造

関連規則等危則28-58(2)⑦、危則28-59(2)③、危則24-17(D

【安全対策の目的I
漏えいした厄荻初蒸気や水素などの可燃性ガスが滞留することを防止する。

【安全対策の内容I
有概ヽイドライド水素スタンドにおいて、脱水素設備及び回収空地にあっては、可燃性の蒸気

及びガスが滞留せず、速やかに排出される構造とすること。

※参考

•第四号及び第五号の空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず．かつ、当該危険物その他
の液体が当該空地以外の部分に流出しないように第二十四条の十七の例による措置を講ずること。

園 ',28-58(2)⑦）

•第一号の空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当
該空地以外の部分に流出しないように第二十四条の十七の例による措置を講ずること。侃測

28-59(2)③） 

・可燃性の蒸気が給油空地及び注油空地内に滞留せず、給油取扱所外に速やかに排出される構造とする

こと。 （危則24-17(!))
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11. 専用タンク簿の地養面下への設置措置

関連規則等危政令17(1)⑦⑧、危則27-5(3)、危則28-59(2)④

（安全対策の目的］

周囲の火災からの延焼を防止する。また、タンクから火災が発生した際に、周囲への延焼危険

等の影響を最小限に抑える。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、危険物から水素を製造するための脱水素装置に接続

する原料（メチルシクロヘキサン）クンク、副生物（トルエン）タンク、廃油クンク及び脱水

素設備に直接接続する燃料タンク（以下、専用タンク等という）を地盤面下に埋設して設ける

場合を除き、原則として危険物を取り扱うタンクを設けてはならない。

なお、専用タンク等の設置に係る基準は、危政令13条第1項、同条第2項または同条第3項

（同条第1高5号、 9号2、12号に係る部分を除く）によるものであること。

※参考

・圧縮水素充填設備設置給油取扱所には、固定給油設備若しくは固定注油設備に接続する専用クンク、

危険物から水素を製造するための改質装匿に接続する原料クンクまたは容量一万リットル以下の第

二十五条で定めるタンク（以下この条において「専用クンク等」という。）を地槃面下に埋没して設

ける場合を除き、危険物を取り扱うタンクを設けてはならない。ただし、都市計画法第八条第一項

第五号の防火地域及び準防火地萩以外の地域においては、抽郎而ヒに固足祐油設偏に接続する容戴

六百リットル以下の簡易タンクを、その取り扱う同一品質の危険物ごとに一釦j重．，三個まで設ける

ことができる。 ⑮測27-5(3))

・令第十七条第一項第七号 （同条第二項においてその例による場合を含む。）の総務省令で定めるク

ンクは、次のとおりとする。 U毀l/25)
ー 廃油クンク

ニ ポイラー等に直接接続するクンク

12. 水素スタンド周囲への防火壁設置措置

！関連鵬Ij等麟令17(1)⑲、紅1]28-59(2)⑩

【安全対策の目的］

有棉ソヽイドライド水素スタンドの周囲に壁を設けることにより水素スタンドからの火災によ

る市街地周辺への災害被害の拡大を防止する．

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドの周囲には、自動車等の出入りをする側を除き、火災による被

害の拡大を防止するための耐火構造のものまたは不燃材料で造られた高さ 2m以上の塀または

壁を設けること。

※参考

・給油取扱所の周囲には、自動車等の出入りする側を除き、火災による被害の拡大を防止するための高

さニメートル以上の塀または壁であって、耐火構造のものまたは不燃材料で造られたもので総務省令

で定めるものを設けること． 佛；政令17(1)⑲）

•一般取扱所の周囲には、高さニメートル以上の塀または壁であって、耐火構造のものまたは不燃材料

で造られIこもので次に掲げる要件に該当するものを設けること。 （危則28-59(2)⑩）
イ 開口部（防火設備ではめごろし戸であるもの（ガラスを用いるものである場合には、網入りガ

ラスを用いたものに限る．）を除く。）を有しないものであること．

ロ 当該一般取扱所において告示で定める火災が発生するものとした場合において、当該火災によ

り当該一般取扱所に隣接する敷地に存する建築物の外壁その他の告示で定める箇所における

輻射熱が告示で定める式を演たすこと。

・告示で定める火災が発生した場合において、隣接する敷地に存する建築物の外壁その他の告示で定め

る箇所における輻射熟が告示で定める式を洪たすこと．

園 1)25+2)

（告示第4条の52関係）

輻射熱が満たすべき値

\。~ q'd t aa2, 000 
t e：撚疇r，1（分）、 q ：輻射熱(kw/m2)、t：燃焼開始からの経過時間（分）
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13. トルエン回収のための空地

I 関連郷rJ等危則28-58(2)④
［安全対策の目的I
車両に固定されたタンクにトルエンを回収するために必要と考えられる十分な空間を確保す

ることで、安全かつ円滑にトルエンを回収できるようにする。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドには、トルエンを専用クンクから車両に固定されたタンクに回

収するための回収設備の周囲に、クンクを固定した車両がはみ出さず、かつ、当該タンクにト

ルエンを安全かつ円滑に注入することができる広さの空地（以下、回収空地という）を保有す

ること。

なお、回収空地は、その操作に支陳の無い限りにおいて、以下を兼ねてもよい。

※参考

(1)移動貯蔵タンクから専用タンクまたは廃油クンク等に危険物を注入するための移動

タンク貯蔵所の停車場所

・一般取扱所には、危険物を車両に固定されたタンクに注入するための設偏侮；険物を移送する配管

を除く。）の周lllllこ、クンクを固定した車両が当該空地からはみ出さず、かつ、当該クンクに危険物

を安全かつ円滑に注入することができる広さを有する空地を保有すること。 ⑮；則28-58(2)④I
・一般取扱所には、固定注油設備のうちホース機器の周囲に、容器に詰め替え、またはクンクに注入

するための空地であって、当該一般取扱所に設匠する固定注油設備に係る次のイまたは口に掲げる

区分に応じそれぞれイまたは口に定める広さを有するものを保有すること。 侮；則28-59(2)(!))

イ 危険物を容器に詰め替えるための固定注油設備容器を安全に置くことができ、かつ、当該

容器に危険物を安全かつPl滑に詰め替えることができる広さ
ロ 危険物を車両に固定されたクンクに注入するための固定注油設偏 タンクを固定した車両が

当該空地からはみ出さず、かつ、当該クンクに危険物を安全かつ円滑に注入することができ

る広さ
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14. 高圧ガス設鐘に係る防火設傭等の設置

I 関連脚lI等危則27-5(5)
［安全対策の目的I
水素スタンドの高圧ガス設備への防火設備または温度上昇の防止装置により、火災の予防及び

火災による類焼を防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スクンドには、防火設俯またiゴ山度の上昇を防止する装置を設けること。

なお、設置位置は、回収空地及びその他危険物を取り扱う場所以外の場所であること。

※参考

・圧縮水素充填設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設偏は、第一号に掲げるものとし、

当該設備は、第二十ヒ条の三第六項第二号、第三号及び第六号の規定の例によるほか、第二号及び

第三号に定めるところにより設けなければならない。この湯合において、同条第六項第三号中「圧

縮天然ガス等」とあるのは「圧縮水素Jと、同項第六号中「防火設備Jとあるのは「第二十七条の

五第五項第一号に規定する防火設備または温度の上昇を防止するための装置」とする。

ー 自動車等の洗浄を行う設偏、自動車等の点検・整偏を行う設備、混合燃料油調合器及び危険

物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スクンド及び防火設備または温度の上

昇を防止するための装置

設置位置は、給油空地及び注油空地以外の場所であること。 侮測27-5(5))

・防火設備とは、火災の予防及び火災による類焼を防止するための設備であって、蓄圧器に設けられ

る水噴霧装置、散水装唇等をいう。

・溢度の上昇を防止する装置とは、蓄圧器及び移動式製造設備の車両が停止する位置に設けられる水

輝装置散水装置等をいう。

(1117.3.24消防危62、1124.12.18消防危263)

・可燃性ガス、酸素及び三フッ化窒素の記避施的には、その規模に応じ、適切な防消火設備を適切な

箇所に設けること。 （一般高圧ガス保安規則6(1)⑲）

・防火設備は、可燃性ガスの製造施餃等の防火及び消火のために使用する設備であって、水噴霧装匿、

散水装置をいい、火災の予防及び火災による類焼を防止するためのものとする。（例示茄準31)

・温度上昇を防止するための装置は、鼈気的に温度を出力できる温度計と｀温度上昇を検知した湯合

に自動的に作動する水噴霧装置または散水設備とする。 （例示基準59-3)
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15. 高圧ガス設懺及びガス殷傭と危験物取扱設●との間の陣壁設置

［関連郷暉 疇 27-5(6)①

【安全対策の目的I
高圧ガス設備・ガス設備と、危険物販蒻設との間に障壁を設けることで、発生した災害の相

互への影響が及ぶことを防止する。

【安全対策の内容］

脱水素装置、圧縮機及び蓄圧器と回収空地等、簡易タンク及び専用タンク等の注入口及び吐出

ロとの間に障壁を設けること。

※参考

•第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮水素充填設偏設置給油取扱所の特例は、次のとおり

とする。 偉則27-5(6)①J

ー 改質装置、液化水素の貯槽、液化水素昇圧ポンプ、送ガス蒸発器、圧縮機及び蓄圧器と給油

空地等、簡易タンク及び専用タンク等の注入口との間に障壁を設けること．

16. 防火殷傭による水の危験物取撮設傭等への流入防止措置

［ 関連虹1等組'J27-5(6)②

【安全対策の目的］

危険物取扱設備への水流入によるコンタミを防止する口

【安全対策の内容）

防火設備または温度の上昇を防止する装置から放出された水が、回収空地等、トルエン回収設

備及び専用タンク等の注入口付近に達することを防止するための措置を講ずること。

※参考

•第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮水素充填設備設置給油取扱所の特例は、次のとおり
とする。僑測27-5(6)②）

二防火設偏または温度の上昇を防止するための装置から放出された水が、給油空地等、令第十

七条第一項第二十号七規定するポンプ室等及び専用タンク等の注入口付近に達することを

防止するための措置を詣ずること。
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17. 危験物配管の追加接績の菓止措置

［関連郷lI等 危政令27(6)f

【安全対策の目的I
トルエン回収設備に接続する専用タンクの配管以外の配管を接続しないことで、危険物等のコ

ンタミベ一拡散等を防止する。

【安全対策の内容］

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、脱水索設偏またはトルエン回収設備には、当該設備

に接続する専用タンクの配管以外のものによって危険物を注入または回収しないこと。

※参考

・固走祐油設備または固定注油設備には、当該固定給油設備または固定注油設備に接続する専用クン

クまたは簡易クンクの配管以外のものによって、危険物を注入しないこと。偉政令27(6)卜）

18. 駐車蒙止措置

［ 関連螂等危政令27(6)チ

［安全対策の目的］

専用タンクの注入口、通気管の周囲での駐車、点検、埜傭、洗浄を禁止することで、事故また

は火災や漏えい等の発生を防止する。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエン回収設備、専用タンクの注入口または吐出

ロ、通気管の周囲で他の自動車等が註車することを禁止するとともに、自動車等の点検若しく

は整備または洗浄を行わないこと。

※参考

・自動車等に給油するときその他の総務省令で定めるときは、固定給油設備または専用クンクの注入

ロ若しくは通気管の周囲で総務省令で定める部分においては、他の自動車等が駐車することを禁止

するとともに、自動車等の点検若しくは整備または洗浄を行わないこと。 侮；政令27(6)チ）
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19. 建築物の位置、構造及び設置の基準

関運規則等危則27-5(1) 危則27-3(3)(<) (5) 

［安全対策の目的I
水素スタンドに設置できる建築物を定めることにより、不要な、または危険な施設の設置に伴

う災害の発生を防止する。

【安全対策の内容］

・有機ハイドライド水素スクンドスクンドに設置できる施設を定めることにより、不要または

危険な設備の設置に伴う災害の発生を防止する。

•取扱所の係員以外のものが出入りする建築物の床面積を定めることにより、危険物取扱設備

がらの災害による被害拡大を抑える。

•取扱所に設ける建築物の構造及び材料を耐火構造、不燃材村とすることにより火災災害の拡

大を防止する。

•取扱所に設ける建築物の窓、出入口に防火戸等の防火設備を設けることにより、火災災害の
発生を防止する。

•取扱所の所有者等の使用する施設と危険物取扱設備とを区画し、開口部を耐水構造とするこ

とで、取扱所内での火災災害の被害拡大を防止する。

•取扱所に設ける建築物に可燃性蒸気が流入しない構造とすることで、当該建●詔物じ火災災害

等が発生することを防止する。

※参考

・圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所には、給油またはこれに付帯する業務のための次に掲げ

る用途に供する建築物以外の建築物その他のエ作物を設けてはならない。この場合において、第一

号の二から第三号までの用途に供する床または壁で区画された部分 OO油取扱所の係員のみが出入
するものを除く。）の床而積の合計は、三百平方メートルを超えてはならない。

園 1/27-5(1)、危則27-3(3))

一給油．灯油若しくは軽油の詰替えまたは圧縮天然ガス等の充てんのための作業場

ーの二 給油取扱所の業務を行うための事務所

二 給油．灯油若しくは軽油の詰替え、自動車等の点検・整備若しくは洗浄または圧縮天然ガス

等の充てんのために給油取扱所に出入する者を対象とした店舗、飲食店または展示燐

三 自動車等の点検・整備を行う作業湯

四 自動車等の洗浄を行う作業場

五給油取扱所の所有者、管理者若しくは占有者が居住する住居またはこれらの者に係る他の給

油取扱所の業務を行うための事務所

20. 附随設懺の位置・構造及び設置の基準

I 関年I)等危則27-5(5)、危則25-5
［安全対策の目的I
水素スタンドに設置する洗浄設備等の附随設備の位置及び構造を定めることにより、危険物取

扱設備への火災災害影響を低減する。

【安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドに設置する附随設備は、次の通りとすること。なお、附随設備

に収納する危険物の数量の総和は、指定数量未潰とすること。

1. 蒸気洗浄機

(I)位置は、トルエン回収設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を

除く。）から（2)に規定する囲いが次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じ

それぞれ同表に定める距離以上離れた場所であること。

(2)周囲には、不燃材料で造った高さーメートル以上の囲いを設けるとともに、その囲い

の出入口は、 トルエン回収設備に面しないものとすること。

(3)排気筒には、高さーメートル以上の煙突を設けること。

2. 洗車機

位置は、トルエン回収設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。）

から次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じそれぞれ同表に定める距離以上離れた

場所であること。ただし、自動車等の洗浄を行う作業場の用途に供する部分で、床または壁

で区同されたものの内部に設ける場合は、この限りでない。

3. 自動車等の点検・整備を行う設備

位置は、トルエン回収設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。）

から次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じそれぞれ同表に定める距離以上、かつ、

道路境界線からニメートル以上離れた場所であること。ただし、自動車等の点検・整備を行

う作業場の用途に供する部分で、床または壁で区画されたものの内部に設ける場合は、この

限りでない。

トルエン回収設備

ホースまたはアームが最大全長3m以下のもの

ホースまたはアームが最大全長3mを超え4m以下のもの

ホースまたはアームが最大全長4mを超え5m以下のもの

諷
一
如
一

Sm
一
伽

4. 混合燃料油調合器
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位置は、危険物の注入及び回収に支陳がない場所であって、建築物（灯油若しくは軽油の詰

替えのための作業場を除く）から lm以上、かつ、道路境界線から4m以上離れた場所であ

ること。

また、蓄圧圧送式のものは、常用圧力に堪える構造とし、かつ、適当な安＾某1!1.を設けるこ

と。

※参考

・圧縮水紫充填設備は置捻油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第一号に掲げるものとし、

当該設備は、第二十七条の三第六項第二号、第三号及び第六号の規定の例によるほか、第二号及び

第三号に定めるところにより設けなければならない。この場合において、同条第六項第三号中「圧

縮天然ガス等」とあるのは「圧縮水素」と、同項第六号中「防火設備」とあるのは「第二十七条の

五第五項第一号に規定する防火設備または温度の上昇を防止する装置lとする。 侮且'127-5(5)) _ 

ー 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行う設備、混合燃料油調合器及び危険

物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スクンド及び防火設備または温度の上

昇を防止する装置

・令第十七条第一項第二十二号（同条第二項においてその例1こよる場合を含む。）の規定により給油取―

扱所の業務を行うについて必要な設備は．自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行

う設備及び混合燃料油調合器とする。 侮測25-5(1))

21. 水素ディスペンサーの位置

関連規則等危則27-5(5)③｝・

【安^ 対策の目的］

ディスペンサーの位置を、回収空地以外の場所とすることで、危険物取り扱い設備への類焼を

防止する。

【安全対策の内容］

有機ハイドライド水素スタンドにおける水素ディスペンサーの位置はトルニン回収空地以外

の場所であり、かつ当該空地等において圧縮水素の充てんを行うことができない場所であるこ

と．

※参考

・位置は、給油空地等以外の場所であり、かつ、給油空地等において圧縮水素の充てんを行うことが

できない場所であること。 侮測27-5(5)③1)
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22. 水素充てん時の誤接練防止措置

閂連．則等危則27-5(5)③ト

、［安全対策の目的】

充てんホースが、自動車等の水素充てん口と正常に接続されていない場合に、誤ってガスを供

給することによるガスの放出や漏えい、拡散を防止する。

【安全対策の内容I
有機ハイドライト泳素スクンドにおける水素ディスベンサーの充てんホースは、自動車等のガ

スの充てん口と正常に接続されていない場合にガスが供給されない構造とすること。

※参考

・充てんホースは、自動車等のガスの充てん口と正常に接続されていない場合にガスが供給されない

構造とし、かつ、著しい引張力が加わった場合に当該充てんホースの破断によるガスの淵れを防止

する措置が講じられたものであること。 促且IJ27-5(5)③卜）

・ディスペンサーには、充てん車両に固定した容器の最高充てん圧力以下の圧力で自動的に圧縮水素

を遮断する装置を設け、かつ、漏えいを防止するための措置を講ずること。

（一般高圧ガス保安規則7-3(1)⑤）

・充てんホースと車両に固定した容器とのカップリング等接続部分は、容器と接続されていないとき

に圧縮水素が供給されない構造にすること。 （高圧ガス保安規則関係例示基準： 59-8)
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23. 誤発道によるガス漏えい防止措置

I 関運郷1)等危則27-5(5)③ト

【安全対策の目的］

室両の誤発進等によるホースの破損に伴うガスの放出や漏えい、拡散を防止する。

【安全対策の内容］

有機ハイドライド水素スタンドにおける水素ディスペンサーにおいて、ガス充てん中の自動車

の誤発進等により充てんホースに著しい引張力が加わった場合に当該充てんホースの破断に

よるガスの漏れを防止する措置が謬じられたものであること。＇

※参考

・充てんホースは、自動車等のガスの充てん口と正常に接続されていない場合にガスが供給されない

構造とし、かつ、著しい弓I張力が加わった場合に当該充てんホースの破断によるガスの漏れを防止
する措置が講じられたものであること。 統；則27-5(51③})

・ディスペンサーのホースには、車両の誤発進等によるホースの破損を防止するための措置を講ずる

こと。 （一般高圧ガス保安規則7-3(2)⑮）

・緊急離脱カプラー（充てんホースの破断防止、分離部からの水素漏えい防止）を設置すること。

（高圧ガス保安規則関係例示基準： 59-8)

・ディスベンサーは、充てんノズルをディスペンサーに収納しなければ、充てんした水素の晨の確定

ができない等、充てん作業が完了しない構造とすること。誤発進の注意喚起のための看板等を設置

すること。従業員に対し、誤発進防止に関する十分な教育を実抱すること。

（高圧ガス保安法例示基準： 59-9)
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24. 水素ディスペンサーヘの自動車等の膏突防止措置

I 関彰賎IJ等疇27-5(5)③ト

【安全対策の目的I
水素ディスベンサーヘの自動車等の衝突を防ぎ、設備破損等に伴うガスの放出や涌えい、拡散

を防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水索スタンドにおける水素ディスベンサーには、自動車等の衝突を防止する

措置を講じること。

当該措置の例として、その周囲に防護柵またはポール等を設ける方法などがある。

※参考

・自動車等の衝突を防止するための措置を訪ずること。 ⑮測27-5(5)③卜）

・自動車等の街突を防止するための措置とは、ディスベンサーの周囲に保護情またはポール等を設け

る方法があること。 (1127.6.5消防危123)

・ガス設備は、車両が衝突するおそれがない場所に設置すること。ただし、車両の衝突を防止

する措置を講じた場合は、この限りでない。 （一般高圧ガス保安規則7-3(2)⑳）

・ディスベンサーの周囲のうち圧縮水素を充てんする車両が停止する側に防護柵を設けること。ディ

スベンサーを設置する給ガスアイランドは嵩上げすることとし、嵩上げ高さ 150皿以上、防護情で

防できない方向に対し嵩上げ幅（ディスペンサーからの距離） 800m以上とすること。

（高圧ガス保安規則関係例示基準： 59-7)
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25. 水素ディスペンサーヘの自動車等衝突時の運転停止措置

I 関連脚IJ等組IJ27・5(5)③ト
【安全対策の目的］

自動車等がディスペンサーに衝突した際、これを検知し、自動的に運転を停止することでガス

の放出や漏えい、拡散を防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおける水素ディスベンサーは、自動車等の衝突を検知し、運

転を自動的に停止する構造のものとすること。

また、充てん車両に固定した容器の最高充てん圧力以下の圧力で自動的に圧縮水素を遮断する

装置を設け、かつ、漏えいを防止するための措置を講ずること。

※参考
・自動車等の衝突を検知し、運転を自動的に停止する構造のものとすること。 侮測27-5(5)R卜）

•各ディスベンサーには、車両の衝突を検知する衝突センサー（地震動を感知する感震器をこれに代
える場合には、車両の衝突による衝撃を検知できること。）を設け、衝突を検知したとき、警報し、

かつ製造設備を自動的に停止する措置を講ずること。 （高圧ガス保安規則関係例示基準：59-7)

26. 危験物の水素ディスペンサーヘの流入防止措置

［扇磯則等螂27-5(6)③

【安全対策の目的I
漏えいした危険物による火災が発生した場合に、当該火災がディスベンサーに類焼することを

防止する。

【安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スタンドにおいて、排水溝の設置等により、トルエン回収設備、簡易ク

ンクまたは専用クンク等の注入口から漏れた危険物がディスベンサーに達することを防止す

るための措置を瞑ずること。

※参考

・固定給油設備、固定注油設備、簡易タンクまたは専用クンク等の注入口から漏れた危険物が、ディ

スペンサーに達することを防止するための措置を講ずること。 侮測27-5(6)@)

・固定給油設備、固定注油設備、筒易タンクまたは専用クンク等の注入口から漏れた危険物が、ディ

スペンサーに達することを防止するための措置とは、固定給油設備、固定注油設備、簡易クンクま

たは専用クンク等とディスベンサーの問に排水湛を設置すること等をいうこと。 (H27.6.5消防

危 123)

ー
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27. ガス配管の設置位置

I 関連即rJ等紅1)27-5(5)曲

【安全対策の目的I

う

配管の位置を｀回収空地以外とし、自動車等と衝突しない場所とすることで、配管の損傷によ

る可燃性ガスの漏えいを防止する。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スタンドにおいて、ガス配管の位置i社1下の通りとすること。
(l) トルエン回収空地以外の場所。

(2) 自動車等の衝突するおそれのない湯所。ただし、自動車等の衝突を防止するための

措置を講じた場合はこの限りでない。

※参考

・液化水素配管及びガス配管 侮；則27-5(5)③f)

(I)位置は、給油空地等以外の場所とするほか、 (2)に定めるところによること。

(2)自動車等が衝突するおそれのない場所に設置すること。ただし、自動車等の衝突を防止するた

めの措置を講じた場合は、この限りでない。

・自動車等が衝突するおそれのない場所に設置する例としては、次のような方法がある．

(1127.6.5梢防危123)

(7)液化水素配管及びガス配管をキャノピーの上部等に設置する方法

（イ）液化水素配管及びガス配管を地下に埋設する方法

（り）液化水素配管及びガス配管をトレンチ内に設置する方法

・自動車等の衝突を防止するための措置とは、液化水素配管及びガス配管の周囲に防護柵

またはポール等を設ける方法がある。
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28. ガス配管火災の危験物取扱設傭等への類焼防止措置

I 関連即嘴危則27-5(5)⑯

［安全対策の目的l
ガス配管から発生した火災が危険物取り扱い設備に類焼することを防く。

［安全対策の内容l
有機ハイドライド水素スタンドにおいてガス配管から火災が発生した場合に、防熱板の設置等

により、回収空地及び専用タンク等の注入口または吐出口への類焼を防止するための措置を講

ずること。

※参考

・液化水素配管またはガス配管から火災が発生した場合に給油空地等及び専用クンク等の注入口への

延焼を防止するための措置を講ずること。 侮；則27-5(5)③f)

・ガス配管から火災が発生した場合に給油空地等及び専用クンク等の注入口への延焼を防止するため

の措置とは、ガス配管が地上部（キャノピー上部を除く。）に露出している場合にガス配管の周囲に

防熟板を設ける方法がある。 (1127.6.5消防危123)
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29. ガス配管接績部の漏えい防止措置

関連規則等危則27-5(5)③f

［安全対策の目的］

ガス配管から漏えいしたガスが滞留し、火災が発生することを防止する；

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、配管を漏れたガスが滞留するおそれのある場所に設

置する場合に、接続部を溶接とすること．

ただし、当該接続部の周囲にガスの漏れを検知することができる設備を設けた場合は、この限

りでない。

※参考

・配管を漏れたガスが滞留するおそれのある場所に設置する場合に、接続部を溶接とすること。ただ

し、当広裟かぶの周囲にガスの漏れを検知することができる設偏を設けた場合は、この限りでない。

園 IJ27-5(5)③f)

・配管の接続部の周囲に設けるガスの漏れを検知することができる設備とは、当該ガスの爆発下限界

における4分の1以下の濃度で漏れたガスを検知し、警報を発するものをいう。また、当該設傭は

漏れたガスに対して防爆情造を有するほか、ガソリン蒸気等の可燃性蒸気が存在するおそれのある

場所に設置される場合にあっては、漏れたガス及び可燃性蒸気に対して防煤溝造を有するものであ

る． （1127.6.5梢防危123)
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30. 蓄圧塁—ディスペンサー間の緊急遮断弁の設置

関連規則等危則27-5(5)③チ

［安全対策の目的）

緊急時に、速やかにガスの供給を停止することで、火災等の発生や、発生した火災等の延焼拡

大を防ぐ．

［安全対策の内容）

有機ハイドライド水素スクンドにおいて、菩圧器からディスペンサーヘのガスの供給を緊急1こ

停止することができる遮断弁を設けること。

この場合において、当該装置の起動装置は、火災その他の災害に際し、速やかに操作すること

ができる箇所に設けること。 ｀ 

※参考

・蓄圧器からディスペンサーヘのガスの供給を緊急に停止することができる装置を設けること。この場

合において、当該装置の起動装置は、火災その他の災害に際し、速やかに操作することができる箇所

に設けること。 侮測27・5(5)③f)

・蓄圧器からディスペンサーヘのガスの供給を緊急に停止することができる装匿とは、遮断弁及び遮断

操作部をいう。遮断弁は、苦圧器からガスを送り出すためのガス配管に設ける。また、遮断操作部は、

事務所及び火災その他の災害に際し速やかに操作することができる箇所に設ける。

(1127.6.5消防危123) • 
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31. 圧縮機吐出圧力の具常警輯及び自動停止措置

I関紐測等危則27-5(5)③＄
【安全対策の目的l
圧縮機のガス吐出圧力が異常上昇した場合に自動的に運転を停止させることにより、機器の破

損、爆発及び火災災害の発生を防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、脱水素装置で製造した水素ガスを昇圧する圧縮機の

吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇するおそれのあるものにあっては、吐出圧力が最大常用

圧力を超えて上昇した場合に警報を発するとともに、圧縮機の運転を自動的に停止させる装置

を骰けること。

※参考

・圧縮機で、ガスの吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇するおそれのあるものにあっては、吐出圧

力が最大常用圧力を超えて上昇した場合に圧縮機の運転を自動的に停止させる装置を設けること．
偉則27-5(5)③本）

・ガスの吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇した湯合1ヰ臼5機の運転を自動的に停止させる装置と

は、圧縮機の圧力を圧カセンサーにより検知し、電動機の電源を切ることにより、当該圧縮機の運

転を停止させる異常高圧防止装置をいう。ただし、圧力が最大常用圧力を超えて上昇するおそれの

ないものにあってはこの限りでない。 (1127.6.5消防危123)
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32. 謹機の逆流防止措置

I 関連麟等危則27-5(5)国
［安全対策の目的】

圧縮機吐出側配管に逆止弁を設けることにより、容量があり圧力の高い蓄圧器側から圧縮機へ

ガスが逆流し、圧縮機及びその上流部の圧力異常による破損及びガス漏えいとそれに伴う火災

災害の発生を防止する．

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スタンドにおいて、脱水素装置で製造した水素ガスを昇圧する圧縮機の

吐出側直近部分の配管には逆止弁を設けること。

※参考

・伽縮機には）吐出側直近部分の配管に逆止弁を設けること。 侮測27-5(5)③＄）

・圧縮機の吐出側直近部分の配管には、逆止弁を設けることとされているが、蓄圧器側から圧縮機へ

のガスの逆流を防止できる位置である場合には、逆止命を蓄圧器の受入側直近部分のガス配管に設

けても差し支えない。 (lm.6.5消防危 123)

33. 圧縮機への自動車等の衝突防止措置

I関凶疇螂27-5(5)醗
［安全対策の目的】

自動車等の圧縮機への衝突により、機器及び配管の破損に伴う水素等ガスの漏えいと、それに

伴う火災災害の発生を防止する．

［安全対策の内容】

耀ハイドライド水素スクンドにおいて、脱水素装置で製造した水素ガスを昇圧する圧篇機に

は、自動車等の衝突を防止するための措懺を謬ずること。

当該措置の例として、その周囲に防護梱またはポール等を設ける方法などがある。

※参考

・ぽ縮機には）自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 僑；則27も (5)③杓

・自動車等の衝突を防止するための措置とは、圧縮機の周囲に保護柵またはポール等を設ける方法が

あること。なお、圧縮機を自動車等が容易に進入できない場所に設置する場合は、当該措置が講じ

られているものとみなすこと。 (1127.6.5消防危123)
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34. 業務時間外の立ち入り蒙止措置

関連規則等危政令27(6)①9

［安全対策の目的】

水素スタンドの業務時間外に係員以外の者が侵入して、いたずら等を行うことを防止する。

【安全対策の内容】

有叡ヽイドライド水素スタンドにおいて、水素充てん等の業務が行われていないときは、係員

以外の者を出入りさせないための必要な措置を講じること。

※参考

・給油の業務が行われていないときは、係只以外の者を出入させないため必要な措置を講ずること。

虚政令27(6)①9)
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35. メチルシクロヘキサン注入口の位置及び構造

羹規則等危政令13(1)⑨、危則28-59(2)R

1安全対策の目的】
メチルシクロヘキサンの地下貯蔵クンクヘの注入口での漏えいその他火災災害等の発生を防

止する。

【安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドにおいて、原料であるメチルシクロヘキサンの地下貯蔵クンク

の注入口は、屋外に殷けることとするほか、次の通りとすること。

(1) 火災の予防上支障のない場所に設けること。

(2) 注入ホースまた1誼茫入管と結合することができ、かつ、危険物が漏れないものである

こと。

(3) 注入口には、弁またはふたを設けること。

(4) 注入口付近には、静電気を有効に除去するための接地電極を設けること。

※参考

・危険物の地下貯蔵クンクの注入口は｀屋外に設けることとするほか、以下の例によるものであるこ

と。 礎政令!3{!)⑨、危政令II{!)⑩）

イ 火災の予防上支障のない場所に設けること。

ロ 注入ホースまたは注入管と結合することができ、かつ、危険物が漏れないものであること。

，、 注入口には、弁またはふたを設けること。

ニ ガソリン、ベンゼンその他静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物の屋外貯

蔵タンクの注入口付近には、静電気を有効に除去するための接地電極を設けること。
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36. トルエン吐出口の位置及び構造

［霞脚嘴危祀 13(1)⑨、危則茄ー59(2)⑤

【安全対策の目的I
トルエン吐出口での漏えいその他火災災害等の発生を防止する。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドにおいて、副生物であるトルエンの回収設備の吐出口は、屋外

に設けることとするほか、次の通りとすること．

※参考

(1) 火災の予防上支障のない場所に設けること．

(2) トルエン回収設備の吐出口は、注入ホースまたは注入管と結合することができ、また

はローディングアームによって移動クンク貯蔵所の注入口と直接と結合することが

でき、かつ、危険物が漏れないものであること．

(3) トルエン回収設備の吐出口には、弁またはふたを設けること。

(4) トルエン回収設備の注入口付近には、静電気を有効に除去するための接地電極を設け

ること。

・危険物の地下貯蔵タンクの注入口は、屋外に設けることとするほか、以下の例によるものであること．

（危政令 13(1)⑨、危政令11(1)⑩）

イ 火災の予防上支障のない場所に設けること。

ロ 注入ホースまたは注入管と結合することができ、かつ、危険物が漏れないものであること。

ハ注入口には、弁またはふたを紋けること。

ニ ガソリン、ベンゼンその他静電気による災害が発生するおそれのある液体の危険物の

屋外貯蔵クンクの注入口付近には．静鼈気を有効に除去するための接地電極を設ける

こと。
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37. トルエンタンクヘの過嘱注入防止措置と自動停止装置

［ 関連郷ii等危政令 17(2)④

【安全対策の目的l
地下貯蔵クンク液面が規定した液面高さを超えた場合に警報を発報する設備を設置し、あふれ

や漏えいを防ぐ．

【安全対策の内容】

有磁ヽイドライド水素スクンドにおいて、副生物であるトルエンを貯蔵する専用タンクには、

トルエンの過剰な注入を自動的に防止するために以下の措置を講じること。

(1) 脱水素装置とトルエンクンクの間に遮断弁を設け、液面の異常を検知した場合に誓報

を発するとともに、遮断弁を閉止しタンクヘのトルエンの過剰な注入を有効に防止す

ること．

(2) トルエン専用タンクの液面の異常を検知して、脱水素装置の運転を自動的に停止する

装置を設けること。

※参考

・澤内絵油取扱所の基準）専用クンクには、危険物の過剰な注入を自動的に防止する設備を設けるこ

と。 け5政令17(2)④I
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38. トルエンタンクヘの蓋気回収殷傭の設置

［ 関連郷l1等危政令15(1)⑥、疇20(3)@

［安全対策の目的］

地下クンクと移動貯蔵タンク間で危険物を移送する際に、可燃性蒸気の回収装置を設置するこ

とで、可燃性蒸気の拡散を防ぎ、蒸気への引火による火災災害の発生を防止する。

また、同工程におけるトルエンの拡散を抑制し、市街地環境への影響を低減する。

［安全対策の内容］

有機ハイドライド水素スタンドにおけるトルエンを貯蔵する地下貯蔵タンクには、地下貯蔵タ

ンクから移動貯蔵クンクに危険物を回収するときに当該タンクから放出されるトルエンを含

む可燃性蒸気をもう一方のタンクに有効に回収するための弁を、通気管に股けること。

また、当該設備は可燃性の蒸気が濡れるおそれのない構造とすること。

※参考

・可燃性の蒸気を回収するための弁を通気管に設ける場合にあっては、当該通気管の弁は、地下貯蔵

タンクに危険物を注入する湯合を除き常時開放している構造であるとともに、閉鎖した場合にあっ

ては、 lOkPa以下の圧力で開放する構造のものであること。 侮測20(3)③）

・移動貯蔵クンクに可燃性の蒸気を回収するための設備を設ける場合にあっては、当該設備は可燃性

の蒸気が漏れるおそれのない構造とすること。 侮政令150)R)
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39. トルエン回収ポンブヘの安全装置の設置

［ 関連螂等危政令9(])⑯、危則］9(1)

［安全対策の目的】

トルエンタンクから移動貯蔵タンクにトルエンを回収する際に、異常を検知して注入を停止す

ることによりトルエンの漏えい・拡散を防止し、災害発生を防ぐ。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドのトルエンを貯蔵する専用タンクから移動貯蔵タンクにトル

ェンを回収する設備に用いるポンプには、次の安全装置を設けること。

1．圧力異常時の自動停止装置

ポンプの吐曲王力が過照に上昇した場合に警報を発するとともに、ボンプの運転を自動的に

停止する設備を設けること。

2.遮断弁

ポンプの吐出からトルエン吐出口の間の配管に、圧力の異常を検知してトルエンの回収を停

止できる遮断弁を設けること。

3.安全弁

ポンプ吐出側配管に、安全弁を取り付けること、＇

※参考

・危険物を加圧する設備またはその取り扱う危険物の圧力が上昇するおそれのある設備には、圧力計

及び総務省令で定める安全装置を設けること。 偉：政令9(l)⑯）

•安全装置は、次の各号のとおりとする。ただし、第四号に掲げるものは、危険物の性質により安全
弁の作動が困葉である加圧綬備に限って用いることができる。僑測!9(1))

ー 自動的に圧力の上昇を停止させる装置

一 減圧弁で、その減圧側に安全弁を取り付けたもの
ー 警報装置で、安全弁を併用したもの

四 破誤板
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40. 感震装置によるトルエン回収ポンブの自馳停止措置

［ 関連願リ等危則28-35

［安全対策の目的I
地震による機器の損傷により、トルエンが漏えいするのを防止し、または、漏えい量を低減し

影響を抑える。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエンを貯蔵する専用タンクから移動貯蔵タンク

にトルエンを回収する設備にけ成震装置を設置し、地震規模によってトルエン回収ポンプを自

動的に停止できる措置を講じること。

1.感震装置の設置

トルエン回収ポンプには、一定以上の強度による地震を検知し、警報を発するとともにポン

プの運転を自動的に停止する装置を設けること。

2.遮断弁等の設置

地震発生時の電源供給の停止あるいは信号線、計装空気配管の損傷に備え、遮断弁はフェイ

ルクローズ（エアフェイルクローズ、シグナルフェイルクローズ）とすること。

3.感震装置は、定期的に作動確認試験を実施すること。

※参考

・配管の経路には、告示で定めるところにより感震装置及び強震計を設けなければならない。

園 IJ2ll-35)

•平成 26 年 5 月 23 H消防危第 136号「『危険物施設の震災等対策ガイドライン』を活用した危険物

施設の震災等対策の推進について」（通知）
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41． トルエン回収設傭への自動車等の衝突防止措置

［関”IJ等危則28-2-5(1)④

［安全対策の目的I
トルエン回収設備に車両が衝突することによるトルエンの漏えい・拡散を防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエン回収設備には、自動車等の衝突を防止する

ための措置を講じること。当該措置の例として、防護柵、ガードポール、アイラント設置など

の方法がある。

ただし、自動車等が衝突するおそれのない場所に貶置される湯合を除く。

※参考

・固定給油設備及び固定注油設備並びに簡易タンクには、次に定める措置を講ずること。ただし、顧

客の運転する自動車等が衝突するおそれのない場所に当該固定給油設備若しくは固定注油設備また

は簡易クンクが 設匿される場合にあっては、この限りでない。 (f"e.Jll/28-2-5(1)④） 

イ 固定品油政備及び固定注油設備並びに簡易タンクには、自動車等の衝突を防止するための措

置を講ずること。

ロ 固定給油設備及び固定注油設備には、当該固定給油設備または固定注油設偏（ホース機器と

分離して設置されるポンプ機器を有する固定給油設備及び固定注油設備にあっては、ホース

機器。以下この号において同じ。）が転倒した場合において当該固定給油設備または固定注

油設備の配管及びこれらに接続する配管からの危険物の漏えいの拡散を防止するための措

置を講ずること。

・固定給油設偏及び固定注油設備並びに簡易クンクには、顧客の運転する自動車等が衝突するおそれ

のない場所に設置される湯合を除き、次に定める措置を講じることとされたこと。 (1110危25)

(I)当該措置としては、車両の進入・退出方向に対し固定給油設備等からの緩衝空間が硫保される

よう、ガードポールまたは高さ 150.,,以上のアイランドを設置するものがあること。
(2)固定給油設備及び固定注油設備には、当該設備が転倒した場合において当該設備の配管及びこ

れらに接続する配管からの危険物の漏えいの拡散を防止するための措置を講ずること。当該措置

の例としては、立ち上がり配管遮断弁の設置または逆止弁の設置（ホース機器と分雇して設置さ

れるポンブ機器を有する固定給油設偏等の湯合を除く。）によること。立ち上がり配管遮断弁は、

一定の応力を受けた場合に脆弱部がせん断されるとともに、せん断部の双方を弁により遮断する

ことにより、危険物の漏えいを防止する構造のものとし、単向由夭等の応力が脆弱部に的確に伝

わるよう、固定給油設備等の本体及び基硫部に堅固に取り付けること。逆止弁は、転倒時にも機

能する構造のものとし、固定給油設備等の配管と地下から立ち上げたフレキシプル配管の間に設

置すること。

61 



42. トルエン回収空地の舗装・滞冒及び流出防止措置

関運規則等危則28-58(2)⑦、危則28-59(2)③、危則24-16、危則24-17

［安全対策の目的I
トルエン回収においてトルエンが漏えいした場合に、トルエンの浸透、滞留及び拡散を防ぐ。

［安＾対笈の内容I
有機ハイドライド水素スクンドにおける回収空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留

せず、かつ、当該危険物その他の液体が当該空地以外の部分に流出しないよう以下の措懺を講

じること。

1．回収空地の舗装

回収空地の舗装は以下の要件に適合する舗装とすること。

(1)漏れた厄阪抄」が浸透し、または当該危険物によって劣化し、若しくは変形するおそ

れがないものであること．

(2)水芙スタンドにおいて想定される自動車等の荷重により損傷するおそれがないもの

であること．

(3)耐火性を有するものであること．

2.危険物及び可燃性蒸気の滞留及び流出防止措置

回収空地には、危険物及び可燃性蒸気の滞留及び流出を防止するため、次の措置を謙じるこ

と。

※参考

(1)可燃性の蒸気及びガスが回収空地内に滞留せず、速やかに排出される構造とするこ

？と。

(2)適当な傾斜を設けるなどにより、漏えいした危険物が回収空地内に滞留せず、速や

かに水素スクンド外に排出される構造とすること。

(3)回収空地の周囲に排水溝を設け、漏えいした危険物を速やかに回収して火災予防上

安全な場所に設置された貯留設備に収容される構造とすること。

(4)貯留設備には油水分離槽を設置し、当該危険物と雨水等が分隈され、雨水等のみが

水素スクンド外に排出されること。

・液状の危験物を取り扱う建築物の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜を付

け、かつ、漏れた危険物を一時的に貯留する設偏を設けること。 • ぽ戎女令9(1)⑨）
・屋外に設けた液状の危険物を取り扱う設備には、その直下の地盤面の周囲に高さ0•一五メートル
以上の囲いを設け、または危険物の流出防止にこれと同等以上の効果があると認められる総務省令

で定める措置を講ずるとともに、当該地繋面は、コンクリートその他危険物が浸透しない材料で覆

い、かつ、適当な傾斜及び貯留設備を設けること。この橘合において、第四類の危険物け中に溶け

ないものに限る．）を取り扱う設備にあっては、当該危険物が碩接排水潰に流入しないようにするた
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め、貯留設備に油分離装置を設けなければならない。 侮政令9(1)⑫）

・給油空地及び注油空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他

の液体が当該給油空地及び注油空地以外の部分に流出しないように総務省令で定める措置を講ずる

こと。 （危政令17(l)li[痣｝）

・空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当該空地

以外の部分に流出しないように第二十四条の十七の例による措置を講ずること。侮測28-58(2)⑦、

危則28-59(2)③）

・令第十七条第一項第五号の総務省令で定める措置は、次に掲げる要件に適合する措置とする。

叫 ',24-17)

ー可燃性の蒸気が給油空地（令第十七条第一項第二号の給油空地をいう。以下同じ．）及び注油

空地（同項第三号の注油空地をいう。以下同じ。）内に滞留せず、給油取扱所外に速やかに排

出される構造とすること。

二 当該給油取扱所内の固定給油設備（令第十七条第一項第一号の固定絵油設備をいう。以下同

じ。） （ホース機器と分離して設甑されるポンプ機器を除く。）または固定注油設備（ホース機

器と分離して設置されるポンプ機器を除く。）の一つから告示で定める数量の危険物が漏えい

するものとした場合において、当該危険物が給油空地及び注油空地内に茄留Uず、火災予防

上安全な場所に設置された貯留設備に収容されること。

三貯留設備に収容された危険物が外部に流出しないこと。この場合において、水に溶けない危

険物を収容する貯留設備にあっては、当該危険物と雨水等が分離され、雨水等のみが給油取

扱所外に排出されること。
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43. トルエンタンク気相椰の安全措置

［ 関運願Ij等該当なし

【安全対策の目的I
クンクの気相部において、水素及び厄験拘蒸気に引火・爆発することを防止する。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スタンドにおける地下貯蔵タンクについて、以下の措置を講じること。

1.水素ガスに関する安全対策

地下貯蔵タンクの気相部に存在する水素ガスについて、以下のいずれかの措置を講じること。

なお、トルエン地下貯蔵タンクにおいて（2)の例のみによる措置を講じた場合、トルエン

を移動貯蔵クンクに回収する際に移動貯蔵クンクに対しても水素濃度の低減または酸素濃

度の低減のいずれかの措置を譲じること。

(1) 副生するトルエンを地下貯蔵タンクに移送する前にトルエンから水素を除去する、

あるいは地下貯蔵クンクに不活性ガスを注入する等により、タンクの水素ガスの濃

度を十分低減するための措置を講じること。

(2) 地下貯蔵タンクに不活性ガスを注入する等により、地下貯蔵タンクの酸素濃度を限

界濃度以下に低減する措置を講じること。

2.可燃性蒸気に関する安全対策

地下貯蔵クンクの気相部に存在する危険物の可燃性蒸気について、以下のいずれかの措置を

講じること。

※参考

(1) 地下貯蔵タンク内の蒸気を流出させないよう、またクンク内部に着火原因を入り込

ませないよう、地下貯蔵クンクに設ける注入口、吐出口及び通気管以外の開口部（マ

ンホール、点検口等）にあっては、施錠されている等通常開放できない構造とする

こと。

(2) 地下貯蔵タンクの注入口及び吐出口は、メチルシクロヘキサンの注入またはトルエ

ンの回収を行うとき以外は閉じること。

116危28号（メクノール等を取り扱う給油取扱所に係る規定の運用について（通知））

1124危2号（エクノール等を取り扱う給油取扱所の技術上の基準に係る運用について）
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44. 移動貯薫タンクヘの可燃性蓋気回収装置の設置

［ 関呻rJ等 (S57危IS)

［安全対策の目的】

トルエンを貯蔵する移動貯蔵クンクの上部に上記回収装置を設置することで、トルエン蒸気の

拡散を防止する。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スクンドのためのトルエンを回収する移動クンク貯蔵所またはトルエ

ン回収設備には、注入方式に応じて以下のいずれかの措置を謬じること．

※参考

(I) トップローディング方式による移動クンク貯蔵所では、 トルエンの注入ホースまた

は注入管に蒸気を回収する配管を併設すること．

(2)ボトムローディング方式による移動タンク貯蔵所には、クンク上部に蒸気回収のた

めの設備を設けること。

・ポトムローディング方式による危険物積込み設備の構造

2 移動タンク貯蔵所の構造及び積込み設偏について

ボトムローデイング方式に伴う移動タンク貯蔵所の構造は、積込み時等の安全対策として次の

ように移動クンク貯蔵所及び積込み設備に措濫する．

①クンクの上部にベーパーリカバリー（蒸気回収）バルプを設け、更に集中配管方式のペーパ

ーリカバリー配管によりベーパーをまとめ、先端のアダプクーに積込設偏側のペーパーリ

カバリー専用ホースを連結してベーパーを回収する構造とする。

（昭和S7年消防危IS号）
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45. トルエン回収空地からのはみ出し崇止措置

関連規則等危政令27(6)①二、危則28-58(2)④、危則28-59(2)(D

［安全対策の目的I
トルエンを回収するローリーを回収空地からはみ出さない場所に停止することで、他の自動車

またはローリーとの衝突及び衝突に伴う危険物の漏えいを防止する。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドにおいて、トルエン回収設備から車両に固定されたタンクにト

ルエンを回収するときは、車両の一部若しくは全部が回収空地からはみ出たままで危険物の注

入を行わないこと。

※参考

・一般取扱所には、危険物を車両9こ固定されたクンクに注入するための設伽侮；険物を移送する配管

を除く。）の周囲に、クンクを固定した車両が当該空地からはみ出さず、かつ、当践タンクに危険物

を安全かつ円滑に注入することができる広さを有する空地を保有すること。 （危則28-58(2)④）

•一般取扱所には、固定注油設備のうちホース機器の周囲（懸垂式の固定注油設備にあっては、ホー

ス機器の下方）に、容器9こ詰め替え、またはクンクに注入するための空地であって、当該一般取扱

所に設置する固定注油設備に係る次のイまたは口に掲げる区分に応じそれぞれイまたは口に定める

広さを有するものを保有すること． 侃測28--59(2)①）

イ 危険物を容器に詰め替えるための固走注油設備容器を安全に置くことができ、かつ、当該

容器に危険物・~安全かつ円滑に詰め替えることができる広さ

ロ 危険物を車両に固定されたクンクに注入するための固定注油設備 タンクを固定した車両

が当該空地からはみ出さず、かつ、当該クンクに危険物を安全かつ円滑に注入することがで

きる広さ

・固定注油設偏から灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、または車両に固定されたタンクに注入する

、ときは、容器またi江に両の一部若しくは全郎が注油空地からはみ出たままで灯油を容器に詰め替え、

または車両に固定されたタンクに注入しないこと。 侮政令27(6)①二）
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船． 移動タンク貯薦所の停車位置

［関運脚IJ等短令27(6)⑮

【安全対策の目的I
メチルシクロヘキサンを荷卸しする、またはトルエンを回収する移動タンク貯蔵所を、メチル

シクロヘキサンタンクの注入口付近またはトルエン回収設備の吐出口付近に停車することで、

注入口及び吐出口とローリーとを接続するホースまたは配管に対して、他の自動車等または他

のローリーが接触して危険物が漏えいすることを防止する。

【安全対策の内容］

移動貯蔵クンクから専用タンクまたは廃油タンク等に危険物を注入するとき、または移動貯蔵

タンクに危険物を注入するときは、移動タンク貯蔵所を専用クンクまたは廃油タンク等の注入

ロまたは吐出口の付近に停車させること。

※参考

・移動貯蔵クンクから専用クンクまたは廃油タンク等に危険物を注入するときは、移動クンク貯蔵所

を専用タンクまたは廃油クンク等の注入口の付近1こ停車させること。

偉政令27(6)①古）
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47. 危験物移送時の係員の立会い

［ 関連郷I1等法13(3)

［安全対策の目的】

メチルシクロヘキサン等の荷卸し及びトルエンの回収において、危険物を適正に取り扱うとと

もに、異常発生時に直ちに対応することで、災害の発生及び拡大を防止する。

【安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドにおいて、移動貯蔵クンクから地下貯蔵タンクヘの危険物の注

入、またはトルエン回収設備から移動貯蔵タンクヘのトルエンの回収を行う場合は、水素スタ

ンドの危険物取扱者及び移動クンク貯蔵所に乗務する危険物取扱者（以下「乗務貝」という）

による立会い及び危険物の取り扱いを行うこと。

※参考

•製造所、貯蔵所及び取扱所においては、危険物取扱者侮：険物取扱者免状の交付を受けている

者をいう。以下同じ。）以外の者は｀甲種危険物取扱者又は乙種危険物取扱者が立ち会わなけ

れば、危険物を取り扱ってはならない。 （法13(3))
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48. 移動貯薫タンク液面異常警輯及び自動停止措置

［ 関蜘rJ等膨玲9(1)⑬、危則25-2(2)、S57危 15

［安全対策の目的I
移動貯蔵クンクヘの危険物の過剰な注入によるあふれや漏えいを防ぐ。

【安全対策の内容】

有證ヽイドライド水素スタンドにおいて、トルエン専用タンクから移動貯蔵クンクにトルエン

を回収するときは、移動貯蔵クンクの各槽で液面を検知し、液面がある一定値に達した場合に

誓報を発するとともにトルエンの流れを遮断する設備を設けること。

※参考

・危険物を取り扱う機械器具その他の設偏は、危険物のもれ、あふれまたは飛散を防止することがで

きる構造とすること。ただし、当該設偏に危険物のもれ、あふれまたは飛散による災害を防止する

ための附帯設備を設けたときは、この限りでない。 （危政令9(1)⑬）

・車両に固定されたタンクにその上部から注入する用に供する固定注油設備のホース機器の注油ホー

スのうち、その先端における吐出量が毎分六十リットルを超えるものにあっては、危険物の過剰な

注入を自動的に防止できる構造のものとし、当該クンクヘ専用に注入するものとすること。

債則25-2(2))

・ポトムローディング方式に伴う移動クンク貯蔵所の構造は、積込み時等の安全対策として次のよう

に移動タンク貯蔵所及び積込み設備に措置する。

①クンクの上部にベーパーリカバリー（蒸気回収）バルプを設け、更に集中配管方式のペーパーリカ

バリー配管によりベーバーをまとめ、先端のアダプクーに積込設偏側のベーパーリカバリー専用

ホースを連結してペーパーを回収する構造とする。

②過剰積込み防止のため、タンク内各槽の上部にレペルセンサーを設け、液面がある一定値になっ

た場合センサーが感知し油の流れを遮断する構造とする．

R移動貯蔵クンクのクンク底弁とアダブター間の配管部に発生する残油対策として出配管を独立

配管として保護枠を設匿する。これにより、配管部への直接的な衝撃を避け残油の漏えいを防ぐ．

なお、配管部にも、クンク本体と同様の圧力検査を実抱する。

④通常の定量出荷コントロールとは別個に独立した過剃積込防止機構を備え、万ークンク室容量以

上に積込みがなされようとした場合にこの積込みを百動的に遮断する。
(557危 15)
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m.自主基準

（給油取扱所に併設設置9る有機ハイドライド水素スタンド）
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1. 脱水素装置の安全茎置

［関連虹l1等危政令9(])邸臨、紐1127-5(5)②

Il-Jの例による。

2. 脱水素装置の計装用空鋼圧力の低下時の自動停止措置

［関連郷iJ等該当なし

n-2の例による。

3. ポンブ装置の固定

［関彰螂等該当なし

Il-3の例による。

4. 脱水素装置誤操作の防止措置

関連規則等該当なし

Il-4の例による。

5. 惑震装置による脱水素装置の自闘停止措置

関連規則等危則28-35、1126危136

Il-5の例による。

J 
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6. 脱水素装置の固定

I関連郷Il等該当なし
Il-6の例による。

7. 脱水素装置周囲への防火壁設置

関連規則等危則28-59(2)⑩

Il-7の例による、＇

8. 脱水素設●への障壁設置

関連規則等危則27-5(6)(!)

Il-8の例による。

9. 脱水素設●からの危験物の外郷への流出防止措置

関連規則等危政令9(1)(l!旭l、危則28-58(2)@(:l)、危貝1128-59(2)>:!ゆ

Il-9の例による。
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10. 可燃性ガスの滞詈しない構造

関連規則等危則28-58(2)⑦、危則28-59(2)③．危則24-17(j)

【安全対策の目的】

漏えいした危険物蒸気や水素などの可燃性ガスが滞留することを防止する．

［安＾対策の内容l
有機ハイドライド水素スクンドにおいて、脱水素設備、給油空地、注油空地及び回収空地にあ

っては、可燃性の蒸気及びガスが滞留せず、速やかに排出される構造とすること。

※参考

•第四号及び第五号の空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他

の液体が当該空地以外の部分に流出しないように第二十四条の十七の例による措置を昂ずること．

国 ')28-58(2)⑦）

•第一号の空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該危険物その他の液体が当
該空地以外の部分に流出しないように第二十四条の十七の例による措置を講ずること。侮；則

28-59(2)③） 

・可燃性の蒸気が給油空地及び注油空地内に滞留せず、給油取扱所外に速やかに排出される構造とする

こと。 侮測24-17①)
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11. 専用タンク簿の地蓋面下への設置措置

関連規則等危政令17(1)⑦⑧、危則27-5(3)、危政令13(1)(2)(3)

【安全対策の目的）

周囲の火災からの延焼を防止する。また、タンクから火災が発生した際に、周囲への延焼危険

等の影響を最小限に抑える。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、固定給油設備若しく

は固定注油設備に接続する専用タンク、危険物から水索を製造するための脱水素装置に接続す

る原料（メチルシクロヘキサン）タンク、副生物（トルエン）タンク、廃油タンク及び脱水素

設備に直接接続する燃料タンク（以下、専用タンク等という）を地盤面下に埋設して設ける場

合を除き、原則として危険物を取り扱うクンクを設けてはならない。

なお、専用タンク等の設置に係る基準は、危政令 13条第1項、同条第2項または同条第3項

（同条第1高5号、 9号2、12号に係る部分を除く）によるものであること。

※参考

・圧縮水素充填設備設置給油取扱所には、固定給油設備若しくは固定注油設備に接続する専用タンク、

危険物から水索を製造するための改質装置に接続する原料クンクまたは容量一万リットル以下の第

二十五条で定めるクンク（以下この条において「専用タンク等」という。）を地槃面下に埋没して設

ける場合を除き、危険物を取り扱うタンクを設けてはならない。ただし、都市計画法第八条第一項

第五号の防火地域及び準防火地坂以外の地域においては、地盤面上に固定給油設備に接続する容呈

六百リットル以下の簡易クンクを、その取り扱う同一品質の危険物ごとに一個ずつ三個まで設ける

ことができる。 僑測27-5(3))

・令第十七条第一項第七号 （同条第二項においてその例による場合を含む。）の総務省令で定めるタ

ンクは、次のとおりとする。 促測25)

ー 廃油タンク

ニ ポイラー等に直接接続するクンク
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12. 給油取扱所周囲への防火壁設置措置

［ 関辺卿等危政令17(1)⑲、危則25-4-2

【安全対策の目的I
有機ハイドライド水素スタンドの周囲に壁を設けることにより水素スタンドからの火災によ

る市街地周辺への災害被害の拡大を防止する。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置袷油取扱所の周囲には、自動車等の出入り

をする側を除き、火災による被害の拡大を防止するための耐火構造のものまたは不燃材料で造

られた高さ 2m以上の塀または壁を設けること。

※参考

・給油取扱所の周囲には、自動車等の出入りする側を除き、火災による被害の拡大を防止するための

高さニメートル以上の塀または壁であって、耐火構造のものまたは不燃材料で造られたもので総務

省令で定めるものを設けること。（危政令17(1)⑲）

•第二十五条の四の二令第十七条第一項第十九号（同条第二項においてその例による場合を含む。）
の総務省令で定める塀または壁は、次に掲げる要件に適合する塀または壁とする。侮測25-4-2)

ー 開口部（防火設備ではめごろし戸であるもの（ガラスを用いるものである場合には、網入り

ガラスを用いたものに限る．）が設けられたものを除く。）を有しないものであること。

二給油取扱所において告示で定める火災が発生するものとした場合において、当該火災により

当該給油取扱所に隣接する敷地に存する建築物の外壁その他の告示で定める箇所における

輻射熱が告示で定める式を潰たすこと。

75 



13. トルエン回収のための空地

関連規則等危政令 17(1)③、危則27-5(2)、危則24-15

【安全対策の目的I
車両に固定されたクンクにトルエンを回収するために必要と考えられる十分な空間を確保す

ることで、安全かつ円滑にトルエンを回収できるようにする。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド水素スクンドには、トルエンを専用タンクから車両に固定されたクンクに回

収するための回収餃傭の周囲に、タンクを固定した車両がはみ出さず、かつ、当該タンクにト

ルエンを安全かつ円滑に注入することができる広さの空地（以下、回収空地という）を給油空

地以外に保有すること。

なお、回収空地は、その操作に支陣の無い限りにおいて、以下を兼ねてもよい。

※参考

(1)移動貯蔵タンクから専用タンクまたは廃油タンク等に危険物を注入するための移動

タンク貯蔵所の停車場所

(2)固定注油設偏から灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、または車両に固定されたタ

ンクに注入するための空地

•I合油取扱所に灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、または車両に固定された容量四千リットル以下

のタンク（容量二千リットルを超えるクンクにあっては、その内部を二千リットル以下ごとに仕切

ったものに限る。）に注入するための固定された注油設傭（以下「固定注油設備1という。）を設け

る場合は、固定注油設備のうちホース機器の周囲（懸垂式の固定注油設備にあっては、ホース機器

の下方）に、灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、または車両に固定されたクンクに注入するため

の空地で総務省令で定めるもの（以下「注油空地」という。）を給油空地以外の場所に保有すること。
偉政令17(1)③）

・令第十七条第一項第三号の総務省令で定める空地は、給油取扱所に設置する固定注油設備（令第十

ヒ条第一項第三号の固定注油設偏をいう。以下同じ．）に係る次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める広さを有する空地とする。⑰測21-15)
一灯油または軽油を容器に詰め替えるための固定注油設備容器を安全に豊くことができ、か

つ、当該容器に灯油または軽油を安全かつ円渚に詰め替えることができる広さ

二灯油または軽油を車両に固定されたタンクに注入するための固定注油設備 クンクを固定し

た車両が当該空地からはみ出さず、かつ、当該タンクに灯油または軽油を安全かつ円滑に注

入することができる広さ
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14. 高圧ガス設傭に係る防火設傭等の設置

［ 関呻I)等危則27-5(5)

【安全対策の目的】

水素スクンドの高圧ガス設備への防火設備また1お出変上昇の防止装置により、火災の予防及び

火災による類焼を防止する。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド水素スタンドには、防火設備または温度の上昇を防止する装置を設けること。

なお、設置位匿は、給油空地、注油空地及び回収空地等、及びクづ水素装置の設置場所以外の

場所であること。

※参考

・圧縮水素充填設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第一号に掲げるものとし、

当該設備は、第二十七条の三第六項第二号、第三号及び第六号の規定の例によるほか、第二号及び

第三号に定めるところにより設けなければならない。この場合において、同条第六項第三号中「圧

縮天然ガス等Jとあるのは「圧縮水素Jと、同項第六号中「防火紋備Jとあるのは「第二十七条の

五第五項第一号に規定する防火設偏または温度の上昇を防止するための装置」とする．

ー 自動車等の洗浄を行う設偏、自動車等の点検・整備を行う設備、混合燃科油調合器及び危険

物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スタンド及び防火設備または温度の上

昇を防止するための装置

設置位置は、給油空地及び注油空地以外の場所であること。 侮測27-5(5))

・防火設備とは、火災の予防及び火災による類焼を防止するための設備であって、蓄圧器に設けられ

る水噴霧装置、散水装置等をいう。

・温度の上昇を防止する装置とは、蓄圧器及び移動式製造設備の車両が停止する位置に設けられる水

噴霧装置、散水装置等をいう。

(1117.3．叫消防危62、1124.12.18消防危263)

・可燃性ガス、酸素及び三フッ化窒素の製浩詣印には、その規模に応じ、適切な防消火設備を適切な

箇所に設けること。 （一般高圧ガス保安規則6(1)⑲）

・防火設備は、可燃性ガスの籾浩顧和等の防火及び消火のために使用する設備であって、水咬霧装置、

散水装置をいい、火災の予防及び火災による類焼を防止するためのものとする。（例示甚準31)

・温度上昇を防止するための装置は、電気的に温度を出力できる温度計と、温度上昇を検知した場合

に自動的に作動する水噴霧装匠または散水設備とする。 （例示基準59-3)
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15. 高圧ガス設傭及びガス設傭と危験物取扱設傭との間の障壁設置

I関連願1)等 疇 27-5(6)①

【安全対策の目的］

高圧ガス設備・ガス設備と、危険物取扱設備との間に障壁を設けることで、発生した災害の相

互への影響が及ぶことを防止する。

【安全対策の内容］

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、脱水素装置、圧縮機

及び蓄圧器と給油空地、注油空地及び回収空地等、簡易タンク及び専用タンク等の注入口及び

吐出口との間に障壁を設けること．

※参考

・第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮水素充填設備設置給油取扱所の特例は、次のとおり

とする。僑測27-5(6)①）

・一改質装置、液化水素の貯槽、液化水素昇圧ポンプ、送ガス蒸発器、圧縮機及び蓄圧器と給油

空地等、節易クンク及び専用タンク等の注入口との間に障壁を設けること．

16. 防火設●による水の危験物取扱設傭等への流入防止措置

I 関連皿lI等疇27-5(6)②

［安全対策の目的】

危険物取扱設備への水流入によるコンタミを防止する。

【安＾対家の内容I
有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置袷油取扱所において、防火設備または温度

の上昇を防止する装置から放出された水が、給油空地、注油空地及び回収空地等、危政令第17

条第1項第20号に規定するポンプ室等、トルエン回収設備及び専用タンク等の注入口付近に達

することを防止するための措置を講ずること。

※参考

•第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮水寮充填設備設置給油取扱所の特例は、次のとおり
とする。侮測27-5(6)②)

二 防火設備または温度の上昇を防止するための装置から放出された水が、給油空地等、令第十

七条第一項第二十号に規定するポンプ室等及び専用タンク等の注入口付近に達することを

防止するための措置を講ずること。
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17. 危験物配管の追加接饒の禁止措置

I関連疇等 麟令27(6)ト

【安全対策の目的I
設備に接続する専用タンクの配管以外の配管を接続しないことで、危険物等のコンタミや拡散

等を防止する。

［安全対策の内容I
有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、固定給油設備、固定

注油設備、脱水楽設備またはトルエン回収設備には、当該設備に接続する専用クンクの配管以

外のものによって危険物を注入または回収しないこと。

※参考

・固定給油設備または固定注油設備には、当該固定給油設備または固定注油設備に接続する専用タン

クまたは簡易クンクの配管以外のものによって、危険物を注入しないこと。侮；政令27(6)卜）

18. 駐車禁止措置

I 関呻lj等危政令27(6)チ

［安全対策の目的】

危険物を取り扱う設備等の周囲での駐車、点検、整備、洗浄を禁止することで、事故または火

災や漏えい等の発生を防止する。

【安全対策の内容l
有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、固定給油設備、トル

エン回収設備、専用クンクの注入口または吐出口、通気管の周囲で他の自動車等が駐車するこ

とを禁止するとともに、自動車等の点検若しくは整備または洗浄を行わないこと。

※参考

・自動車等に給油するときその他の総務省令で定めるときは、固定給油設備または専用クンクの注入

口若しくは通気管の周囲で総務省令で定める部分においては、他の自動車等が駐車することを禁止

するとともに、自動車等の点検若しくは整備または洗浄を行わないこと。（危政令27(6)チ）
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19. 建築物の位置、構造及び設置の基準 20. 附譴設傭の位置・構造及び設置の基準

関連規則等危則27-5(1) 関連規則等危則27-5(5)、危則25-5

Il-19の例による。 【安全対策の目的l
水素スクンドに設置する洗浄設備等の附随設備の位置及び構造を定めることにより、危険物取

扱餃備への火災災害影響を低減する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所に設置する附随設備は、次の通

りとすること。なお、附随設備に収納する危険物の数量の総和は、指定数量未潰とすること。

1. 蒸気洗浄機

(1)位置は、固定袷油設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。J

またはトルエン回収設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ボンプ機器を除

く。）から（2)に規定する囲いが次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じそ

れぞれ同表に定める距隣以上離れた場所であること。

(2)周囲には、不燃材料で造った高さーメートル以上の囲いを設けるとともに、その囲い

の出入口は、トルエン回収設備に面しないものとすること。

(3)排気筒には、高さーメートル以上の煙突を設けること．

2. 洗車機

位置は、、固定給油設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。）ま

たはトルエン回収設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。） か

ら次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じそれぞれ同表に定める距院以上離れた場

所であること。ただし、自動車等の洗浄を行う作業場の用途に供する部分で、床または壁で

区画されたものの内部に設ける場合は、この限りでない。

3. 自動車等の点検・整備を行う設備

位置は、固定給油設備（ポンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。）ま

たはトルエン回収設備（ボンプ室に設けられたポンプ機器及び油中ポンプ機器を除く。）か

ら次の表に掲げるトルエン回収設備の区分に応じそれぞれ同表に定める距離以上、かつ、道

路境界線からニメートル以上離れた場所であること。ただし、自動車等の点検・整備を行う

作業場の用途に供する部分で、床また1胡をで区画されたものの内部に設ける場合は、この限

りでない。

固定給油設備またはトルエン回収殷備

ホースまたはアームが最大全長3m以下のもの

ホースまたはアームが最大全長3mを超え4m以下のもの

ホースまたはアームが最大全長4mを超え5m以下のもの

直
一
伽
一

Sm-sm
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4. 混合燃料油調合器

位置は、危険物の注入及び回収に支障がない場所であって、建築物（灯油若しくは軽油の詰

替えのための作業場を除く）から lm以上、かつ、道路境界線から 4m以上離れた場所であ

ること。

また、菩圧圧送式のものは、常用圧力に堪える構造とし、かつ、適当な安全装置を設けるこ

と。

※参考
・圧縮水素充填設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第一号に掲げるものとし、

当該設備は、第二十七条の三第六項第二号、第三号及び第六号の規定の例によるほか、第二号及び

第三号に定めるところにより設けなければならない。この場合において、同条第六項第三号中「圧

縮天然ガス等」とあるのは「圧縮水素」と、同項第六号中「防火設備」とあるのは r第二十七条の
五第五項第一号に規定する防火設備または温度の上昇を防止するための装置Jとする。 佛；則

27-5(5)) 

ー 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整伽を行う設備、混合燃料油調合器及び危険

物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スタンド及び防火設備または溢度の上

昇を防止するための装置

・令第十七条第一項第二十二号（同条第二項においてその例による場合を含む。）の規定により給油取

扱所の業務を行うについて必要な設備は、自動車等の洗浄を行う設偏、自動車等の点検・整備を行

う設備及び混合燃料油調合器とする． 侮測25-5(1))
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21. 水素ディスペンサーの位置

関運規則等危則27-5(5)③卜危則27-5(5)⑦、（規則27-5(6)③）

［安全対策の目的］

ディスペンサーの位置を、給油空地等以外の場所とすることで、危険物取り扱い設備への類焼

を防止する。

［安全対策の内容】

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所における水素ディスベンサー

の位置は、給油空地、注油空地、回収空地以外の場所であり、かつ当該空地等において圧縮水素

の充てんを行うことができない場所であること。ただし、危険物の規制に関する規則第27条の

5第5項第 7号に定める固定給油所設備等への措置を全て講じた場合は、水素ディスペンサーを

給油空地に設置することができる．

※参考
・位置は、給油空地等以外の場所であり、かつ、給油空地等において圧縮水素の充てんを行うことが

できない場所であること。侮測27-5(5)③｝）

•第 5 項第 3 号ト(l)及びチ（】）の規定にかかわらず、次に掲げる措置の全てを講じた場合又は給油空地
が軽油のみを取り扱う固定給油設備のうちホース機器の周囲に保有する空地である場合は、圧縮水索

スクンドのディスベンサー及びガス配管を給油空地に設置することができる。（危則27-5(5)⑦）

一固定給油所の構造及び設備は、次によること。

イ 給油ホースの先端に手動開閉装置を備えた給油ノズルを設けること。

ロ 手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えた給油ノズルを設ける固定給油設備は次

によること．
(l) 給油ノズルは自動車等の燃料クンク給油口から脱落した場合に給油を自動的に停止す~

る構造のものとすること。

,{2)第25条の2第2号nの規定にかかわらず、給油ホースは、著しい引張力が加わったとき

に安全に分離するとともに、分隣した部分の漏洩を防止することができる構造のものとす

ること。

ハ給油ノズルは、自動車等の燃料クンクが満最となったときに給油を自動的に停止する構

造のものとすること。

二 一回の連続したガソリン、メクノール等又はエタノール等の給油量が一定の数最を超え

た場合に給油を自拗的に停止する構造のものとすること．

ホ 固定給油設備には、当該固定給油設備が転倒した場合において当該固定給油設備の配管

及びこれに接続する配管からのガソリン、メクノール等及びエクノール等の漏えいの拡散

を防止するための措置を講ずること。

二 固定給油設備又は給油中の自動車等から漏れたガソリン、メタノール等又はエタノール等が、

当該給油空地内の圧縮水素を充填するために自動車等が停車する場所、圧縮水素スクンドの

ディスベンサー及びガス配管が設置されている部分に達することを防止するための措置を講

ずること．
三火災その他の災害に際し速やかに操作できる湯所に、給油取扱所内の全ての固定給油設備及

び固定注油設備のホース機器への危険物の供給を一斉に停止するための装置を設けること。
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•第 3 項から前号までに定めるもののほか、圧縮水素充填設偏設置給油所の特例は、次のとおりとす
る。CJl!lt1J27-5(6)③）．

三 固定給油設備、固定注油設備、簡易クンク又は専用タンク等の注入口から漏れた危険物が、

ディスペンサーに達することを防止するための措置を諜ずること。

22. 水素充てん時の誤接練防止措置

I 関淘頸lj等紅lj27-5(5)③ト

n-22の例による。

23. 誤発進によるガス漏えい防止措置

I 関連願Ij等危則27-5(5)Rト

Il-23の例による。

24. 水素ディスペンサーヘの自動車等の膏突防止措置

I 関連郷IJ等紅IJ27-5(5)③ト

Il-24の例による．

25. 水素ディスペンサーヘの自動車簿衝突時の運転停止措置

I関紐lj等疇27-5(5)③ト

U-25の例による。
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26. 危験物の水素ディスペンサーヘの流入防止措置

［ 関連郷l1等危則27-5(6)③

［安全対策の目的1
漏えいした危険物による火災が発生した場合に、当該火災がディスペンサーに類焼することを

防止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、排水溝の設置等によ

り、固定給油設備、固定注油設備、トルエン回収設備、簡易クンクまたは専用クンク等の注入

口から漏れた厄験抄Jがディスペンサーに達することを防止するための措置を講ずること。

←※参考

・固定給油設備、固定注油設備、簡易クンクまたは専用クンク等の注入口から漏れた危険物が、ディ

スペンサーに達することを防止するための措置を謂ずること。 愧測27-5(6)③）

・固定給油設備、固定注油設備、簡易クンクまたは専用クンク等の注入口から漏れた危険物が、ディ

スペンサーに達することを防止するための措置とは．固定給油設備、固定注油設備、簡易クンクま

たは専用クンク等とディスペンサーの間に排水溝を設置すること等をいうこと。 (1127.6.5消防

危 123)
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27. ガス配管の設置位置

関運規則等危則27-5(5)③チ、危則27-5(5)⑦

【安全対策の目的I
配管の位置を、給油空地．注油空地または回収空地以外とし、かつ自動車等と衝突しない場所

とすることで、配管の損傷や危険物取り扱い設備または高圧ガス設備・ガス設備への類焼を防

止する。

【安全対策の内容】

有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所において、ガス配管の位置は以

下の通りとすること．

(1) トルエン回収空地以外の場所。

(2) 自動車等の衝突するおそれのない場所。ただし、自動車等の衝突を防止するための

措置を講じた場合はこの限りでない。

ただし、危険物の規制に関する規則第27条の5第5項第7号に定める固定給油所設備等への

措置を全て講じた場合は、ガス配管を給油空地に設置することができる．

※参考

・液1uk素配管及びガス配管 債汲'127-5(5)@))
(I)位置は、給油空地等以外の場所とするほか、 (2)に定めるところによること．

(2)自動車等が衝突するおそれのない場所に設置すること。ただし、自動車等の衝突を防止するた

めの措置を講じた場合は、この限りでない。

•第 5項第 3 号ト(I)及びチ (I) の規定にかかわらず、次に掲げる措塁の全てを講じた場合又は給油空地
が軽油のみを取り扱う固定給油設備のうちホース機器の周囲に保有する空地である場合は、圧縮

水素スタンドのディスペンサー及びガス配管を給油空地に設置することができる。⑰測27-5(5)

⑦) 

一 固定給油所の構造及び設備は、次によること。

イ 給油ホースの先端に手動開閉装置を備えた給油ノズルを設けること。

ロ 手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えた給油ノズルを設ける固走品油設備は次

によること。
(I)給油ノズルは自動車等の燃料クンク給油口から脱落した場合に給油を自動的に停止する

構造のものとすること。
(2)第25条の2第2号団の規定にかかわらず、給油ホースは、著しい引張力が加わったときに

安全に分離するとともに、分離した部分の漏洩を防止することができる梢造のものとすること。

ハ 給油ノズルは、自動車等の燃料タンクが満量となったときに給油を自動的に停止する構造

のものとすること。

＝ 一回の連続したガソリン、メクノール等又はエクノール等の給油量が一定の数量を超えた
場合に給油を自動的に停止する構造のものとすること。

ホ 固定給油設備には、当該固定給油設備が転倒した場合において当該固定給油設備の配管及

びこれに接続する配管からのガソリン、メタノール等及びエクノール等の漏えいの拡散を防止す

るための措置を講ずること。
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二 固定給油設備又は給油中の自動車等から漏れたガソリン、メタノール等又はエタノール等が、
当該給油空地内の圧縮水素を充填するために自動車等が停車する場所、圧縮水素スタンドのディ

スペンサー及びガス配管が設置されている部分に達することを防止するための措置を講ずること。

三火災その他の災害に際し速やかに操作できる場所に、給油取扱所内の全ての固定給油設備及び

固定注油設備のホース機器への危険物の供絵を一斉に停止するための装置を殺けること。

・自動車等が衝突するおそれのない場所に設置する例としては、次のよぅな方法がある。

(1127.6.5消防危123)

（7)液化水素配管及びガス配管をキャノピーの上部等に設置する方法

（イ）液化水素配管及びガス配管を地下に埋設する方法

(!)液化水素配管及びガス配管をトレンチ内に設置する方法

・自動車等の街突を防止するための措置とは、液化水素配管及びガス配管の周囲に防護慣

またはポール等を設ける方法がある。
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28. ガス配管火災の危験物取扱骰傭等への類焼防止措置

I 関連脚i1等危則27-5(5)⑳
［安全対策の目的I
ガス配管から発生した火災が危険物取り扱い設備に類焼することを防＜．

【安全対策の内容I
有機ハイドライド方式による圧縮水素充填設備設置給油取扱所においてガス配管から火災が

発生した場合に、防熱板の設置等により、給油空地、注油空地または回収空地及び専用タンク

等の注入口または吐出口への類焼を防止するための措置を謬ずること。

※参考

・液化水素配管またはガス配管から火災が発生した場合に給油空地等及び専用クンク等の注入口への

延焼を防止するための措置を講ずること。 (/'"eJ1,127-5(5)③り

・ガス配管から火災が発生した場合に給油空地等及び専用タンク等の注入口への延焼を防止するため

の措置とは、ガス配管が地上部（キャノビー上部を除く。）に露出している場合にガス配管の周囲に

防熱板を設ける方法がある。 （1127.6.5消防危123)
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29. ガス配管接練郎の漏えい防止措置

I閑”lj等危則27-5(5)⑱
Il-29の例による．

30. 蓄圧器と水素ディスペンサー間の違断弁の設置

I 関辺賎lJ等危則27-5(5)③f
Il-30の例による．

31. 圧縮機吐出圧力異常警鶉及び自動停止措置

［ 関四l1等危則27-5(5)醗

Il-31の例による。

32. 圧縮機の逆流防止措置

I関淘測等螂27-5(5)③＄
n-32の例による。

33. 圧縮機への自動車等の書突防止措置

I 関連脚lj等危則27-5(5)③i
Il-33の例による。
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34. 業務時間外の立ち入り菓止措置

I 関連郷IJ等膨玲27(6)①9
［安全対策の目的］

水素スクンドの業務時間外に係員以外の者が侵入して、いたずら等を行うことを防止する。

【安全対策の内容］

輝ハイドライド試による圧縮水素充填設備設囮＄油取扱所において、給油または水素充て

ん等の業務が行われていないときは、係員以外の者を出入りさせないための必要な措置を講じる

こと、9

※参考
・給油の業務が行われていないときは、係貝以外の者を出入させないため必要な措置を講ずること。

（危政令27(6)(j)9)

35. メチルシクロヘキサン注入口の位置及び構造

［ 関連郷lI等危政令13(1)⑨、恕IJ27-5(4)

D-35の例による。

36. トルエン吐出口の位置及び構造

I 関忍卿等危政令13(1)⑨、紐!J27-5(4) 
Il-36の例による。

37. トルエンタンクヘの過綱注入防止措置と自動停止装置

I 関連郷暉危政令 17(2)④
Il-37の例による。
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38. トルエンタンクヘの蒸気回収設備の設置

I 関紐様lj等危政令15(!)⑥、組I)20(3)③ 
Il-38の例による。

39. トルエン回収ポンブヘの安全装置の設置

I 関連皿lI等危政令9(1)⑯、醐lj19(1) 
Il-39の例による、＇

40. 感震装置によるトルエン回収ポンブの自動停止措置

I 関連脚I)等紐1128-35
Il-40の例による。

41. トルエン回収設傭への自動車等の衝突防止措置

I 関連郷l1等麟28-2-5(1)④
Il-41の例による。

42. トルエン回収空地の舗装・滞留及び流出防止措置

関連規則等危政令17(1)⑧⑤、危則27-5(2)、危則24-16、危則24-17

Il-42の例による。
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43． トルエンタンク気相撼の安全措置

I 関淘麒lj等該当なし
Il--43の例による。

44. 移動貯薫タンクヘの可燃性蒸気回収装置の設置

［ 関連郷リ等 （昭和57年消防危15号）

n-44の例による。

心 トルエン回収空地からのはみ出し禁止措置

関連規則等危政令27(6)①二、危則28-58(2)④、危則28←59(2)①

Il-45の例による。

46. 移動タンク貯戴所の停車位置

[—関連郷l1等危政令 27(6)①

Il-46の例による、＇

ヽ

92. 

47. 危験物移送時の係員の立会い

［関鵡即等法13(3)

【安全対策の目的］

メチルシクロヘキサン等の荷卸し及びトルエンの回収において、危険物を適正に取り扱うとと

もに、異常発生時に直ちに対応することで、災害の発生及び拡大を防止する。

【安^ 対策の内容］

耀ハイドライド試による田翫素充填設備設置給油取扱所において、移動貯薫クンクから

地下貯蔵タンクヘの危険物の注入、またはトルエン回収設備から移動貯蔵クンクヘのトルエン

の回収を行う場合は、給油取扱所の危険物取扱者及び移動タンク貯蔵所に乗務する危険物取扱

者（以下「乗務員」という）による立会い及び危険物の取り扱いを行うこと。

※参考

•製造所、貯蔵所及び取扱所においては、危険物取扱者侮：険物取扱者免状の交付を受けている
者をいう。以下同じ。）以外の者は、甲種危険物取扱者又は乙種危険物取扱者が立ち会わなけ
れば、危険物を取り扱ってはならない。 （法13(3))
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48. 移動貯薫タンク液面異常警鶉及び自動停止措置

［ 関連疇等危政令9(1)⑬、紅'J25-2(2)、S57危 15

n-47の例による。
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消 防 危 第 4 9 号 

平成 14 年３月 29 日 

改正 令和６年３月消防危第 48号 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・各指定都市消防長 

消防庁危険物保安室長 

（ 公 印 省 略 ）  

製造所等において行われる変更工事に係る取扱いについて 

標記のことについては、「製造所等において行われる工事に係る変更許可等の取扱い

について」（昭和 61 年 12 月 26 日付け消防危第 121 号。以下「121 号通知」という。）

による運用をお願いしているところです。  

今般、「軽微な変更工事」とは、変更許可を要しない変更工事であることを明確にす

るとともに、121号通知における「資料の提出を要しない軽微な変更工事」及び「資料

の提出を要する軽微な変更工事」の趣旨を明確にしました。すなわち、「資料の提出を

要しない軽微な変更工事」とは、軽微な変更工事のうち、資料等による確認を要さない

ものであり、また、「資料の提出を要する軽微な変更工事」は、資料等による確認を要

する変更工事であって、確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しないものとしま

した。  

また、121号通知別添について、変更工事の種類を細分化するとともに、軽微な変更

として許可を要さないものの範囲の見直し行いました。  

これらを踏まえ、121号通知の見直しを行い、下記のとおり製造所等において行われ

る変更工事の取扱いについて定めました。これに伴い 121号通知は廃止します。  

つきましては、貴管内の市町村に対してもこの旨周知されるようお願いします。  

記 

１ 基本的事項 

製造所等において、維持管理を目的とする工事が行われる結果、製造所等に変更が

生じる場合において、消防法（昭和 23年法律第 186号。以下「法」という。）第 11条

第 1 項本文後段の規定による許可を要しないものとして取り扱う範囲については明

文の規定はないが、同条同項及び同条第２項の解釈上、法第 10 条第４項の位置、構

殿 

資料５



造及び設備の技術上の基準（以下単に「基準」という。）の内容と関係がない工事に

ついては、変更の許可を要しないものである。したがって、製造所等を構成する部分

のうち危険物以外の物質を貯蔵し、又は取り扱う部分(以下「非対象設備」という。)

については、位置の基準並びに消火設備及び警報設備の基準以外の基準の適用はない

ので、非対象設備のみの変更が行われる場合において位置又は消火設備若しくは警報

設備に変更を生じないものについては、変更の許可を要しないものであるが、危険物

を貯蔵し、若しくは取り扱う部分(以下「対象設備」という。)又は対象設備と非対象

設備の両方の部分に関して行われる工事については、基準の内容との関係により変更

許可を要するかどうかについて判断する必要が生ずることになるものである。  

ただ、製造所等を構成する機器は相互に密接に関連しつつ一体として施設を構成し

ており、また、変更の内容もさまざまであることから、変更が行われる結果、基準の

内容と関係が生じるかどうかは、すべて事前に明白であるわけではなく、他方、形式

的には基準の内容と関係が生じる場合においても、その内容が軽微であるために保安

上の問題が生じないものまで変更許可を要することとすることは、いたずらに申請者

に負担をかけるだけで、事務の効率的な運用の観点からも適当ではない。したがって、

変更工事については、当該変更工事が、基準の内容と関係が生じないもの若しくは保

安上の問題を生じさせないものであることが明白である場合又は保安上形式的には

基準の内容と関係が生じるが、保安上の問題を生じさせないものであることが資料等

の確認により判断できる場合には、当該変更工事を「軽微な変更工事」として変更許

可を要しないものとすることができるものとする。 

２ 具体的運用に関する事項 

(1) 工事の内容が極めて軽微であることから、基準の内容と関係が生じないこと、又

は、保安上の問題を生じさせないことが明白であるものについては、資料等による

確認を要することなく、「軽微な変更工事」として変更許可を要しないこととする

ことができるものとし、この場合においては、事後における資料等の提出も要しな

いものとする。  

(2) 基準の内容と関係が生じるかどうかについて確認する必要があるものについて

は、「確認を要する変更工事」として事前に工事の内容を資料等により確認をする

こととしこの場合において、工事の内容が、基準の内容と関係が生じないものであ

ること又は保安上の問題を生じさせないものであることが明らかになった場合は、

「軽微な変更工事」として変更許可の手続を要しないこととすることができるもの

とする。 

変更工事が、保安上の問題を生じさせないものであると判断するための要件を 

あらかじめ一律に定めることは困難であるが、一般的には、少なくとも次の要件を



満たす必要がある。 

ア 変更工事に伴い、製造所等の許可に係る危険物の品名、数量又は指定数量の倍

数の変更がないこと。 

イ 変更工事に伴い、位置に係る技術上の基準に変更がないこと。

ウ 変更工事に伴い、建築物又は工作物の技術上の基準のうち、防火上又は強度上

の理由から必要とされる基準に変更がないこと。 

エ 変更工事に伴い、通常の使用状態において、可燃性蒸気又は可燃性微粉の滞留

するおそれのある範囲の変更がないこと。 

なお、この場合において資料等による確認を実施する範囲は、工事の内容を前記

の観点から判断する上で必要な最小限のものとするよう配慮されたい。  

(3) 工事の形態により、変更許可を要する工事と(2)の「確認を要する変更工事」と

が同時に行われる場合には、変更許可申請時に資料等による確認を実施して差し支

えないものである。この場合、(2)の工事が軽微な変更工事となった場合には、当

該工事に係る部分については、変更許可に係る完成検査は要しないものである。  

(4) 製造所等において行われる変更工事に係る判断のフローは図１に示すとおりで

ある。また、「軽微な変更工事」及び「確認を要する変更工事」に関する具体的な

判断資料については、別添のとおりであるが、別添に掲げられていない工事であっ

ても、変更の程度がこれらの例の何れかと類似又は同等であると認められるものに

ついては、２(1)アからエの判断基準を参考に、同じ取扱いをして差し支えないも

のである。  

(5) 「資料の提出を要する軽微な変更工事」に関する資料の提出方法については、消

防機関の窓口に提出する方法以外にも、電子メール等を活用して差し支えないこと。 

３ 火花を発する器具の使用に係る手続き 

変更工事に伴い溶接溶断等火花を発する器具を使用する場合は、製造所等に係る火

災等の災害防止のため、法第 16 条の５に規定する資料の提出に基づき、公示性のあ

る市町村長等の規則等によって、その使用場所及び周囲の状況等に係る資料の提出を

求めることが可能であること。  

ただし、許可申請、法第 11 条第５項ただし書きの規定による申請又は市町村条例

に定める届出等において、溶接溶断等火花を発する器具の使用場所等が確認できる場

合は、申請者に負担とならないように、同様の届出を重複して求めることのないよう



 

にすること。  

 

４ その他  

予防規程を定めなければならない製造所等において、「軽微な変更工事」を実施し

た場合は、危険物の規制に関する規則第 60条の２第１項第 13号の規定に従い、製造

所等の位置、構造及び設備を明示した書類又は図面に、実施日及び内容等を記録して

おくこと。  

なお、予防規程を定めなければならない製造所等から除かれるものにあっても、「軽

微な変更工事」を実施した場合は、同様に明らかにしておくことが望ましいものであ

ること。  

  



 

図１ 製造所等において行われる変更工事に係る判断のフロー 
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別添  

 

第１ 定義  

 

１ 変更工事の区分  

変更工事は、「取替」、「補修」、「撤去」、「増設」、「移設」及び「改造」に区分す

る。  

 

２ 取替等の定義  

(1) 取替  

製造所等を構成する機器・装置等を既設のものと同等の種類、機能・性能等を有

するものに交換し、又は造り直すことをいい、「改造」に該当するものを除く。  

(2) 補修  

製造所等を構成する機器・装置等の損傷箇所等の部分を修復し、現状に復するこ

とをいい、「改造」に該当するものを除く。  

(3) 撤去  

製造所等を構成する機器・装置等の全部又は一部を取り外し当該施設外に搬出す

ることをいう。  

(4) 増設  

製造所等に、新たに機器・装置等の設備を設置することをいう。  

(5) 移設  

製造所等を構成する機器・装置等の設置位置を変えることをいう。  

(6) 改造  

現に存する製造所等を構成する機器・装置等の全部又は一部を交換、造り直し等

を行い当該機器・装置等の構成、機能・性能を変えることをいう。 



 対象 
構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

1 建築物・工作物 建築物  
屋根（キャノピー含む）、壁、柱、床、
はり等 

    ○   

2 建築物・工作物 建築物  防火上重要ではない間仕切り壁 △ △ △ ○ ○ △ 
･その他の壁の構造基準に変更がないこと 

･消火設備、警報設備及び避難設備に変更がないこと 

（ただし、消防用設備の軽微な工事の範囲は除く） 

3 建築物・工作物 建築物  内装材    ○ ○ ○  

4 建築物・工作物 建築物  防火設備    ○ ○   

5 建築物・工作物 建築物  ガラス、窓、窓枠    ○ ○   

6 建築物・工作物 建築物  階段    ○ ○   

7 建築物・工作物 工作物  
保安距離、保有空地の代替措置の塀、 
隔壁 

    ○   

8 建築物・工作物 工作物  架構     ○   

9 建築物・工作物 工作物  配管・設備等の支柱、架台の耐火措置    △ ○  
･配管・設備の耐震計算等に変更がないこと 

･耐火性能、耐火被覆材料、施工方法に変更がないこと 

10 建築物・工作物 工作物  歩廊、はしご    ○ ○   

11 建築物・工作物 工作物  植栽 △ △ △ ○ ○ ○ ･保有空地に係る基準に変更がないこと 

12 タンク等 基礎等  犬走り、法面、コンクリートリング     △  ･ひび割れに対するパテ埋め又はこれと同等の補修 

第２ 具体的な事例（共通事項） 

  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 



 

 

 

 

 対象 
構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

13 タンク等 基礎等  地下タンク上部スラブ     △  ･ひび割れに対するパテ埋め又はこれと同等の補修 

14 タンク等 構造等  屋根支柱、ラフター、ガイドポール等     △  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

15 タンク等 構造等 耐火 屋外タンクの支柱の耐火措置    ○ ○   

16 タンク等 構造等  階段、はしご、手摺り等    △ ○  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

17 タンク等 設備等  タンク元弁    ○ ○   

18 タンク等 設備等  通気管（地上部分に限る）    △ ○   

19 タンク等 設備等 
加熱
装置 

サクションヒーター、ヒーターコイル
等の加熱配管等（蒸気・温水等を用い
たものを除く） 

   △ ○  
･管径、板厚、材質、経路の変更がないこと 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

･加熱の状態、方法等に変更がないこと 

20 タンク等 設備等 
加熱
装置 

サクションヒーター、ヒーターコイル
等の加熱配管等（蒸気・温水等を用い
るものに限る） 

   ○ ○   

21 タンク等 設備等  
内面コーティング（屋外タンク貯蔵所
を除く） 

△ △ △ ○ ○ △ 
･貯蔵危険物とコーティングの組合せが不適切でないもの 

･タンクからの漏えいを誘発するおそれのないこと 

22 タンク等 設備等  雨水浸入防止措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

23 危険物設備等 配管等  配管（地下配管、移送取扱所を除く）    △ △ △ 
･管径、板厚、材質、経路の変更がないこと 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

24 危険物設備等 配管等  
配管（地下配管、移送取扱所を除き、
フランジで接続されるものに限る） 

   ○ △ △  

第２ 具体的な事例（共通事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 



 
 

 

 対象 
構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

25 危険物設備等 配管等  
配管のベントノズル、ドレンノズル、
サンプリングノズル等（移送取扱所を
除く） 

△ △ △ ○ ○ ○ 
･管径、板厚、材質、経路の変更がないこと 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

26 危険物設備等 配管等 
配管
加熱 

配管の加熱装置（蒸気・温水等を用い
たものに限る） 

   ○ ○   

27 危険物設備等 配管等 
配管
加熱 

配管の加熱装置（蒸気・温水等を用い
たものを除く） 

   △ ○  ･熱媒体となる物質に変更がないこと 

28 危険物設備等 配管等  
配管ピット、注入口ピット、地下配管
接続部の点検ます 

   ○ ○   

29 危険物設備等 機器等  ポンプ設備（移送取扱所を除く）    △ ○ △ 
･危険物の取扱いに変更がないこと 

･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に 

設置しないこと 

30 危険物設備等 機器等  熱交換器    ○ ○ △ ･危険物の取扱いに変更がないこと 

31 危険物設備等 機器等  
熱交換器に附属する送風設備（電動機
を除く）、散水設備等 

   ○ ○   

32 危険物設備等 配管等 
 配管に設けられる弁（移送取扱所を除

く） 
   ○ ○ △ ･危険物の取扱いに変更がないこと 

33 危険物設備等 機器等  攪拌装置（電動機を除く）    ○ ○ △ ･危険物の取扱いに変更がないこと 

34 危険物設備等 機器等  炉材    ○ ○   

35 危険物設備等 機器等  
反応器等の覗き窓ガラス（サイトグラ
ス） 

   ○ ○   

36 危険物設備等 機器等  
加熱・乾燥設備に附属する送風・集塵
装置（電動機を除く） 

   ○ ○ △ ･可燃性蒸気又は微粉の送風・集塵方法に変更がないこと 

第２ 具体的な事例（共通事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 

バルブ 



 
 

 対象 
構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

37 危険物設備等 機器等  波返し、とい、受け皿等飛散防止装置    ○ ○ △ 
･危険物のもれ、あふれ又は飛散に対する措置に変更がない 

こと 

38 危険物設備等 機器等  
ローディングアーム（移送取扱所を除
く） 

   △ ○ △ 
･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に 

設置しないこと 

39 危険物設備等 機器等  
ローラーコンベア等危険物輸送設備
（電動機を除く） 

   ○ ○ △ ･危険物の取扱いに変更がないこと 

40 危険物設備等 機器等  可燃性蒸気回収装置    △ ○ △ ･可燃性蒸気の回収に関する保安管理に変更がないこと 

41 危険物設備等 機器等 
保温 
保冷 

保温（冷）材（屋外タンク貯蔵所のタ
ンク本体に係るものを除く） 

   ○ ○ △ 
･保温（冷）材の撤去により、危険物の温度変化による危険 

性が増さないこと 

42 危険物設備等 機器等  排出設備（ダクト等を含む）    △ ○  
･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に 

設置しないこと 

43 危険物設備等 機器等  換気設備（ダクト等を含む）    ○ ○   

44 危険物設備等 機器等 防食 電気防食設備    ○ ○   

45 危険物設備等 
 計装 

機器 
圧力計、温度計、液面計等現場指示型
計装設備 

△ △ △ ○ ○ ○ 
･危険物の取扱いに変更がないこと 

･新たに配管又はタンクにノズルを設ける等変更がないこと 

46 危険物設備等 
 安全

弁等 
安全弁、破裂板等安全装置    ○ ○   

47 危険物設備等 
 計装

機器 
温度、圧力、流量等の調整等を行う制
御装置（駆動源、予備動力源を含む） 

   △ ○  ･危険物の取扱いに変更がないこと 

48 危険物設備等 
 安全

弁等 

緊急遮断（放出）装置（安全弁等を除
く）、反応停止剤供給装置等の緊急停
止装置（駆動源、予備動力源、不活性
ガス封入装置等を含む） 

   △ ○  ･緊急停止等の制御条件に変更がないこと 

第２ 具体的な事例（共通事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 

制御装置 

安全装置等 

制御装置 

安全装置等 

制御装置 

安全装置等 

制御装置 

安全装置等 



 
 

 

 
対象 

構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

49 危険物設備等 
 

 
地下タンクのマンホールプロテク 
ター 

△ △ △ △ ○ △ ･上部スラブの変更を伴わないこと 

50 
防油堤・ 
排水設備等 

防油堤  防油堤（仕切堤を含む）     △  
･ひび割れに対するパテ埋め又はこれと同等の補修 

･配管等の変更を伴わないこと 

51 
防油堤・ 
排水設備等 

防油堤  防油堤水抜弁 △ △ △ ○ ○ △ 
･水抜弁を複数にすること 

･複数の水抜弁のうち、撤去しても基準を満足すること 

･防油堤の技術上の基準に抵触しないこと 

52 
防油堤・ 
排水設備等 

防油堤  防油堤水抜弁の開閉表示装置 △ △ △ ○ ○ △ 
･水抜弁の開閉表示を複数にすること 

･複数の開閉表示のうち、撤去しても基準を満足すること 

53 
防油堤・ 
排水設備等 

防油堤  
防油堤の階段（防油堤と一体構造のも
の） 

   △ ○  
･防油堤の基礎等の変更を伴わないこと 

･規則第 22条第２項第 16号の規定に基づくものではないこと 

54 
防油堤・ 
排水設備等 

防油堤  
防油堤の階段（防油堤と一体構造でな
いもの） 

△ △ △ ○ ○ △ 
･防油堤の基礎等の変更を伴わないこと 

･規則第 22条第２項第 16号の規定に基づくものではないこと 

55 
防油堤・ 
排水設備等 

 
 排水溝、ためます、油分離槽、囲い等    △ ○   

56 
防油堤・ 
排水設備等 

 
 

危険物が浸透しない材料で覆われて
いる地盤面・舗装面（地下タンクの上
部スラブを除く） 

    ○   

57 電気設備 
 

 電気設備 △ △ △ ○ ○ △ 
･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に

設置しないこと 

58 電気設備 
 

 静電気除去装置    ○ ○   

59 避雷設備 
 

 避雷設備    ○ ○   

60 
消火設備・ 
警報設備 

  ポンプ、消火薬剤タンク    △ ○   

第２ 具体的な事例（共通事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 

制御装置 

安全装置等 

電気設備 

電気設備 

避雷設備 

消火設備 

排水溝等 

排水溝等 



 
 

 

  

 
対象 

構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

61 
消火設備・ 

警報設備 

 
 

第一種から第三種消火設備（散水・水
幕設備を含む）の配管、消火栓本体、
泡チャンバー等の放出口（泡ヘッドを
除く）等 

   △ ○   

62 
消火設備・ 
警報設備 

 
 

第一種から第三種消火設備の弁、スト
レーナー、圧力計等 

   ○ ○   

63 
消火設備・ 
警報設備 

  第四種、第五種消火設備 △ △ △ ○ ○  ･自主設置のもの 

64 
消火設備・ 
警報設備 

  消火薬剤    ○    

65 
消火設備・ 
警報設備 

  
警報設備（自動火災報知設備の受信
機、感知器を除く） 

△ △ △ ○ ○  ･警報区域に変更がないこと 

66 
消火設備・ 
警報設備 

  自動火災報知設備の受信機    ○ ○   

67 
消火設備・ 
警報設備 

 
 自動火災報知設備の感知器    ○ ○   

68 その他 
標識・ 
掲示板 

 標識・掲示板 △ △ △ ○ ○  ･自主的に増設するもの 

第２ 具体的な事例（共通事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 

消火設備 

消火設備 

消火設備 

消火設備 

警報設備 

警報設備 

警報設備 



 
 

 

 
対象 

構造・
設備等 

補足 名称 
増
設 

移
設 

改
造 

取
替 

補
修 

撤
去 

備考（△とされているものについて、軽微な変更工事と
なる場合の確認事項の例） 

1 一般取扱所   ボイラー、炉等のバーナーノズル    ○ ○   

2 一般取扱所   塗装機噴霧ノズル、ホース等    ○ ○   

3 一般取扱所   
運搬容器の充てん設備（固定注油設
備） 

   ○ ○ △ ･危険物の取扱いに変更がないこと 

4 一般取扱所   
分析計（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ内取付けを含む） 
分析計の例：サルファー分析計、 

ガスクロマトグラフィー等 
   ○ ○ ○  

5 一般取扱所 
 

 作業用広報設備（スピーカー） ○ ○ ○ ○ ○ ○  

6 屋内貯蔵所   ラック式以外の棚    ○ ○ ○  

7 屋内貯蔵所   ラック式の棚    △ ○  ･耐震計算等に変更がないこと 

8 屋内貯蔵所   冷房装置等    △ ○  
･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に 

設置しないこと 

9 屋外タンク貯蔵所   認定品の可とう管継手    ○    

10 屋外タンク貯蔵所   認定品以外の可とう管継手    △   ･管径、経路の変更がないこと 

11 屋外タンク貯蔵所   ローディングラダー    △ ○  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

12 屋外タンク貯蔵所   ポンツーン     △  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

第３ 具体的な事例（施設別事項） 
  ○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの 

  △：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。） 

  ／：通常想定されない変更工事 

 

その他設備 

機器等 
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なる場合の確認事項の例） 

13 屋外タンク貯蔵所   浮き屋根のウェザーシールド    ○ ○   

14 屋外タンク貯蔵所   浮き屋根のシール材    △ ○  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

15 屋外タンク貯蔵所   ルーフドレン    △ ○  ･タンク重量の増減による耐震計算等に変更がないこと 

16 屋外タンク貯蔵所  
保温 
保冷 

保温（冷）材    ○ ○   

17 屋外タンク貯蔵所   内面コーティング △ △ △ △ ○ △ 
･貯蔵危険物とコーティングの組合せが不適切でないこと 

･タンク底部から漏えいを誘発するおそれのないこと 

18 屋内タンク貯蔵所   流出危険物自動検知警報装置    ○ ○   

19 屋内タンク貯蔵所   出入口の敷居    ○ ○   

20 地下タンク貯蔵所   犬走り        

21 簡易タンク貯蔵所   固定金具    ○ ○   

22 移動タンク貯蔵所   底弁、底弁の手動・自動閉鎖装置     ○   

23 移動タンク貯蔵所   マンホール、注入口のふた    ○ ○   

24 移動タンク貯蔵所   マンホール部の防熱・防塵カバー    ○ ○   
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なる場合の確認事項の例） 

25 移動タンク貯蔵所   品名数量表示板 ○ △ ○ ○ ○  ･自主設置のもの 

26 移動タンク貯蔵所   Ｕボルト    ○ ○   

27 移動タンク貯蔵所   可燃性蒸気回収ホース    ○ ○   

28 移動タンク貯蔵所   
ノズル及び結合金具を含む注油ホー
ス（積載式の移動タンク貯蔵所を除
く） 

   ○ ○   

29 移動タンク貯蔵所   箱枠    △ △  
･箱枠の溶接線補修 

･重量の増減によるすみ金具等の荷重計算に変更がないこと 

30 移動タンク貯蔵所 積載式  積載式の移動貯蔵タンクの追加 △      
･ISOコンテナで国際海事機関が確認しているタンク 

･タンク重量の増減によるすみ金具等の荷重計算に変更がない 

こと 

31 屋外貯蔵所   周囲の棚    ○ ○   

32 屋外貯蔵所   ラック式の棚    △ ○  ･耐震計算等に変更がないこと 

33 屋外貯蔵所   固体分離槽    △ ○   

34 屋外貯蔵所   シート固着装置    ○ ○   

35 給油取扱所 工作物  防火塀     △  ･ひび割れに対するパテ埋め又はこれと同等の補修 

36 給油取扱所 工作物  犬走り、アイランド等     △  ･ひび割れに対するパテ埋め又はこれと同等の補修 
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37 給油取扱所 工作物  サインポール・看板等（電気設備） △ △ △ ○ ○ ○ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

38 給油取扱所 工作物  日よけ等（キャノピーを除く） △ △ △ ○ ○ ○ ･上屋の面積に変更がないこと 

39 給油取扱所 
給油 
機器等 

 給油量表示装置 △ △ △ ○ ○ ○ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

40 給油取扱所 
給油 
機器等 

 カードリーダー等省力機器 △ △ △ ○ ○ ○ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

41 給油取扱所 
給油 
機器等 

 通気管の可燃性蒸気回収装置    ○ ○ ○  

42 給油取扱所 
給油 
機器等 

 タンクローリー用アースターミナル △ △ △ ○ ○ △  

43 給油取扱所 
給油 
機器等 

 認定品の固定給油（注油）設備   △ ○ ○ △ ･ホース長の変更がないこと 

44 給油取扱所 
 

 
混合燃料油調合機、蒸気洗浄機、洗車
機、オートリフト等 

   △ ○ △ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

45 給油取扱所 
 

 
自動車の点検等に使用する機器等（オ
ートリフト等を除く） 

△ △ △ ○ ○ ○ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

46 給油取扱所 
 

 
ショップを含むセールスルーム内の
電気設備・給排水設備 

△ △ △ ○ ○ ○ ･可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に設置しないこと 

47 給油取扱所 
 

 
セルフ給油取扱所の監視機器、放送機
器、分電盤、照明器具 

   ○ ○   

48 販売取扱所 工作物  延焼防止用のそで壁、ひさし、垂れ壁    △ ○   
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49 販売取扱所  
 

棚    〇 〇 〇  

50 移送取扱所 配管等  配管（地下配管を除く）    △ △  
･道路、河川、海、又は第三者の敷地を通過する部分を除く 

･管径、板厚、材質、経路の変更がないこと 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

51 移送取扱所 配管等  
配管のベントノズル、ドレンノズ
ル、サンプリングノズル等 

△ △ △ 〇 〇 ○ 
･道路、河川、海、又は第三者の敷地を通過する部分を除く 

･管径、板厚、材質、経路の変更がないこと 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

52 移送取扱所 配管等  切替弁、制御弁等    〇 〇   

53 移送取扱所 
 安全

弁等 
緊急遮断弁    △ 〇   

54 移送取扱所 機器等  ポンプ設備    △ △  

･移送基地の構内に設置されるものに限る 

･危険物の取扱いに変更がないこと 

･電気機器の場合、可燃性蒸気の滞留するおそれのある範囲に 

設置しないこと 

55 移送取扱所 機器等  ピグ取扱装置    △ 〇   

56 移送取扱所 機器等  感震装置    △ 〇   

57 移送取扱所 機器等  漏えい検知装置    △ 〇   

58 移送取扱所 
 

 漏えい検知口    〇 〇   

59 移送取扱所 
 

 
船舶からの荷卸し、又は船舶への荷揚
げに用いるローディングアームのカ
プラー 

  △ 〇 〇 △ ･ボルトにより取付け可能なもの 

60 移送取扱所   土盛り等漏えい拡散防止設備    ○ ○   
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61 移送取扱所 
 

衝突防護設備 ○ ○ 

62 移送取扱所 巡回監視車 〇 〇 

第３ 具体的な事例（施設別事項） 

○：軽微な工事のうち、資料等による確認を要さないもの

△：確認を要する変更工事（確認の結果、軽微な変更工事として許可を要しない場合もある。）

／：通常想定されない変更工事

その他設備 

機器等 

その他設備 

機器等 
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各都道府県消防主管部長 殿

消防庁危険物規制課長

危険物施設の変更工事に係る完成検査等について

改正 平成20年1月第16号

消防法（以下「法」という。）においては、 製造所等の位置、 構造及び設備を変更するとき

は、 当該変更につき法第11条第2項に規定する市町村長等（以下「市町村長等」という。）の

許可を受けるとともに、 工事完成後に市町村長等が行う完成検査を受け、 製造所等が法第10条

第4項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、 これを使用してはならない

とされている。

近年の危険物施設を有する事業所における自主保安の進展状況及び市町村長等における危険

物規制に係る事務の簡素化、 省力化等の必要性の観点から、 「規制緩和推進計画の再改訂につ

いて」 （平成9年3月28日閣議決定）において、 一定の要件を満たす危険物の製造・貯蔵施設

等の変更工事に伴う完成検査又は完成検査前検査（以下「完成検査等」という。）に関し、 自

主的な検査を適切に行うことができると認められる者について所要の検討を行うこととされた

ところである。

このため、 消防庁では、 この制度のあり方について、 安全性を損なわないことを前提に検討

を行ってきたところであるが、 今般、 工事管理を含む保安のための優れた体制を有することが

実績からも明らかであると認められる事業所が行う一定の変更工事（変更許可に係る工事をい

う。以下同じ。）について、 市町村長等は事業所の自主検査結果を活用して完成検査等を実施

することができることとしたので、 下記のとおり運用されたい。

ついては、 貴管内の市町村に対してもこの旨周知され、 その運用に遺漏のないようよろしく

ご配慮願いたい。

記

1 制度の仕組み

(1) 石油コンビナ ー ト等災害防止法（昭和50年法律第84号）第2条第2号に規定する石油

コンビナ ー ト等特別防災区域内等の事業所のうち、 市町村長等が、 工事管理を含む保安の

ための優れた体制を有することが実績からも明らかであると認める事業所（以下「認定事

業所」という。）については、 当該事業所が行う危険物施設の特定の変更工事に係る完成

検査等について、 当該市町村長等は当該事業所の自主検査結果を活用して、 現地に赴かず

に完成検査等を実施して差し支えないものであること。

(2) 現地に赴かずに、 自主検査結果を活用して完成検査等を実施して差し支えないのは、

認定事業所が実施する次の変更工事とすること。

資料６

消防危第22号

平成11年3月17日



ア 完成検査
次の①～⑥に係る変更工事（ただし、 下枠内のa ~cに該当するものを除く。）

①建築物及び工作物
②タンク（タンク本体、 付属設備、 防油堤等）

③危険物取扱機器、 配管等

④消火設備

（第1種、 第2種又は第3種の消火設備の新設又は増設（防護区域の拡大を伴うもの
に限る。）を除く。）

⑤警報設備
（自動火災報知設備の新設又は増設（警戒区域の拡大を伴うものに限る。）を除

⑥その他（電気設備、 制御設備、 標識・掲示板等）

a 保安距離又は保有空地に変更を伴うもの
b 容量1,000キロリットル以上のタンク本体の工事（特定屋外貯蔵タンクの

タンク本体の工事を除く。）

c 次の項目に該当するものとして、 市町村長等が変更許可に際して特に指示

するもの

•製造プロセスに著しい変更をもたらすもの又は製造施設の処理能力に著し
い増加をもたらすもの（容量10キロリットル以上の20号タンクが新設され

るもの等）
・当該変更工事に危険物の規制に関する政令第23条を適用したもの（特に一

般的でないもの）

・法令適用基準の変更を伴うもの（一 般の基準から、 高引火点危険物に係る
特例基準に基準の適用を変更する場合等）

イ 完成検査前検査
容最1,000キロリットル未満のタンクの水張（水圧）試験を要する変更工事

(3) 事業所について、 市町村長等が認定事業所と認めるに当たっては、 別添1に定める手
続等によられたいこと。

(4) 自主検査結果を活用して完成検査等を行う場合には、 別添2に定める手続等によられ
たいこと。

2 留意事項
(1) 部分的な自主検査

市町村長等は、 認定事業所の希望により、 変更工事（上記1 (2)に示す変更工事に該当

するものに限る。 (2)において同じ。）の一 部のみについて、 自主検査結果を活用して完
成検査等を行うこともできるものであること。

(2) 市町村長等の現地検査

市町村長等は、 認定事業所において行われる変更工事であっても、 必要があると認める
場合には、 現地に赴き完成検査等を実施することができるものであること。

別添1

















可申請時に申請書とともに提出させ、 あらかじめ確認しておくこと。この場合におい

て、 当該チェックリストは、 検査該当項目のみが明確にされていれば足りるものである

こと。

イ 完成検査申請時

認定事業所に対し、 完成検査申請時に申請書とともに、 自主検査結果報告書（完成検

査用）及びチェックリストを提出させること。

ウ 完成検査時

市町村長等は、 認定事業所から提出された自主検査結果報告書（完成検査用）及びチ

ェックリストを活用して、 現地に赴かずに完成検査を実施し、 基準に適合していると認

められる場合は、 迅速に完成検査済証を交付すること（午前中に完成検査の申請があっ

た場合は、 完成検査を実施し、 当該申請のあった日に完成検査済証を交付するよう努め

ること。）。

2 完成検査前検査の方法

(1) 自主検査結果報告書（完成検査前検査用）の内容

市町村長等は、 認定事業所が記の1 (2)イに規定する変更工事に該当する工事に係る完

成検査前検査について自主検査結果の活用を希望する場合には、 完成検査前検査申請時

に、 認定事業所が実施した自主検査により、 変更工事に係る液体危険物タンクが水張（水

圧）試験に関する基準に適合していることを証明する書類（以下「自主検査結果報告書

（完成検査前検査用）」という。 （別紙2 - 3に例を示す。））を提出させること。

(2) 自主検査結果報告書（完成検査前検査用）の活用方法等

完成検査前検査に係る各手続における自主検査結果報告書（完成検査前検査用）の活用

方法は次のとおりであること。なお、 当該手続の流れを別紙2 -4に示す。

ア 変更許可申請時

認定事業所に対し、 変更許可申請時に申請書の「その他の必要な事項」欄に完成検査

前検査において自主検査結果を活用する旨明記させること。

イ 完成検査前検査申請時

認定事業所に対し、 完成検査前検査申請時に、 自主検査結果報告書（完成検査前検査

用）を提出させること。

ウ 完成検査前検査時

市町村長等は、 認定事業所から提出された自主検査結果報告書（完成検査前検査用）

を活用して、 現地に赴かずに完成検査前検査を実施し、 迅速にタンク検査済証を交付す

ること。
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煩紙2-2

完成検査の手続の沈れ

昂定事業所 消防襴関

別縁2-3 自主検査結果籠告書（完成検査前検査用）の例

自主検査結果帽告書

（完成検査前検査用）

チェックリスト添付
変更許可申請 許

（自主検査部分明示）

（
チェックリスト

）
讀 認

［エ 事
］

I 平成年月 B

d ［
自 伍↓

・自主検査記録表記入

・自主検査結果報告書

（完成検査用）作成

・チェックリスト記入
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（完

完成検査済証交付

完成検査
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